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労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

1 北海道 ＜意見等＞
・職業紹介事業者から、求職者の動向として
売り手市場の状況が続いており、転職後の年
収平均値も上がってきている状況との説明が
あった。また、厚生労働省委託事業「キャリ
ア形成・学び直し支援センター」の支援状況
等について、介護事業者から離職率の低下や
キャリア支援に関する相談が多く、業種業界
に関係なく40代から50代の層に対するリテ
ンションなどの相談が多い状況との報告が
あった。
・構成員から、JEED施設内訓練の「スマー
ト生産サポート科」の応募率が1.56倍と
なっており、コースの内容と倍率が高い理由
について質問があった。

＜意見等＞
・委託訓練では「IT分野」「理容・
美容関連分野」の求職者ニーズが高
く、求職者支援訓練では同分野のほ
か「デザイン分野」のニーズも高
い。また、令和４年７月からの求職
者支援訓練への受講指示適用拡大に
伴い、WEBデザイン系やネイリスト
のコースにおいて、雇用保険受給者
の応募が増加している状況の説明に
対し、構成員からは、デジタル分野
の人材育成推進において、今年度に
おける定員計画の再確認（質問）が
なされた。

＜意見等＞
・令和５年度については、WGに
おいて介護分野を検証。国の基準
を満たした中で、カリキュラムに
おける座学と実習の時間配分など
の見直しを働きかけていくととも
に、ハローワークの役割（周知広
報、事前説明会・見学会、受講
あっせん、就職支援、定着支援）
が重要。（WG)

＜意見等＞
・北海道国立大学機構小樽商科大学が実施してい
るリカレント教育「DX時代の介護ミドルマネ
ジャー育成プログラム」におけるVRの活用内容に
ついて構成員間で共有。介護DX時代を牽引する人
材育成のため、プログラムの一部にVR技術を活用
し、現場にいるような環境の中で介護技術の体
感、講師や他の受講生とのコミュニケーション機
会を実現。コロナ禍で実習ができないために取り
入れたものであるが、DX・ITをうまく組み合わせ
ていくのがカリキュラム設計の一つの鍵との説明
があった。
・職業安定部職業対策課から人材開発支援助成金
の「人への投資促進コース」「事業展開等リスキ
リング支援コース」について説明。構成員から、
申請状況等は企業にとって非常に良い参考となる
ため、第２回目の協議会で資料を配付してほしい
との意見が出された。
（＜対応方針＞全国数字は非公表のため、北海道
局の数字を第２回目の協議会で報告する。）

＜意見等＞
・特になし

（その他）
・令和６年度新規事業「非正規雇用労働者
等が働きながら学びやすい職業訓練試行事
業（仮称）」について、令和６年度におけ
るコース設定見込数について質問があっ
た。

＜意見等＞
・委託訓練について、ハローワーク他各業界から把
握した地域のニーズを踏まえ設定するとあるが、具
体的にどのような声があるのか事前質問があった。
・離職者、求職者は全道におり、訓練実施が札幌で
の一極集中を招きかねない状況の中、その他の地域
における訓練実施の考えについて質問があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
・第１回目の協議会において、他県の
ワーキンググループにおける介護分野
の改善促進策の好事例も取り入れるよ
う意見が出され、ヒアリング結果を踏
まえた対応方針に他県の好事例を追加
したことから、更なる効果検証のた
め、引き続き「介護分野」を選定し、
対象地域を幅広く設定した上で実施す
ることとした。

＜共有内容、意見等＞
・半導体人材関連情報とし
て、熊本県における取組、
現在における北海道の動き
について資料配付による情
報共有。（時間の都合上、
資料提供のみ。）

＜対応方針＞
・訓練内容は主に工場内のシステムネット
ワークの構築（C言語、Java言語）、Web
アプリのプログラミング等が中心となる関係
上、若年者の応募倍率が高い状況との説明が
あった。（機構）

＜対応方針＞
・デジタル分野の定員数について、
配付参考資料「令和５年度北海道地
域職業訓練実施計画」により説明。

＜対応方針＞
・北海道及びJEEDから訓練実施
機関に対して、委託契約時、認定
時などの接触機会において、介護
分野の実習時間の配分見直しの働
きかけを行う方針。
・次年度の効果検証WGの対象分
野について、構成員から、他県に
おける介護分野のワーキンググ
ループ検証結果を２回目の協議会
資料として提出し、改善促進策の
好事例も取り入れるよう意見が出
されたことを踏まえ、引き続き
「介護分野」について改善結果の
反映等を再検証し、また、北海道
は広域なため対象地域を広げて意
見収集する方向で検討。

＜対応方針＞

（その他）
・試行的に９コースの実施内容であり、北
海道での実施有無を含めて、現時点では本
省から詳細は示されていないことを説明。

＜意見等＞
・意見等なし。

＜計画案への反映状況＞
・意見等なし。

＜計画案への反映状況＞
・求職者支援訓練の実施規模につい
て、全国目標に基づきデジタル系
（実践コース）の下限の目安を
20％から30％に引き上げた。

＜計画案への反映状況＞
・訓練実施計画において、WGに
おける検証結果を踏まえ、企業
ニーズ及び訓練受講者ニーズに応
じた訓練内容を訓練実施機関へ提
案するとともに、受講者数の増加
に向けて周知、受講勧奨の強化を
図ることを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・人材開発支援助成金の「人への投資促進コー
ス」「事業展開等リスキリング支援コース」に係
る訓練実施計画届の申請状況、コース別・業種別
の活用事例について、職業安定部職業対策課から
説明を行った。

＜計画案への反映状況＞
・意見等なし。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・「介護分野」を対象とし、対象地域
を幅広く設定した上で、委託訓練及び
求職者支援訓練の対象数を前年度より
各１コース増やし、全５コースについ
て検証予定。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・ハローワークにおいては求人受理時や事業所訪問
時の機会などにニーズを把握しており、介護関係で
は人手不足に伴うニーズ、建設業では施工管理技
士、作業免許、ドローンの資格取得などの要望、地
域特有の要望としては基幹産業の担い手、インバウ
ンド（語学）、厩務員などの例を紹介した。また、
デジタル人材については地域、職種、業界を問わず
生産性の向上、事業の効率化の観点からニーズが多
いことを説明。
・北海道からは、地域の経済の担い手として人材育
成は欠くことができないものであることから、各
MONOテク（職業能力開発校）だけではなく、人材
開発センターや地域の職業訓練に係る法人、人材育
成機関との連携に努め、地域の特性に応じた人材育
成・創出に向けた取組を支援していくことを説明。
また、機構からは、求職者支援訓練の認定規模は減
少しているが、札幌圏以外の地域においては、訓練
認定規模の割合を30％と設定し、参入したい企業の
開拓等に努めていくことを説明。

令和５年度第２回地域職業能力開発促進協議会における協議結果
参考資料2
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Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

2 青森 ＜意見等＞
・民間職業紹介事業者から、OAスキル、エ
クセル、ワードのスキルを身に付ける人材開
発をしてほしい。ただし、事務を希望してい
る方が多いが、本日の資料にあるとおり事務
の求人は少ないため、希望職種の選定理由を
聞いたうえで、他業種にキャリアチェンジし
てもらいたいとの意見があった。
・東北経済産業局からデジタルスキル標準、
DXリテラシー標準等について説明があり、
企業のデジタル人材育成等を推進していくこ
ととした。
・青森県からDX総合窓口の紹介があり、DX
に係る総合的な支援とデジタル人材の育成が
重要であるとの説明があった。

＜意見等＞
・デジタル分野の就職率が低いた
め、その原因について教えてほし
い。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいて「販売・営業・事務分野」
を検証。
以下構成員の意見。
・興味深いレポートであった。
・基礎知識として、コンピュータ
やOA機器の操作、プレゼンテー
ション資料作成、文書作成能力
は、事務でなくても必要であると
いうことが分かった。就職支援に
おいて、ＯＡスキルを持っていた
ら事務へだけではなく、違う職種
にも選択肢を広げていただくよう
期待する。

＜意見等＞
・特になし

＜意見等＞
・医療・介護分野の開講率について、中止率が若干高い原因
と充足率がなかなか上がってこない要因は。
→受講者の少ないコースがあることと、委託先の規模の縮
小、物価高騰等の影響によって、施設を維持するのがなかな
か難しい状況から訓練を行わなくなったことなどが要因。

・青森県の中での訓練の効果等というのであれば、就職率に
関しては、県内就職率の部分と県外と分けた方が、はっきり
する。
　青森県でこれだけ、いろんな技術に給付金、訓練に対して
お金を使っていると。その成果は、最終的にはどこに行って
いるのか。全て県外だったら、青森県の補助金を出して訓練
を一生懸命やっていても、県内の産業に対して全然ニーズに
合ってない、寄与していないことになる。就職率といった
ら、ここのコースを出て、就職するのであれば、県内と県外
か、その辺のデータが欲しいところです。
→第１回協議会においても、同趣旨の意見があったことから
WGで「訓練修了後の就職希望地等調査」を実施し資料とし
ている。調査結果を説明し、処遇の改善等を図っていく必要
があると説明。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
１　デジタル分野については、社会的な
ニーズがあるものの求人倍率には反映さ
れておらず、訓練修了者の就職率も必ず
しも高くない。当該分野の訓練カリキュ
ラムが社会のニーズに適しているか検証
する必要がある。

２　デジタル分野の訓練については、全
体的に「応募倍率」が高く、「就職率」
が低い分野となっている。
また、個々の訓練コースで比較した場合
に、「応募倍率」「就職率」とも低調な
コースも存在することなどから、応募倍
率や就職率の高低の要因がどこにある
か、求人ニーズをとらえた訓練内容に
なっているかどうかなどを検討する必要
がある。

＜共有内容、意見等＞
青森キャリア形成・学び直
し支援センター（当時）か
ら、「訓練受講希望者等に
対するジョブ・カード作成
支援推進事業」の廃止と当
該事業とキャリア形成・学
び直し支援センター事業を
統合した形で、「キャリア
形成・リスキリング推進事
業」が４月からスタートす
る。全てのハローワークと
青森キャリア形成・リスキ
リング支援センターにおい
てキャリア形成・リスキリ
ング相談コーナーを開設
し、キャリアドックやリス
キリングについてキャリア
コンサルティングを実施し
ていく。

＜対応方針＞
・WGの効果検証分野が「営業・販売・事務
分野」であり、検証結果を踏まえカリキュラ
ムの改善等を行っていく。
・キャリアコンサルティングを通し、多様な
業種を念頭に置き就職支援を行っていく。
・デジタル人材においては、公共職業訓練、
求職者支援訓練においてデジタル分野の訓練
コースを計画し人材開発していく。

＜対応方針＞
・県内の就職先が少ないことと、求
人者においては求人募集する業務に
おいて、どの程度のデジタルスキル
が必要かどうか伝えきれていないこ
と、求職者においては訓練において
得られた能力を活かした就職先がど
のような業種や職種でニーズがある
か把握しきれない両面がある。就職
率向上のため訓練修了者の就職機会
拡大に資するよう訓練修了者歓迎求
人の確保や就職支援の取組を推進し
ていく旨を説明した。

＜対応方針＞
・効果検証ヒアリング及び労働局
が行った企業調査においても、多
様な職種で基礎的なＯＡスキルを
必要としているため、当該訓練の
促進を図る。
・就職率の向上のため、求人部門
と訓練部門が連携を図り訓練修了
者の支援を行っていく。

＜対応方針＞
・「介護・医療・福祉分野」の応募率向上
及び「デザイン分野」の就職率向上のため
の取り組みを進めていく。

＜意見等＞
・検証分野の選定については異論がない
ものの、ただし、県内企業がデジタル人
材をどれだけ欲しているのか。活用した
いかというとまだまだ少ない状況ではな
いか。
・デジタル分野、これは、いわゆる生産
性向上の切り札だと一般的には言われて
いるが、なかなか本県では、企業側・経
営者側の意識、訓練を受講される方の意
識も、もう一段高いところに持っていか
なければ、青森県全体の生産力向上とい
うのは、かなわないのではないか。この
職業訓練というのを切り口にして、生産
性向上であったり、働く方の待遇、賃金
の引き上げに繋げていくことも考えてい
かなければならない。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
【令和６年度の公的職業訓練の実施方針】
①　応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医
療・福祉分野」）があること
②　応募倍率が高く、就職率が低い分野（「IT分野」
「デザイン分野」「営業・販売・事務分野）があること
③　委託訓練の計画数と実績はやや乖離があること
④　デジタル人材が質・量とも不足があること
といった課題がみられた。
これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的職業訓
練は以下の方針に基づいて実施する。
①については、引き続き、訓練コースの内容や効果を踏
まえた受講勧奨の強化を行う。
②については、IT分野、デザイン分野とも、一層のコー
ス設定の促進を図る。デザイン分野は求人ニーズに即し
た効果的な訓練内容かの検討も併せて行う。営業・販
売・事務分野は、公的職業訓練効果検証において、基礎
的な職業能力・デジタルリテラシーの習得、ＤＸ推進人
材となるための能力の習得に加え即戦力になり得るよう
なカリキュラムへの期待があり、コース内容に可能な限
り改善を図る。また、求職者が自身の希望に沿った適切
な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワー
クの訓練窓口職員の知識の向上や、訓練実施施設による
事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとと
もに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修
了者歓迎求人等の確保に取り組む。
③については、開講時期の柔軟化、受講申込み締切日か
ら受講開始日までの期間の短縮、効果的な周知広報等、
受講者数増加のための取組を行う。
④については、職業訓練のデジタル分野への重点化を進
め、一層のコース設定の促進を図る。

＜意見等＞
・東北経済産業局より生成AI時代のデジタル人材
育成の取組について説明があり、①部分的な業務
効率化のみならず、全体的なビジネスプロセス・
組織の変革、製品・サービス・ビジネスモデル改
革につながることが重要であること。②適切に使
い、生成AIリテラシーを有する人事を増やす
フェーズ、そのための経営者の理解や社内体制が
重要であること。③企業価値向上に繋げるため、
生成AIの利用スキル等を社員が身につけるための
社内教育、担い手確保に取り組む大きな機会とと
らえることが重要であることを共有。
・青森県からDX総合窓口の紹介があり、DXに係
る総合的な支援とデジタル人材の育成が重要であ
るとの説明があった。
・青森県教育庁から高校生に係るキャリア教育に
ついて説明。
・青森キャリア形成・学び直し支援センターか
ら、事業の紹介としてセルフキャリアドックにつ
いて説明。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜計画案への反映状況＞
【令和６年度の公的職業訓練の実施方針】
営業・販売・事務分野は、公的職業訓練効果
検証において、基礎的な職業能力・デジタル
リテラシーの習得、ＤＸ推進人材となるため
の能力の習得に加え即戦力になり得るような
カリキュラムへの期待があり、コース内容に
可能な限り改善を図る。また、求職者が自身
の希望に沿った適切な訓練コースを選択でき
るよう、支援を行うハローワークの訓練窓口
職員の知識の向上や、訓練実施施設による事
前説明会や見学会に参加できる機会の確保を
図るとともに、訓練修了者の就職機会の拡大
に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に
取り組む。

＜計画案への反映状況＞
【令和６年度の公的職業訓練の実施
方針】
ＩＴ分野、デザイン分野とも、一層
のコース設定の促進を図る。デザイ
ン分野は求人ニーズに即した効果的
な訓練内容かの検討も併せて行う。

＜計画案への反映状況＞
特に無し

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
デジタル分野
１　デジタル分野の訓練カリキュラム
が社会のニーズに適しているか検証す
る。
２　デジタル分野の訓練コースの応募
倍率や就職率の高低の要因がどこにあ
るか、求人ニーズをとらえた訓練内容
になっているかどうかなどを検証す
る。

＜計画案への反映状況＞
【職業訓練の効果的な実施のため
の取組】
営業・販売・事務分野において
は、公的職業訓練効果検証ワーキ
ング・グループの検証結果におけ
る以下の内容について、訓練カリ
キュラム等への反映・改善を図
る。
・安心して訓練に専念できる環境
の整備（コミュニケーション能力
の向上、就職支援に資する工夫し
たキャリアコンサルティング）
・即戦力として職場の中核的人材
になり得る人材の育成（文書作
成、表計算ソフトに加え、プレゼ
ンテーション資料の作成技能、Ｗ
ｅｂデザイン、ホームページ編集
技能）
 ・実践を想定した実習型カリ
キュラムにより資格の取得に加え
実務能力の向上（訓練カリキュラ
ムにおける目標の資格の取得に加
え、労働保険の計算、雇用保険手
続、健康保険・厚生年金保険手続
の基礎的実務の習得）

＜計画案への反映状況＞
【令和６年度の公的職業訓練の実施方針】
①　応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介
護・医療・福祉分野」）があること
②　応募倍率が高く、就職率が低い分野（「IT分
野」「デザイン分野」「営業・販売・事務分野）
があること
③　委託訓練の計画数と実績はやや乖離があるこ
と
④　デジタル人材が質・量とも不足があること
といった課題がみられた。
これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的
職業訓練は以下の方針に基づいて実施する。
①については、引き続き、訓練コースの内容や効
果を踏まえた受講勧奨の強化を行う。
②については、IT分野、デザイン分野とも、一層
のコース設定の促進を図る。デザイン分野は求人
ニーズに即した効果的な訓練内容かの検討も併せ
て行う。営業・販売・事務分野は、公的職業訓練
効果検証において、基礎的な職業能力・デジタル
リテラシーの習得、ＤＸ推進人材となるための能
力の習得に加え即戦力になり得るようなカリキュ
ラムへの期待があり、コース内容に可能な限り改
善を図る。また、求職者が自身の希望に沿った適
切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハ
ローワークの訓練窓口職員の知識の向上や、訓練
実施施設による事前説明会や見学会に参加できる
機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就職機
会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確
保に取り組む。
③については、開講時期の柔軟化、受講申込み締
切日から受講開始日までの期間の短縮、効果的な
周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。
④については、職業訓練のデジタル分野への重点
化を進め、一層のコース設定の促進を図る。
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Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

3 岩手 ＜意見等＞
・新型コロナウイルスが５類に移行したこと
を機に、観光分野で人手不足となっているた
め、観光分野のコースを設定し、人手不足の
解消に寄与したいとの説明があり、構成員か
らは企業でも対応していかなければならない
と考えており、観光分野のコースを作っても
らえることはありがたい。期待しているとの
意見があった。
・施設内訓練については、毎年企業から、採
用時に求める職業能力、OJTでは習得し難い
職業能力についてヒアリングを行っており、
回答に基づき訓練内容に反映させていくとの
説明があった。

＜意見等＞
・「託児サービス付き訓練」の実施
状況を説明したところ、構成員か
ら、受講者が少ないが、今後拡大し
ていく必要があるのではないかとの
意見があった。
・県内の地域別訓練実施状況に関す
る資料を提供したところ、沿岸地域
の訓練実施が少ない状況について説
明を求められた。

＜意見等＞
・訓練効果の企業ニーズが「指示
理解力、コミュニケーション能
力」という内容であったが、それ
以外にもあるのではないか、との
質問があった。
・訓練施設におけるキャリアコン
サルティングの実施状況について
質問があり、実施状況の説明を
行った。

＜意見等＞
・地域におけるリスキリングの推進に関する事業
について、令和５年度の実施状況を報告。構成員
からは、リスキリングの推進として行う事業内容
について質問があり、リスキリングの推進事業の
在り方について説明を行った。

＜意見等＞
・長期高度人材育成コースの訓練内容につ
いて質問があり、訓練内容及び取得を目指
す国家資格を説明したところ、就職に結び
つきやすいコースであり、効果的であると
の意見があった。

＜意見等＞
・企業が求める人材のニーズは変化してきている。
今後も時代の変化を捉えながら講座の種類やレベル
を検証し計画を策定してほしい。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
・介護分野の訓練は就職率が高いが応
募率が低い状況のものがある。また、
訓練コースによって応募率の差があ
り、求職者ニーズをとらえた内容に
なっているか訓練効果の把握・検証の
必要があるため。
・介護分野については人手不足が顕著
な状況となっており、高齢化が進む中
で今後ますます需要が高まることか
ら、訓練受講者をより多く確保してい
く必要があること。

＜共有内容、意見等＞
岩手県環境生活部若者女性
協働推進室より「女性デジ
タル人材育成事業」につい
て説明あり。
令和6年度は新たに長期間の
ＩＴスキル習得から就労
マッチングまでの一貫した
支援を実施し、女性の多様
な働き方の推進と所得向上
の強化を図る。

＜対応方針＞
・委託訓練において、観光分野における人材
を確保するため、長期高度人材育成コースと
短期訓練で訓練コースの設定を検討する。
・施設内訓練においては、在職者訓練のニー
ズが高くなっているため、ＩＴ関係のコース
等の設定を検討する。

＜対応方針＞
・「託児サービス付き訓練」につい
ては、希望が少ない状況が続いてい
るが、今後、受講者の動向により設
定を検討する。
・沿岸地域においては、訓練実施機
関が限られているため、訓練実施数
は限られてくるが、訓練実施時期を
調整するなど多くの受講者を確保で
きるよう検討する。

＜対応方針＞
・企業ニーズの「指示理解力、コ
ミュニケーション能力」について
は、ヒアリングの結果だけではな
く、重要視されていると考えられ
る。カリキュラムの変更等を求め
ることは難しいと思われるが、好
事例を周知していくことを検討す
る。

＜対応方針＞
・実施コースを検討し、委託先を開拓する
ことにより、効果的な長期高度人材育成
コースの実施を図る方針。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・ニーズの把握、訓練種類・レベルの検証を引き続
き行っていくこととし、計画案の修正は行わない。

＜意見等＞
なし

＜計画案への反映状況＞
・離職者等訓練に「観光分野の訓練コー
ス」、また、在職者訓練に「DX推進に係る
分野の設定」を盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・委託訓練、求職者支援訓練ともに
「託児サービス付き訓練」の設定を
継続する。
・引き続き地域の訓練ニーズを把握
し実施地区や訓練コースを設定す
る。

＜計画案への反映状況＞
・就職率向上の観点等から訓練機
関に展開することが有効と認めら
れる好事例をまとめ、周知を行
う。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
・「介護福祉士、保育士及び企業が求める
国家資格等の資格取得を目指す2年間の長
期訓練コースを設定する」との内容を継続
して盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
介護分野を選定
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（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

4 宮城 ＜意見等＞
・県内の企業におけるDX化の進展状況につい
て情報交換を行い、構成員から次のような意見
があった。
①建設業界では、CADから3次元モデルへの移
行等、DX技術を入れているところは、時間と
費用、人の都合等、工程の短縮ができるように
なってきている。進んでいる事例と思う。
②最近の人手不足、ネットの活用、キャッシュ
レス化の進展等の課題に一つ一つ対応していか
ねばならない状況であるが、経営革新に繋がり
始めている兆しは見えてきたのかなと思う。
③宮城県が進んでいるかと言うと進んではいな
いと思う。ただ支店経済というところがあり、
大手の支店・出先があることから、DX化した
ものを導入している人たちが出てきていること
もあり、広がりつつあると思う。データは徐々
に企業の中に溜まってきているので、それを活
用するフェーズを作る段階に入ってきたかと思
う。

＜意見等＞
・eラーニングコースについて、構成
員から次のような拡充を求める意見が
あった。
①実技を伴わない教科書だけでやって
いる部分はeラーニングでできる部分
と、実技の部分とを分けながら、すべ
てが教室で対面でとは限らないコース
がどんどん増えてくることに期待。今
後のコース開発に取り入れていただき
たい。
②これからは「オンライン」がキー
ワードだと思う。時代の変化に合わせ
た形で、新たな手法を取り入れること
を前向きに検討願いたい。

・障害者訓練について、法定雇用率の
段階的引き上げに併せて、障害者向け
の訓練についても重視していくべきと
の意見があった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WGに
おいて「デジタル分野」を対象に
検証を行った。
・採用企業のヒアリングにおいて
は人材不足との意見があった。ま
た、訓練受講者が習得した知識・
技能に関しては一定の評価が得ら
れており、デジタル分野の訓練の
更なる拡充が必要。
・採用企業、訓練受講者双方か
ら、より実践的なスキルの習得が
期待されている。プログラム言語
はもとより、コミュニケーション
能力の向上や職業人としての汎用
的なスキルの習得も有効。

＜意見等＞
・東北大学ナレッジキャスト株式会社より「東北
大学データサイエンスカレッジ」の取組みを発表
し構成員間で情報を共有した。
　このデータサイエンスカレッジの取組みは、企
業の中の人材のリスキリングを対象としたプログ
ラムで、ビジネスをリードできるようなデータサ
イエンティストを養成するカリキュラムとなって
いる。

＜意見等＞
・事務局より令和６年度訓練実施計画策定
に向けた方針（案）を提案。提案通りで了
承を得た。

＜意見等＞
各構成員から特段の意見等はなく、令和６年度宮城
県地域訓練実施計画（案）について、了承を得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
令和６年度の選定分野は、「介護・医
療・福祉分野」とした。
選定利用として
〇人材不足分野の中でも、特に、介護関
係分野について、慢性的な人材不足が続
いている状況であるとともに、今後も高
齢者の数が年々高まり、介護サービスの
需要及びこれに対応した介護人材の需要
は更に高まるものと予想される。
〇当地域における介護等分野の公的訓練
実施状況については、一定の実績はある
ものの、定員の充足率、就職率ともに向
上させる必要がある状況であり今後当分
野の訓練を効果的に実施してくために
も、求職者ニーズ、企業ニーズ等を調査
し訓練効果を検証していくことが必要で
あるため。

＜共有内容、意見等＞

＜対応方針＞
・デジタル人材の育成・確保は当地域におい
ても大きな課題となっていることから、今年
度のWGによる検証結果も踏まえ、令和６年
度の公的職業訓練実施計画においてその充実
を図っていくこととする。

＜対応方針＞
・eラーニングコースは増加傾向で
あり、また申込者も多い状況。デジ
タル分野の訓練の重点化を推進する
上でも重要となっているコースであ
り、引き続き内容の充実を図ってい
くこととする。

＜対応方針＞
・令和６年度の公的職業訓練実施
計画において、デジタル分野の公
的職業訓練の定員数を拡充する。
・企業実習やグループでの開発演
習等、就労現場を想定したより実
践的な授業の進め方により、企業
から求められるコンセプチュアル
スキルを副次的に身につけさせ
る。

＜対応方針＞
特になし

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の
変化の中で、職業の安定、労働者の地位向上及び経
済社会の発展を図るためには、これらの業務内容の
変化に対応する労働者の適応性を増大させ、及び円
滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業
能力開発を行う必要があるとしており、その内容を
反映している。

＜意見等＞
構成員から特段の意見等なし。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「介護・医療・福祉分野」を選定
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

5 秋田 ＜意見等＞
　事務局より県内ハローワークで把握してい
る人材ニーズを報告（人材不足分野、従業員
の高齢化、未経験者の育成などの課題な
ど）。
　以下構成員による意見。
・求人倍率が1.3倍台と高止まりする中、新
規採用ができないとする企業が多いため、離
職防止と従業員のリスキリングが必要。
・高齢化が進む中で介護職を増やすことはわ
かるが、ICT等の若年者ニーズにもあった訓
練の充実も必要。
・在職者の能力開発による生産性の向上も必
要。

＜意見等＞
　事務局より訓練計画数と訓練実施
数の乖離の現状と、企業ニーズと受
講ニーズの違いについて説明。
　以下構成員による意見。
・高齢化が進む中で介護職を増やす
ことはわかるが、若年者ニーズにも
あった内容を考えるとともに、能力
開発による生産性向上が大事と意見
があった（生産性向上によって、
ワークライフバランスも推進させる
ことができるとの意見があった）。
・人手不足に対する新規採用だけで
は企業は生き残れない、DX推進に
よる省力化やリスキリングも見据え
て在職者の職業訓練に力を入れるこ
とが必要。

＜意見等＞
　構成員より、デジタル分野の訓
練は5～6カ月では物足りないこ
とや、企業が求める人材像とのミ
スマッチが発生しており、初級
コース、中級コースなどレベルに
合わせて育成することが必要との
意見があった。
　また、小規模事業所のデジタル
化は、まだ入口部分のところが多
く、新規採用よりもITに少し詳し
い人を育成したい希望があり、在
職者訓練も含め、習熟度に応じた
様々な訓練の確保も必要との意見
があった。

＜意見等＞
　構成員より就職率が低い訓練コースは、問題意
識をもって対策に取り組んでほしい。特にデジタ
ル分野は、習得したスキルを企業に理解してもら
えるよう伝え方の工夫や、企業ニーズにマッチし
ているか点検するとともに、その結果に基づく改
善が必要と意見があった。
　職業訓練情報の2次元コード活用やSNSによる
周知の効果に期待する意見があった。
　一方、職業訓練受講生の確保に苦労している中
で、職業訓練情報周知にSNSを利用する場合は、
訓練機関へ事前に情報共有してほしいとの意見が
あった（PRの仕方が変わるとの意見）。

＜意見等＞
　事務局より計画策定に向けたポイント
（デジタル分野検証結果に基づく取組、訓
練実施状況を踏まえた策定等）を説明。
　会長からのまとめとして、デジタル分野
の在職者訓練の充実が必要との意見があっ
た。
　また、求人票に職業訓練受講修了者歓迎
の表示や、職業訓練受講修了者の就職に結
びつく情報（求められる知識・技能など）
を掲載するなど、求人内容の充実が必要で
あり、次回の協議会でその進捗状況を報告
してほしいとの意見があった。

＜意見等＞
・ある程度、委員の意見が反映されている。
・委員のコメントを踏まえた計画書となっている。
・これまでの意見が６年度計画に反映しているが、
７年度計画を見据えて、ＩＴ分野に関しては業種に
応じてどれくらいのレベルを求めているか、アン
ケート調査なり実態調査を行ってほしい。製造分野
も同じく、企業ニーズを継続して把握するスタンス
で取り組んでほしい。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
　高齢化率及び人口減少率が全国一位の
秋田県において、介護人材不足が深刻化
している中、人手不足を補うため未資格
者を採用してから資格取得させる事業所
も増えており、採用を急ぐことで求人・
求職者双方にとって職業訓練を効果的に
活用しづらい状況となっている。
　安定的な訓練実施には、受講者確保は
欠かせないが、介護分野の職業訓練受講
者が大幅に減少し中止コースも増加して
いる。
　要因として、介護分野の就職に対する
消極的な印象のほか、訓練内容に対して
年齢的に困難度が高いと感じる高齢者の
声も寄せられているため、介護分野での
就業に係る求職者の正確な理解の促進
と、高年齢層の介護分野での就業の可能
性を高める職業訓練と就職支援が必要と
考える。

＜共有内容、意見等＞
・一体的な人材育成とし
て、職業訓練後の就職先で
の人材開発支援助成金の活
用事例を説明したところ、
人材開発支援助成金の活用
事例を様々な人たちに知っ
ていただきたいと意見が
あった。
・労働局でＷｅｂ広告を活
用できないか提案があっ
た。

＜対応方針＞
　ICT等在職者向け訓練や生産性向上訓練の
充実を検討。
　離職者訓練修了者が就職後のスキルアップ
で企業ニーズに適合できるよう、訓練修了者
の就職後の定着支援と合わせて、人材育成支
援フォローアップ（人材開発支援助成金の活
用アドバイス等）に取り組む。

＜対応方針＞
　在職者向け訓練や生産性向上訓練
の充実や、職業訓練受講実績に合わ
せた職業訓練計画の策定を検討（公
的職業訓練検証WGメンバー・実務
レベルによる計画案の策定に取り組
む）

＜対応方針＞
　企業の実情に応じた能力開発が
行えるよう、在職者訓練の充実や
高度なデジタル人材の育成に取り
組むとともに、公的職業訓練に幅
広く情報リテラシーに係る訓練内
容を盛り込むことを検討。
　また、企業の求める人材像の明
確化及び求人票への明確な記載に
より、訓練内容を活かせる求人と
のマッチング精度を高めて、就職
支援を推進する（訓練受講修了者
歓迎求人の確保を含む）。

＜対応方針＞
　訓練修了者のジョブ・カードや職務経歴書など
本人が同意した場合は個別求人開拓に活用すると
ともに、個人情報に配慮した求職公開のしくみの
活用により企業へ情報提供する。
　職業訓練機関と連携した職業訓練情報の周知・
広報に取り組む。

＜対応方針＞
　本協議会の意見など反映できるよう、公
的職業訓練検証WGメンバー・実務担当者
による計画案の策定に取り組む。
　ハローワーク求人票の求人内容の充実に
向けた取り組みや、求人内容の充実の好事
例は求人者の了解を得て、次回協議会へ提
供してロールモデルとする。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
　６年度計画の見直しに関する意見はなかったが、
７年度計画に向けて、企業に対するアンケート調査
の実施等の意見があったため、取り組みを検討した
い。
　なお、日常的な企業ニーズ把握として、求人受理
時のヒアリングや事業所訪問時に事業主や採用担当
者と接触する機会も活用して、人材ニーズなどを収
集したいと考えている。

＜意見等＞
　６年度の介護分野を検証することに
対して、2024年問題を踏まえて運輸
分野の検証の提案があった。
　検証内容として、賃金面など労働条
件などの検証提案があった。

＜計画案への反映状況＞
　在職者訓練について、
・生成AIなどのデジタル技術習得に向けた訓
練
・「オーダーメイド型」訓練
の充実について盛り込んだ。
また、人材開発支援助成金等の支援策の活用
提案に取り組むことを盛り込んだ。
 そのほか、デジタル分野の訓練について、
長期人材育成支援コースによる高度な訓練を
継続実施するとともに、様々な訓練におい
て、デジタルリテラシーを組み入れたコース
設定に努めることとした。合わせて、コース
（PCスキルアップ・Web管理科）の新設も
盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
　在職者訓練について、
・生成AIなどのデジタル技術習得に
向けた訓練
・「オーダーメイド型」訓練
の充実に加え、人材開発支援助成金
等の支援策の活用提案に取り組むこ
とを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
　デジタル分野の訓練について、
長期人材育成支援コースによる高
度な訓練を継続実施するととも
に、様々な訓練において、デジタ
ルリテラシーを組み入れたコース
設定に努めることとした。合わせ
て、コース（PCスキルアップ・
Web管理科）の新設も盛り込ん
だ。また、訓練の実施に当たり、
積極的な実施機関の開拓を行う。
　更に、訓練内容を活かした就職
実現に向けて、訓練修了前から、
就職まで一貫した支援に取り組む
ことを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
　公的職業訓練の効果的な周知広報について、ポ
スター・リーフレットの作成・配布に加え、イン
ターネットや、SNSなどを活用し、潜在的受講希
望者の掘り起こしを図るとともに、広報情報は職
業訓練施設と労働局・ハローワーク相互に情報共
有し効果的な広報に努めることを示した。

＜計画案への反映状況＞
　就職支援の実施に当たり、求人票におけ
る企業の求める人材像等の明確化や、マッ
チングや求人情報提供の取組等による訓練
内容を活かした就職実現に向けた支援の実
施について記載。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
　「運輸分野」の職業訓練コースが令
和６年度１コースのみであることや、
賃金面などの労働条件改善の検証は協
議会で扱う内容ではないとの他委員か
らの意見も踏まえ、検証分野を介護分
野に決定。
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労働局
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Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

6 山形 ＜意見等＞
・資料１のニーズ調査でも紹介された、求職
者の訓練ニーズと事業所のニーズについて、
求職者が希望する訓練としてPC・事務系が
多く、企業が求める訓練分野は介護・製造系
とニーズには乖離がある。また、資料５の６
年度計画策定に向けた方針に明確に応募倍率
が低く就職率が高い分野、応募倍率が高く就
職率が低い分野がある。ミスマッチの解消の
ためにも、就職率の高い訓練の周知をもっと
行えばよいのではないか。

＜意見等＞
・資料１のニーズ調査でも紹介され
た、求職者の訓練ニーズと事業所の
ニーズについて、求職者が希望する訓
練としてPC・事務系が多く、企業が
求める訓練分野は介護・製造系とニー
ズには乖離がある。また、資料５の６
年度計画策定に向けた方針に明確に応
募倍率が低く就職率が高い分野、応募
倍率が高く就職率が低い分野がある。
ミスマッチの解消のためにも、就職率
の高い訓練の周知をもっと行えばよい
のではないか。

・これから訓練を受けようとする方
に、製造分野のNC生産システムや介
護分野などは就職率が高いという情報
を提供したらいいのではないか。

＜意見等＞
・ヒアリング実施結果の回答者が
事務系へ就職された方であり、
Word、Excelの使用については
十分対応できていると思うが、業
種が変わるとPowerPointなどが
必要となると思うので、基礎的な
コースと上級者向けコースに分け
て設定することが必要だと感じ
る。

・受講者のレベルも一様でないた
め、同時に訓練を進めるのは困
難。Word、Excelに重点を置く
コース、Accessなども学べる
コースと振り分けて進めたほうが
良いのではないか。

＜意見等＞
県内のリスキリング計画、人材開発支援助成金、
ポリテクセンター生産性向上訓練の説明。
［意見等なし］

＜意見等＞
・IT、DXに関して協会員向けに訓練を計
画しているが、デジタル人材育成をテーマ
にして募集したところ集まりが悪い。企業
の中でデジタル化のとらえ方は、組織やシ
ステム構築に向いてしまい、人材育成に向
いていないミスマッチがあるのではない
か。

・リスキリングと相まって人材不足を補う
ためには高齢者が大切な戦力にならざるを
得ないのではないか。そのためリスキリン
グと並行して高齢者向けの訓練が重要と
なってくるのではという気がする。

＜意見等＞
・分野によって応募倍率と就職率に差があり、介
護・医療・福祉分野は応募倍率が低く就職率は高い
が、IT分野は応募倍率が高く就職率が低い。一層の取
組強化が必要ではないか。
・委託訓練の計画数と実績数が乖離し、受講者が減
少していることへの対策が必要ではないか。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
・デジタル人材の確保への期待度が高
く、応募倍率が高いものの、就職率が
低いデジタル分野を事務局案として提
示した。

＜共有内容、意見等＞
・令和6年度に実施する地域
リ・スキリング推進事業に
ついて、実施自治体名、事
業名、事業概要を記載した
取りまとめ資料（一覧）に
より令和6年度第1回協議会
で実施状況等を共有のう
え、県内事業所における
リ・スキリングの取組を検
証し、必要な場合は助言を
行う。
・公的訓練に加え、教育訓
練給付制度に基づく講座指
定について地域の訓練ニー
ズを踏まえた訓練機会の推
進のため、協議会を活用す
る取組について、全構成員
より了承された。

＜対応方針＞
・応募倍率が低く就職率が高い分野
については、訓練コースの内容や効
果を踏まえた受講勧奨の強化が必要
と感じており、「就職率の高い」こ
とも、コースの魅力であるため、そ
ういったことも発信しながら受講勧
奨していきたい。

＜対応方針＞
・基礎・実践とコースを分けて
コース設定しているが、募集チラ
シ等提供している情報量に差があ
るため、求職者が自分に必要な、
又は自分にもできる訓練と見極め
られるよう、訓練募集のチラシ、
説明会で詳細な情報を提供してい
く。

＜対応方針＞
・委託訓練の高齢求職者スキルアップコー
ス等の設定を推進していく。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨や、
求人ニーズに即した訓練内容を検討。
・委託訓練において、開講時期の柔軟化、受講申込
の締切日から受講開始日までの時期の短縮、効果的
な周知広報等、受講者数増加のための取組を盛り込
んだ。

＜意見等＞

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞　　　　・
公的職業訓練の実施方針に、求職者
に対し早い段階での訓練情報を提供
し、受講勧奨の強化を図ることを盛
り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・求職者が自身の希望に沿った適
切な訓練コースを選択できるよ
う、支援を行うハローワーク職員
の知識向上を図ることを盛り込ん
だ。
・訓練実施機関による求職者向け
説明会に参加できる機会の確保を
図るとともに、就職機会の拡大に
資するよう「訓練修了者歓迎求
人」等の確保の取組みを盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
・協議会設置要綱（案）の協議事項につい
て、リ・スキリングによる能力向上を支援
するため、新たに「地域の訓練ニーズを踏
まえた教育訓練給付制度による訓練機会の
確保に関すること。」を制定。実施計画
（案）に反映した。
・訓練カリキュラムの改善促進策として、
対象者の特性や訓練ニーズに応じた職業訓
練の設定に努めることを盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・令和6年度効果検証対象分野を「デ
ジタル分野」（IT分野・デザイン分
野）に選定し、訓練内容とニーズが合
致しているかを含め、就職率向上のた
めの訓練効果を把握・検証を行う。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

7 福島 ＜意見等＞
デジタル人材の育成は、福島県においても重
要である。従来の基礎的な訓練に加え、ベン
ダーと話ができるくらいには育成できること
が良いという意見があった。

＜意見等＞
就職先を考えると、事務等は正社員
での採用枠が非常に狭い。事務系で
もデジタルと共通する部分があるな
ら、デジタル系の定員を増やして、
事務系の定員を減らしてはどうかと
いう意見があった。

＜意見等＞
令和５年度はWGにおいてデジタ
ル分野を検証した。

（１）物価高騰の現状にあわせた
委託費の設定を要望する意見が
あった。

（２）ヒアリングについて、事業
所側がどのような人をどのような
期待を持って採用したかによっ
て、得られるスキル、期待してい
るスキルが変わってくるので、訓
練の趣旨と採用の意図がうまく
マッチするヒアリングの仕方を考
慮すると良いという意見があっ
た。

＜意見等＞
会津大学が実施しているリカレント教育「女性の
ためのITキャリアアップ塾」の最近の進捗状況につ
いて説明があった。
事業主団体から参加企業へ周知いただく予定。

労働局が開催する助成金（キャリアアップ助成金
〈社会保険適用時処遇改善コース〉、人材開発支
援助成金）セミナーについても周知いただく予
定。

＜意見等＞
前段の議事において各種意見が出されたた
め、この項目に特化した意見はなかった。

＜意見等＞
・ＩＴ分野の就職率が低い理由は、即戦力を期待す
る採用側とのミスマッチにある。

・教育訓練給付制度の県内指定講座の数が少ない。
受講機会を確保するため、もう少し増やして欲し
い。

・企業内人材の育成、離職防止としての在職者訓練
は有効と思われるが、企業のニーズ、動向、傾向に
ついて教えて欲しい。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
職業訓練のデジタル分野への重点化に
向け、地域の実情やニーズ等に添った
訓練コースの設定となっているか等を
分析する必要があり、デジタル分野を
対象に検証する。なお、前回協議会で
効果検証を行うには、ヒアリング対象
数が少ないとの意見を踏まえ、デジタ
ル分野にＩＴリテラシー分野を追加す
る。

＜共有内容、意見等＞
・ＳＮＳによる周知広報と
して、これまでの「Ｘ」の
公式アカウント（福島労働
局、新卒応援ハローワー
ク）の開設に加え、令和５
年１２月より、各ハロー
ワークごとに「ＬＩＮＥ」
を開設し、ハロトレ説明
会、ハロトレスケジュール
等の情報を積極的に発信し
ている。

＜対応方針＞
都市部以外は訓練を実施していただける機関
がかなり少ないという現状であるが、実施機
関の開拓も含め、求職者の意向に沿った訓練
カリキュラム、コースの立ち上げを検討して
いく。

＜対応方針＞
デジタル分野の訓練を実施していた
だける機関がかなり少ないという現
状であるが、実施機関の開拓も含
め、求職者の意向に沿った訓練カリ
キュラム、コースの立ち上げを検討
していく。

＜対応方針＞
（１）厚生労働省に協議会の結果
等を報告する旨、回答した。

（２）来年度のヒアリングシート
に反映させる方向で検討する。

なお、今回の対象者、対象企業に
はヒアリングの理解を得られた
が、準備段階でプライバシーの配
慮、個人情報漏えいの防止につい
て詳細に説明しても、対象候補者
や対象候補企業からヒアリングを
断られるケースが多かった。

＜対応方針＞
（a）～（d）の意見を反映させ、策定する
予定。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・デジタル人材の増加や育成を目的に、初歩的な知
識やスキルのカリキュラムとなっている。短期でも
あり高度な訓練を行うことが難しい。今後は求人者
の意向を確認しながら内容を検討していきたい。な
お、令和6年度から「デジタル人材育成のための『実
践の場』開拓モデル事業」として、職業訓練では不
足する実務経験を積むための場所を提供する事業を
実施する予定。

・これまで民間の公的職業訓練実施機関に対し教育
訓練給付制度について周知してきたが、前向きな回
答は無かった。引き続き労働局ホームページ、ハ
ローワークにおいて周知・広報に努める。

・ポストコロナで受注が伸びたことで、受講生の送
り出しが難しいという企業が多い。企業は訓練によ
りどのような技能者を育てるか等検討いただき、訓
練体系図の作成等については機構に相談して欲し
い。

＜意見等＞
訓練分野の選定案及び選定理由に対し
て意見等は特になかった。

＜計画案への反映状況＞
職業訓練のデジタル分野の強化に計画的に取
り組む必要があり、「訓練分野、コース数及
び定員数」においては、ＩＴ分野及びデジタ
ル分野のコース設定を細分化し、コース数及
び定員数を増加させた。

＜計画案への反映状況＞
事務分野のコースを減らし、ＩＴ分
野及びデジタル分野のコース及び定
員数を増加させた。

＜計画案への反映状況＞
個別の訓練コースについて、対象
コースを拡大して、訓練修了者や
採用企業からヒアリングを行い、
求職者ニーズに基づくカリキュラ
ム等の改善を図る。

＜計画案への反映状況＞
公的職業訓練における訓練コースの周知・広報に
ついては、ハローワークの窓口や説明会開催によ
る周知の他、福島県、福島労働局及び機構福島支
部による広報力を積極的に活用し、ハローワーク
を利用していない潜在的な対象者への周知を図
り、受講者の確保に努める。

＜計画案への反映状況＞
個別の訓練コースにおいて対象コースを拡
大して、訓練修了者や採用企業からヒアリ
ングを行い、求職者ニーズに基づくカリ
キュラム等の改善を図る。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
事務局提案のとおり、デジタル（ＩＴ
＋Ｗｅｂデザインコース）分野、ＩＴ
リテラシー（ＰＣ基礎、ＰＣ実務）分
野を対象に検証する。
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番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
構成員からは、受講生が学んでいく
中で自分の適性や課題が見えてきた
結果、必ずしも学んだ分野に就職す
るわけではないことから、訓練期間
中に企業との接点の機会や、きめ細
かいキャリアコンサルティングをす
ることによって就職の機会を提供で
きるようになると、より就職につな
がるのではという意見があった。

＜意見等＞
令和5年度については、WGにお
いてデジタル分野を検証。デジタ
ル分野の講師人材の確保や設備等
に係る費用負担、より実践的な内
容を加味したカリキュラム・訓練
期間の設定が必要であるとの報告
があった。
また、訓練習得度の見える化を推
進していく取組が必要であるとの
報告があった。
構成員からは、訓練中にポート
フォリオを作成し、実際の面接の
際のアピール材料として活用する
ことが効果があるのではないかと
の意見があった。

＜意見等＞
デュアルシステム訓練や職場見学ができる
訓練設定を検討したいとの説明があった
が、企業実習先を見つけることが難しいの
ではないかとの意見があった。

＜意見等＞
構成員から令和６年度計画案への特段の意見はな
く、提案内容で承認を得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
選定案：営業・販売・事務分野
選定理由：デジタル化の進展の中で、デ
ジタル分野に限らずあらゆる業種におい
て、パソコン操作等の基礎的なデジタル
スキルの必要性が高まっていることか
ら、パソコンの基本的な操作を習得する
ことは就職のために非常に有効である。
コース数が多い訓練について改善を図る
ことで大きな効果が見込めることから、
「営業・販売・事務分野」の中でも主に
パソコン初心者を対象としたコースを選
定し、求人ニーズに即した訓練内容と
なっているか検証を行う。

＜対応方針＞
特になし

＜対応方針＞
訓練期間中にジョブ・カードを作成
し、強みを発見（自己理解）させる
ことや、訓練実施機関に対しても雇
用情勢の説明や求人情報の提供等を
行い、ハローワークと訓練実施機関
が連携して就職支援を強化していく
方針。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、労働局と各関
係機関が連携し、訓練実施機関や
企業実習先を開拓していくこと、
ハローワークにおける「訓練修了
者、未経験者歓迎求人」確保の取
り組みを強化していくこと、ジョ
ブ・カードを活用し訓練習得度の
「見える化」を推進していくこと
などに取り組む方針。また、ご意
見があったポートフォリオの活用
についても推進していく方針。

＜対応方針＞
プログラミング系の訓練実施機関の開拓は
課題である。就職という点で考えるとシス
テムエンジニアやプログラマーの求人は比
較的多い。関係機関と連携し開拓に努めて
いく方針。

＜意見等＞
構成員から特段の意見はなく、提案内
容で承認を得た。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
・ジョブ・カードやポートフォリオ
の活用推進、ハローワークと訓練実
施機関が連携して就職支援を強化し
ていくため、ハローワークから訓練
実施機関に対しての雇用情勢に関す
る情報や求人情報提供等について盛
り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野の中でも、デザイ
ン分野（WEBデザイン）と比較
して実施コースが少ないIT分野に
ついて、各関係機関が連携して訓
練実施機関の開拓に努めることを
盛り込んだ。
・訓練修了者の就職機会の拡大に
資するよう訓練修了者歓迎求人等
の確保に取り組むことを盛り込ん
だ。
・訓練受講により習得したスキル
（資格など）を求人企業に訴求す
るため、ジョブ・カードの活用を
推進するとともに、訓練中に習得
した技術を使って作成したポート
フォリオの活用を推進することを
盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・国、県及び関係機関が連携してリスキリングを
推進する必要があることから、県が「茨城県リス
キリング推進政策パッケージ」としてとりまとめ
た地域リスキリング推進事業を計画に盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野の中でも、デザイン分野
（WEBデザイン）と比較して実施コース
が少ないIT分野について、各関係機関が連
携して、企業実習先の確保を含めた訓練実
施機関の開拓に努めることを盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「販売・営業・事務分野」の主にパソ
コン初心者を対象としたコースを選
定。
検証方法：訓練修了者3人、訓練実施
機関3者、訓練修了者の採用企業３社
について、原則訪問によりヒアリング
を実施する。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
※令和６年度計画の主なポイントは以下のとおり
・離職者訓練の実施規模については、近年の実施状
況を踏まえて定員を見直した結果、前年度より縮小
したが、１コース当たりの定員を見直すことによ
り、コース数を維持し、訓練機会の確保を図ること
とした。
・令和5年度公的職業訓練効果検証ワーキンググルー
プでの効果検証結果を踏まえ、訓練効果が期待でき
る内容及び訓練効果を上げるための改善案として、IT
分野の訓練実施機関の開拓、ジョブ・カードやポー
トフォリオの活用推進、訓練実施機関とハローワー
クの連携による説明会や見学会の実施、より効果的
な公的職業訓練の周知・広報としてホームページや
SNS等の積極的な活用等を推進することについて追
記。
・求職者支援訓練の設定について、新規参入枠に係
る認定要件の見直しを行った。
・地域リスキリング推進事業の実施について追記。

8 茨城 ＜意見等＞
県の産業人材育成課より「茨城県リスキリング推
進政策パッケージ」について説明。様々な情報発
信をしているが、企業側からはリスキリングに
よって労働力の流出が起きるのではないかという
懸念が示されていることが大きな課題との話が
あった。またリスキリングを推進するにあたり
「在職者のスキルの見える化」という点も課題と
感じているとの意見があった。
労働局からは「キャリア形成・学び直し支援セン
ター」の創設について説明を行い、「在職者のス
キルの見える化」については、ジョブ・カードを
活用することで働く人の学び直しの支援をより強
化できるため、連携を図っていくこととした。

＜共有内容、意見等＞
機械加工系の訓練コースに
ついては、特に受講者が集
まりにくい傾向があること
について課題を共有した。
県、ポリテクセンターとも
受講生を集めるのに苦慮し
ているが、中小企業への人
材供給や人材育成という意
味から重要な訓練であると
考えており、定員充足に向
けて色々工夫しているの
で、県、ポリテクセン
ター、労働局・ハローワー
クの関係機関における連携
を強化して引き続き定員充
足率の向上に取り組んでい
くことを確認した。ポリテ
クセンターにおいては、ハ
ローワーク職員の意見を参
考に、令和６年度のコース
名をより分かりやすく変更
することとした。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・県内のデジタル人材の求人が少ないが、同
分野の職業訓練の応募倍率が高い実態につい
て、訓練受講希望者が訓練受講後、どんな仕
事を求めているか把握する必要があるのでは
ないか、との意見があった。
・基幹産業である製造業などで、経営に直結
する生産管理職などの人材確保が急務となっ
ており、「DX化」「デジタル人材不足」と
言っても実態として求人は少ない、との意見
があった。
・事務職として必要な、データの分析方法や
作業効率を図る方法を習得した人材育成な
ど、どの職種でもデジタルスキルは必要であ
るとの意見があった。

＜意見等＞
・製造分野において応募倍率が低い
が、コースの選定・定員数の増減を
考える必要があるのではないか、と
の意見があった。
・企業がどのようなデジタルスキル
やデジタル人材を求めているのか、
企業側のニーズを把握して、それに
合わせたような訓練カリキュラムの
設定が、就職率アップにつながるの
ではないか、との意見があった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WGに
おいて「営業・販売・事務分野」
を検証。
・就職支援において、就職率を上
げるためには、ハローワークとの
連携は大切であり、積極的に取り
組んでほしいとの意見があった。
・多くの企業では、採用条件に
「コミュニケーション能力・協調
性」が重視されている、今回、訓
練カリキュラムの改善が出されて
いることは理解できるとの意見が
あった。

＜意見等＞
・「介護分野」の応募倍率が低いことへの対
策として、中止するコースを減らす対策や周
知広報を積極的にすべきとの意見があった。
・デジタル分野において、「ITパスポート資
格等の国家資格」の取得には、３～6ヶ月程
度の訓練期間では短すぎる、また、受講申込
時での基礎能力を精査していただければ、合
格率・就職率が上がるため、訓練期間の延長
や、HWでの受講者に対する十分な説明が必
要との意見があった。
・求職者支援訓練の基礎コース数において計
画と実績との乖離が見られたが、その要因に
ついて、訓練実施機関へのヒアリングなどに
より把握することが必要ではないか、との意
見があった。

＜意見等＞
構成員から、実施方針として、介護職の未経験者に
対し興味を喚起するため効果的な周知広報につい
て、課題や新たな取組を聞きたいとの意見があっ
た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
訓練コースへの応募倍率が高いもの
の、就職率が低い分野であるデジタル
分野（「ＩＴ分野」「デザイン分
野」）を事務局案として提示した。

＜対応方針＞
・デジタル分野コースのミスマッチを防ぐた
め、HWでの受講希望者を訓練説明会・見学
会へ誘導することを説明した。
・企業ニーズの把握は、訓練受講生とのミス
マッチを解消するため必要であり、HWでも
事業所訪問等での収集に加え、労働局とし
て、幅広い業種でのニーズ把握のためWEB
アンケートの実施を説明した。

＜対応方針＞
・ポリテクセンターの施設内訓練に
ついては、ニーズを把握し定員の調
整を行っていることを説明した。
・デジタル分野の企業ニーズについ
ては、次年度の効果検証WGの対象
分野とする方向で検討。

＜対応方針＞
・報告内容を受け、訓練修了前か
ら、受講生の情報を共有し、訓練
終了後も継続して情報共有を行う
方針を説明した。
・WGの報告内容を受け、R6年
度に開始する訓練から「企業での
会議やプロジェクト企画を想定し
た実践的なグループワーク」をカ
リキュラムに設定する方針を説明
した。

＜対応方針＞
・介護分野の中止コース減のため、資格取得の日
程を考慮した訓練日程を設定する方針。
・デジタル分野については、受講希望者のニーズ
と選択コースのミスマッチを防ぐため、事前訓練
説明会へ誘導し、またHW職員がデジタル分野に
ついて理解を深め適確な訓練あっせんをするため
の対策を積極的に行う方針。
・求職者支援訓練基礎コースでは、職業能力開発
講習が訓練実施機関の負担とのことから、訓練期
間に分散するカリキュラムの構成とする方針。
・委託訓練は定員増。デジタル分野も定員増。
・求職者支援訓練は令和５年度計画と同規模とす
るが、デジタル分野以外の訓練コースにおいても
基礎的デジタルリテラシーの要素を含むカリキュ
ラムの設定を推進し、デジタル人材育成の底上げ
をおこなう。

＜意見等＞
分野の選定について意見はないが、企
業ニーズに応じた訓練カリキュラム内
容の効果検証を行い、デジタル分野の
人材の確保・育成に繋がる検証をして
ほしいとの意見があった。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野への重点化を進め、受講者の
レベルごとのコースを設定。デジタル分野以
外の全ての訓練コースにおいて、デジタルリ
テラシーの向上促進を図ることを盛り込ん
だ。
・IT分野、デザイン分野については、就職率
向上のため、習得できるスキル（資格など）
の見える化・明確化を進めるほか、求人企業
が求めるスキル等の見える化・明確化や訓練
受講者への求人提出の働きかけ実施などハ
ローワークと連携した就職支援を実施するこ
とを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・県の施設内訓練では製造業において
求められる多能工を目指し、受講科目
の選択制を導入したコースを設定する
ことを盛り込んだ。
・ポリテクセンターの施設内訓練で
は、DX等に対応した訓練科、子育て
等を行っている方に向けのものづくり
分野の短時間訓練科を積極的に実施す
ることを盛り込み、在職者訓練でも産
業の基盤を支える高度な職業能力を有
する人材を育成するため事業主のニー
ズに基づき適切かつ効果的な職業訓練
を実施することを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・就職経験が少ない者等の就職困
難者には、社会人スキルと基礎力
を習得するための基礎コースが有
効であるため、基礎コースの設定
の推進をするとともに訓練受講生
の特性に合ったキャリアコンサル
ティングや実践的な知識習得およ
び社会人基礎力を向上させるカリ
キュラム作成に取り組むことを盛
り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・育児中、未就職新卒者、コミュニケーション能
力等の課題を有する生活困窮者など対象者の特
性、訓練ニーズに応じた訓練の設定（託児サービ
ス付コースなど）に努めることを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・求人ニーズに即した効果的な訓練内容で
あるか検討した上で実施。受講希望者が、
自身の希望に沿った適切な訓練コースを選
択できるよう訓練説明会、見学会に参加で
きる機会を設け、就職機会の拡大に資する
ように職業訓練修了者歓迎求人等の確保に
取り組むことを盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
デジタル分野を対象としつつ、受講希
望者のニーズと訓練内容のミスマッチ
を防ぎ、訓練修了者の就職機会の拡大
等も検証できるようなヒアリングを
行っていく方針となった。

9 栃木 ＜意見等＞
・自動車整備専門学校と職業能力開発施設の学卒
者訓練との競合について発表あり。自動車産業が
多いことから、人材育成の必要性、同職種の魅力
発信について、課題共有を行った。
・リカレント教育として、在職者のキャリアアッ
プのために上位資格取得や専門的知識技術習得す
るための教育を行っており、今後は、潜在有資格
者へのキャリア支援事業を計画しているとの発表
があり、構成員で共有を行った。
・介護・福祉・医療分野は他職種から人材の掘り
起こしが必要。社会人経験者の入学を積極的に取
り入れているメリットや課題の発表があり、構成
員で共有を行った。
・県の委託事業では、女性のデジタル技術を活用
した幅広い分野での活躍を促進するため、女性デ
ジタル人材育成・活躍支援講座を開設、年間で
180名の人材を育成する予定との発表があった。

＜共有内容、意見等＞

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
ハローワークでは介護職の未経験の方や興味のある
方に対し、介護施設の見学や介護の現場において説
明を聞く機会をつくり、職業訓練の受講に繋げてい
ると回答し、計画案自体は修正されずに了承され
た。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
県からは次期産業振興基本計画として、産業
構造の変革・新産業の創出などを見据えたデ
ジタル人材の育成・確保、企業が取り組むリ
スキリングへの支援、離転職者に対する必要
なスキルを学ぶ場の提供に重点に置くことの
説明があった。
構成員からは、若年求職者における、ＩＴ・
事務分野に偏った求職の動向、人手不足分野
に製造を加えた、現場色の強い分野に対する
応募者の減少について報告があった。

＜意見等＞
構成員より
・応募倍率が100％を超えているに
もかかわらず、定員充足率が100％
未満になっている訓練分野につい
て、その原因と対応策は如何。
・また、希望するコースに漏れた者
へのフォローは行っているのか。
といった質問があった。

＜意見等＞
R5年度については、ＷＧにおい
てデジタル分野を検証。
実施機関からは、ＩＴ関係への就
職には実務経験が必要となる場合
が多いため、Web知識を必要と
する事務職等への就職を視野に入
れる必要があることや、採用企業
からは、（企業側の）職業訓練制
度の認知度の低さ、および訓練時
間の不足について報告があり、構
成員間で課題認識の共有を行っ
た。

＜意見等＞
運輸業におけるドライバー不足に対応する
ため、「大型自動車一種運転業務従事者育
成コース」の拡充を希望。

＜意見等＞
構成員から特段の意見等なく、令和６年度群馬県地
域職業訓練実施計画（案）について、協議会構成員
の了承を得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
深刻な人手不足分野の一つであり、介
護分野の人材育成において職業訓練へ
の期待度が高いことかつ、応募倍率が
低い分野であることから、介護人材の
育成・確保に当たっては求職者ニーズ
を踏まえ訓練コース設定とする必要が
あること。こちらを課題と捉え「介護
分野」を選定を提案。

＜対応方針＞
職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、
人材の育成・確保に努める方針。

＜対応方針＞
同じ分野の訓練でも、希望者が定員の
数倍集まるコースもあれば、定員充足
率が低いコースもあるため全体では充
足率は100％になっていない。
入校前に就職が決まり、辞退するケー
スもあることから、適切なあっせんに
努めていく。
また、希望するコースに漏れた者につ
いては、内容の似ているコースを案内
し、フォローしている。
定員割れのコース等は、実施時期・期
間、カリキュラムの見直しを行う方
針。

＜対応方針＞
就職支援に向けて、受講生に本人
の目標とする訓練カリキュラムで
あるかを確認してもらうため訓練
説明会や見学会への参加を勧奨す
るとともに、ハローワーク職員の
訓練内容に対する知識を深め、適
切な受講あっせんに努める。
また、事業主に対して職業訓練の
周知・広報を図り、訓練修了者歓
迎求人の確保を推進する。

＜対応方針＞
コースの拡充には、受講希望者の増加が必
要であるが、現状では応募倍率、定員充足
率は100％未満となっている。
当該コースにかかる受講ニーズを十分に踏
まえた検討が必要。

＜意見等＞
構成員から特段の意見等なし。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「介護分野」を選定

10 群馬 ＜意見等＞
県の生活困窮者自立支援制度主管部局から、困窮
者の多くは数日中に所持金が尽きてしまうような
方なので、訓練以前の課題解決が最優先としたう
えで、
訓練については
・自家用車を保有していない困窮者が一定数お
り、地域の特性として公共交通機関の利用が不便
であるため、通所が難しいこと。
・（支援）訓練の出席要件が厳しいこと。
・生活保護の最低生活費は、単身世帯で賃貸住宅
に生活している方は約１１万円となっており、訓
練をしつつ生活を維持するために給付金額を1５万
円程度に引き上げることを検討いただきたい。
といった意見があった。

求職者支援制度の活用やハローワークとの連携を
図ることの必要性等、認識の共有を行った。

＜共有内容、意見等＞
県内には外国出身の労働者
の方も多く、該当する教育
機関があるようでしたら語
学関連、日本語教育などの
指定講座があっても良いの
ではないか。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
就職率が高く応募倍率が低い分野（介護・医療・福
祉）があること・応募倍率が高く、就職率が低い分
野（IT・デザイン）があること・求職者支援訓練の基
礎コースは認定規模の35％で計画したが、実績は
20％程度であること・デジタル人材が質・量とも不
足しているなどの課題があり。適切な受講あっせん
に資するようハローワーク職員と訓練実施機関の連
携を強化する。社会人としての基礎的能力を付与す
るという重要性を考慮しつつ、実態を踏まえた計画
を策定する。デジタル分野のコース割合を増やしつ
つ、デジタル以外の分野においても、基礎的ITリテラ
シー要素を加味した訓練コースを設定し、受講勧奨
を行う方針。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
引き続きデジタル人材が不足している（質・
量とも）

＜意見等＞
・（訓練受講者の）就職率を意識し
すぎるあまり、短期の就労先をあっ
せんしようとする訓練施設があると
聞いたが、公的職業訓練の趣旨にな
じまないのではないか？
・受講生間のトラブルを避けるため
受講生同士のコミュニケーションを
禁止している訓練施設があると聞い
たが、（受講生同士の交流は）就職
に向けたモチベーションの向上に効
果があるのではないか？

＜意見等＞
・訓練内容、訓練レベルの細分化
については受講者のモチベーショ
ンに十分に注意し、慎重に行う必
要がある。
・職業訓練中に行うキャリアコン
サルティングはそれぞれの訓練
コース、業界についての専門知識
を有したキャリアコンサルタント
が担当するとより効果的なものと
なる。
・企業に対するヒアリング結果は
企業が求める人材をあらわすもの
であるので、訓練受講生に対して
フィードバックしたほうがよい。
・受講生のコミュニケーションス
キル向上のため、グループワーク
の実施が効果的である。

＜意見等＞
（事務局提案の概要）
・令和5年度と同規模で公的職業訓練を実
施
・（応募倍率低、就職率高）「介護・医
療・福祉分野」、「金属加工・溶接」→周
知、受講勧奨の強化
・（応募倍率高、就職率低）「IT分野」
「デザイン分野」→一層の設定促進と就職
率向上の取組
・委託訓練の定員充足→受講申込締切日か
ら受講開始日までの期間短縮、受講者増加
のための取組
・デジタル人材の不足→デジタル分野の重
点化、訓練内容の見直し

※事務局提案どおり可決

＜意見等＞
第１回協議会決定した方針に沿って策定しているた
め特段の意見なし。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
（１）人手不足分野（選定理由：埼玉
県内において医療・介護・保育・建設
等の人手不足対策は急務である。ま
た、この分野は求人倍率が高く、雇用
吸収力が高いこと。加えて、この分野
は他の職業訓練と比較して就職率が高
く、訓練による職種転換支援が効果的
であると考えられるため。）
（２）製造業（選定理由：埼玉県内の
地場産業であること。職業訓練以外の
方法で技術取得をすることが難しいこ
と。）

＜対応方針＞ ＜対応方針＞
・雇用保険適用就職を目指すもので
あるので、一概に短期就労がすべて
いけないというものではないが、訓
練コースとの関連性や個々の受講生
の就職目標と照らし合わせ、必要が
あれば対応する。
・受講生同士のコミュニケーション
を一律に禁止するものではないが、
一部でトラブルも散見されるため、
一定のガイドラインは必要と考えて
いる。

＜対応方針＞
・訓練内容や訓練レベルを設定す
る際に慎重に検討する。
・訓練分野に精通したキャリアコ
ンサルタントが担当するよう、各
訓練機関に求めていく。

＜対応方針＞ ＜意見等＞
埼玉県内の介護関係の職業訓練は定員
充足率が半分くらいのコースもあり、
人手不足対策は急務である。ぜひワー
キンググループでの検証をお願いした
い。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
（１）人手不足分野（検証方法：訓練
実施施設、訓練受講者、就職先企業へ
のヒアリングを実施し検証する。）

11 埼玉 ＜意見等＞
・地域におけるリスキリング推進事業に関して、
中小企業のためのデジタル人材育成事業、中小企
業在職者の技術向上支援事業を令和5年度地域職業
訓練実施計画に追加することに同意した。

＜共有内容、意見等＞

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
デジタル化への対応は必須であり、デジタル
リテラシーの向上も重要と認識しているが、
そもそもデジタル分野における訓練科目修了
者の習熟度と企業における人材ニーズでは隔
たり（多種多様）があり、その部分の意見集
約等が必要との意見があった。

＜意見等＞
構成員からは、求職者支援訓練にお
けるIT分野の就職率が低調な理由に
ついて、次回の協議会において数字
的根拠を含めた資料説明を求められ
た。
IT分野や人材不足分野の新たな訓練
科目の設定・拡充は前提として必然
だが、訓練修了者の就職後の支援も
必要との意見もあった。

＜意見等＞
令和５年度については、WGにお
いてデジタル分野及び介護分野を
検証。修了者や採用企業からは専
門的な知識だけでなく、コミュニ
ケーション能力が重要との意見が
多かったため、グループワーク等
受講者参加型のカリキュラムを増
やしていく必要があるとの報告が
あり、構成員から概ね賛同いただ
いた。

＜意見等＞
「デジタル推進人材の育成とデジタルリテ
ラシーの向上促進」に向け、離職者訓練・
在職者訓練共に必要性は構成員全員が認識
しているものの、中小企業において、人手
不足は深刻であり、労働力の確保と訓練と
の兼ね合いが難しいとの意見が多数あっ
た。在職者訓練についても同様で、「学
び・学び直し」「リ・スキリング支援」に
ついての重要性の認識と労働力の確保が優
先との意見があった。

＜意見等＞
介護分野について、希望者がおらず、受講者が集ま
らずに中止になることもみられる。計画の問題とは
別に、計画の実施段階でどう受講者を集めていくか
が課題になっているのであれば、そこに注力するこ
とも必要ではとの指摘があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
効果的に検証するために継続実施が重
要との指摘から、5年度と同分野での
検証を提示。
デジタル社会を担う人材育成が強く求
められるなかで求職者ニーズが高いも
のの就職率が低い点を踏まえ、「デジ
タル分野」を選択した。
また、大幅な需要拡大が見込まれるな
か深刻な人材不足問題に直面している
点を踏まえ、「介護分野」を選択し
た。

＜対応方針＞
ワーキンググループにおいて、採用した企業
からのヒアリングでは、コミュニケーション
能力やビジネスマナーを重視した採用との報
告もあり、それらのカリキュラムを盛り込ん
だ内容を推奨するべく訓練実施機関への説明
や、ｅラーニングコースが増加する中での整
合性を検討し、改めて通所型訓練の重要性を
策定方針に取り組む予定。

＜対応方針＞
次回協議会において、設定コースに
おける就職率が低調だった訓練実施
機関の要因等について報告のうえ、
分析結果について検討。
訓練修了生より訓練修了時又は就職
決定時に提出いただく「就職状況報
告書」の提出・回収の徹底及び就職
後の支援（フォローアップ）を図
る。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、グループワー
クやプレゼンなどコミュニケー
ション能力の向上を目的とした受
講者参加型のカリキュラムを訓練
実施機関に提案していく方針。

＜対応方針＞
デジタル化の進展に対応した訓練科目の設
定や千葉県における人材不足分野の人材確
保のため、新たな訓練科目の設定が求めら
れていることを構成員間で認識を共有。
ポリテクセンター千葉における生産性向上
人材育成支援センターでの訓練や千葉県職
業能力開発協会主催の研修・セミナーの内
容を構成員間で共有。事業主団体から団体
傘下企業等へ周知する予定。

＜意見等＞
構成員から特段の意見はなく、提案内
容で承認を得た。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル人材を育成するコースに重点を置
き、グループワーク等コミュニケーション能
力の向上を目的としたカリキュラムを導入し
て、一層のコース設定を図ることを盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞
IT分野の就職率が低調な理由につい
て、特に低調なコースの実施地域は
該当求人が多い東京から遠く、求職
者ニーズと合う求人が少なかったこ
とを説明。
受講者に対する訓練修了から就職ま
での一貫した支援のため、求人情報
の提供等の計画的な就職支援を実施
することを記載した。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル人材を育成するコース
について、グループワーク等コ
ミュニケーション能力の向上を目
的としたカリキュラムを導入し
て、一層のコース設定を図ること
を盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・以下の地域リスキリング推進事業に幅広く取り
組むことを盛り込んだ。
①経営者等の意識改革・理解促進
②リスキリングの推進サポート
③従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支
援

＜計画案への反映状況＞
以下を盛り込んだ。
①公的職業訓練においてはデジタル人材を
育成するコースに重点を置くこと。
②千葉県における人手不足分野について、
介護系コースに重点を置き、ハローワーク
で行う訓練説明会等を積極的におこなって
受講勧奨を強化すること。建設分野は、ポ
リテクセンター君津が実施するコースを中
心に、建設人材の確保・育成を図ること。
③ポリテクセンター千葉における生産性向
上人材育成支援センターによる事業所支援
の実施。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「デジタル分野」及び「介護」

（検証方法）
訓練実施機関、訓練修了生、就職先企
業にヒアリングを実施する。５年度は
修了者と採用企業が同席してのヒヤリ
ングが一部あったが、言いづらいこと
もあったと考えられる。６年度は、
別々にヒヤリングを実施し、率直な意
見が聴ける方法を検討する方針となっ
た。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞

ハローワークで行っている訓練説明会等を積極的に
行って受講勧奨を強化することを実施方針に盛り込
んでおり、計画案自体は修正されずに了承された。

12 千葉 ＜意見等＞
総務省が創設した地域リスキリング推進事業につ
いて、千葉県より事業一覧にて報告があり、事業
概要について予定のものもあり、次回協議会にお
いて詳細を含めた次年度の予定等についての提案
を共有出来るようにとの意見があった。

＜共有内容、意見等＞
介護分野においては人手不
足のため人材確保が切実な
声としてあるが、受講者が
集まりにくいことを課題と
して共有した。
県・ポリテクセンターとも
に受講生を集めるのに苦慮
しているが、人材供給とい
う意味から職業訓練は重要
であり、引き続き受講者を
集めることに取り組んでい
くことを確認した。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・2024年新卒採用について、企業説明会並び
に選考に対するエントリー数の減少を訴える企
業が多くみられたため、新卒採用の変化を踏ま
えた適切な支援をお願いしたい。
・約７割の中小企業が人手不足に苦しんでおり
調査開始以降過去最大。今後、労働力、生産年
齢人口が減少することを見据えると人手不足状
況は解消しないと想定
・製造業、ものづくり業は技術者不足。ものづ
くりの企業は、訓練校で一定の技術を身につけ
た人材を欲しており、期待している。
・雇用の安定、生産性の向上、所得向上に向け
た就労支援と職業能力開発の強化
・介護、観光、飲食、運送業、建設業の人材確
保、人材育成
・DX、GXの推進における成長産業への就労移
動及び労働移動
・技能分野では熟練技能者の高齢化、若年者不
足が大きな課題
・ものづくり技術の伝承

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
・就職できなかった者の検証をす
るにあたっては、アウトプット
（受講生の能力向上）、アウトカ
ム（能力向上はしたが企業側との
ミスマッチ）、どちらに課題が
あったのかという検証が必要。
・コミュニケーション能力の重要
性についてはIT分野に限らない。
・各コースの検証は、コース固有
の訓練成果、効果がどうだったの
か着目してほしい。

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
構成員から公共職業訓練について、観光分野やデジ
タル分野など応募倍率が100％を超えているニーズ
があるところに重点的に講座の配分をしてはと意見
があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
令和５年度の公的職業訓練効果検証
ワーキンググループは応募倍率が高く
受講者割合も高いが就職率が低調なデ
ジタル分野を選択した。
令和６年度については、応募倍率が低
いが就職率が高く、かつ人材不足分野
である「介護分野」を効果検証の対象
とする提示をした。

＜対応方針＞
検討中

＜対応方針＞
検討中

＜意見等＞
介護分野については応募倍率が低く就職
率が高いが、人材不足分野であり就職が
容易であるという観点からすると、訓練
受講と就職率の因果関係については疑問
があるという意見があった。

訓練計画に沿って介護分野コースを設定
しても、申込者が集まらず中止決定する
ケースが目立っている。不足する介護人
材の育成のために、職業訓練を有効活用
していくという観点で検証したい。（事
務局）

＜計画案への反映状況＞
ものづくり人材の育成に関して、在職者に対
する公共職業訓練において、入社後の従業員
などの技能習得を図る中小企業に対して令和
６年度から奨励金を支給し、人材の育成を促
進することを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
公的職業訓練の実施方針の中に、
「デジタル分野の職業訓練効果の
向上のため、業務遂行上求められ
るコミュニケーション力に加え、
基礎的なネットリテラシーを培う
プログラムの導入等が効果的だと
周知を図る。」と明記した。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
最終的な訓練分野【介護分野】

検証方針
訓練実施機関、訓練修了生、就職先企
業にヒアリングを実施し、
・効果的な現場実習の取り入れ方
・ミスマッチが起きにくい就職支援の
方法
・受講生募集の段階での魅力発信の方
法などを聞き取り、受講生の増加、就
職率の向上を目指す方針となった。

13 東京 ＜意見等＞
特になし

＜共有内容、意見等＞
求職者が自身の希望に沿っ
た適切な訓練コースを選択
できるよう、支援を行うハ
ローワークの訓練窓口職員
の知識の向上のため、訓練
実施施設による事前説明会
や見学会に参加できる機会
の確保を図ることを共有。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
令和５年度の実績に基づいて作成しているが、民間
教育機関の提案を見て実際の分野を決定することに
なる。受講生からのニーズや成長産業に政策的に人
材シフトを図る観点から決定すると回答し了承され
た。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・ITエンジニアについて、コロナ明けは未経
験求人は多かったが、現在は経験者を求める
求人が増加。
・デジタル分野について、業務内容によって
は未経験も可だが、若年を求める傾向。
・中小企業等において、専任のIT部門がな
く、総務などで社内ITを行うためにITリテラ
シーの高い方を求める傾向が強くなってい
る。
・未経験、若年を教育する際の助成金や離職
からしばらくたっている情報難民の方にも行
き届くような発信も引き続き必要。

＜意見等＞
無

＜意見等＞
・令和５年度については、WGにお
いてIT分野を検証。
・ビジネススキル、コミュニケー
ションスキルについては、知識、
技術を教えるだけでなく、いろい
ろな場面でプレゼンをしたり、テ
レビ会議などコミュニケーション
をしたり、繰り返すことが必要。
・IT分野はレベルがいろいろなの
で、自分が訓練で何を身につけ何
ができるのかなどの伝え方も大
事。カリキュラムに組込むのは配
慮事項になると思うが、実施機関
等に今回の結果を橋渡ししてほし
い。

＜意見等＞
・就職率が低いデザイン分野について、今
のデザイン業界が求めている人材と訓練の
カリキュラムが乖離しているのか。

＜意見等＞
求職者支援訓練の認定規模について、実践コースに
おける新規参入枠の上限値30％（全国計画は
10％）は妥当なのかとの指摘があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
令和５年度のワーキンググループで
は、訓練受講希望者が多いにもかかわ
らず就職率が低いＩＴ分野を選定。当
該分野においては就職率に一部改善が
あったものの、まだ求人者側と求職者
側でのミスマッチが見られる。特にデ
ザイン分野でその傾向が見られるた
め、令和６年度においてはＩＴ分野と
デザイン分野をまとめて「デジタル分
野」として実施することを事務局とし
て提示した。

＜対応方針＞
・引き続きハローワークに来所されない方も
含めた周知・広報に取り組む方針。

＜対応方針＞
無

＜対応方針＞
・実施機関等に対し、事前説明会
等の開催回数や内容の改善を依頼
する方針。
・ビジネススキルやコミュニケー
ション力の向上を意識したカリ
キュラムの強化を依頼する方針。

＜対応方針＞
・受講希望者の業界認識等が足りないこと
から、訓練終了後の就職のマッチングが低
くなる傾向があるため、ハローワーク職員
の知識の向上のための施設見学会への参加
や訓練終了者歓迎求人等の確保を推進す
る。

＜意見等＞
「ＩＴ分野＋デザイン分野」＝「デジ
タル分野」とするのはよいが、目新し
さが感じられない。具体的には令和５
年度の効果検証からどのあたりを変え
るのかとの意見があった。
また、社会の高齢化は神奈川県におい
ても見られる傾向であるので、介護分
野の検証を行う必要があるのではない
かとの意見もあった。

＜計画案への反映状況＞
受講者増加のための取り組みとして効果的な
広報等を継続的に模索・実施すること、受講
申込締切から訓練開始日までの期間短縮等を
積極的に推進することを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
・訓練実施機関による求職者向け
事前説明会や見学会の開催を一層
推進することを盛り込んだ。
・職業人講和などを通じて、就職
後も学びを継続するための意識づ
けを行うこと、また、ビジネスス
キル、コミュニケーション能力の
向上を意識した訓練カリキュラム
の強化を推進することを盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
・求職者の希望に沿った適切な訓練コース
を提供するため、ハローワーク職員のＩＴ
分野・デザイン分野に関する知識向上を図
るとともに、訓練修了者歓迎求人等の確保
に取り組むことを盛り込んだ。
・訓練実施機関においては、訓練内容が求
人ニーズに即した効果的なものになってい
るか、入念にチェック、検討を行うことを
盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
デジタル分野を対象とすることとなっ
たが、令和６年度においては、就職で
きたケースからの効果検証のみなら
ず、就職できなかったケースにも視点
を置いて検証を行っていくなど、検証
方法を工夫していくこととなった。

14 神奈川 ＜意見等＞
無

＜共有内容、意見等＞
ポリテクセンター関東及び
神奈川県より生産性向上支
援訓練等について説明があ
り、ＤＸ対応のコースを順
次拡大しているとのこと。
生産性向上については、少
子高齢化、人手不足、後継
者難という事態が非常に深
刻化している中で、様々な
業種の企業サイドから非常
に高いニーズがあることか
ら、生産性向上支援訓練等
を効果的に活用しつつ、Ｄ
Ｘ・ＩＴを企業経営の中で
うまく結びつけることが重
要であることを共有。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
神奈川においては、１回撤退した訓練実施機関が再
度新規として参入するケースも多く、新規枠が10％
では足りない現状にある。そのような実態を考慮し
て設定した上限値30％であることを説明し、計画案
は修正されずに了承された。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・新潟県内では、IT系専門学校が充実してい
ることからIT関連企業の誘致が進んでいる
が、進出企業からは進出後にIT関連人材の確
保に苦慮しているという話を聞いており、IT
分野の職業訓練を行っている旨の情報を関係
機関と連携し、こうした企業にも発信してほ
しいとの意見があった。

＜意見等＞
・公共職業訓練の「IT分野」で、ま
た、求職者支援訓練の「デザイン分
野」で就職率が低いことについて、
以下のような意見があった。
①訓練コースと企業のニーズとの間
でミスマッチを起している可能性が
あるのではないか。
②WEBデザインの訓練期間が４か月
や６か月では資格を取るだけで精一
杯であり、「資格取得＝即戦力」で
もない状態の中で就職戦線に立たさ
れている状況がある。もう少し訓練
期間を長く設定することができない
ものか。

＜意見等＞
・検証内容は非常に貴重な内容で
あり、関係者の間でしっかり共有
し、実施機関にもしっかりと周知
していただき、今後の訓練コース
のカリキュラムの改善等に役立て
てほしいとの意見があった。

＜意見等＞
①就職率、応募率が低調な「営業・販売・
事務」を底上げしようとすることは理解で
きるが、その分を他の分野に力を傾注した
ほうがよいのではないかとの意見があっ
た。
②求職者支援訓練への受講指示が可能とな
るなど求職者支援訓練と公共職業訓練の垣
根が低くなる中で、県と国がしっかり調整
しながら訓練計画を検討していくことが
益々大事になっているとの意見があった。

＜意見等＞
・ハローワーク職員のデジタル分野の訓練コース内
容の知識向上を図るための研修は良い取組である
が、他の訓練分野についても受講者のニーズに沿っ
た適切な訓練を勧奨できるよう同様に研修を行って
もらいたいとの意見があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
【効果検証の対象分野：デジタル分野】
①新潟県では、官民で連携して県内産業
のDXを推進するうえでは、人材が最たる
課題とされていることから、再度デジタ
ル分野を選定しＩＴ分野のうち特にＤＸ
人材に有効とされるデジタルスキル
（Python、PHP、JavaScriptなど）の
習得を目指す訓練コースについて、ヒア
リングを行い、訓練効果の検証を行う。
②ヒアリングにおいては、訓練修了者や
採用企業に対して、訓練内容やカリキュ
ラムについてのニーズ、採用後に活かす
ことができたスキルなどを聴取し、訓練
実施機関に対しては、訓練受講者の就職
に効果のあったカリキュラムの設定や就
職支援の取組などを聴取する。
①②を事務局案として提示した。

＜対応方針＞
・効果検証WGのヒアリング結果等をもと
に、デジタル求人事業所向けの周知用リーフ
レットを作成し、「訓練修了者歓迎求人」の
提出に理解を求めていく方針。

＜対応方針＞
①デジタル分野の効果検証WGでは、
比較的就職率の高い訓練実施機関を対
象にヒアリングを実施したので、そこ
での取組や採用事業主へのアンケート
調査結果等をもとに、訓練実施機関に
対し周知・指導を実施するとともに、
左欄の取組により受講者の求人応募機
会の拡充を図ることにより、全体の就
職率の向上を目指していく方針。
②効果検証WGの受講者へのヒアリン
グにおいても同趣旨の要望があり、求
職者支援訓練の訓練期間の拡大を本省
へ要望したい。

＜対応方針＞
・訓練実施機関に対して、効果検
証を基に資料を作成し、訓練説明
会や実施機関の訪問指導、実施機
関開拓の際などに周知し理解を求
めていく方針。

＜対応方針＞
①就職率が高く応募率が低い「製造分野」
や、応募率が高く就職率が低い「デザイン
分野」については計画の策定方針（案）に
示した内容により取組むとともに、「営
業・販売・事務分野」についても、求人求
職においてニーズの高い分野であり、「デ
ジタル分野」等の重点分野とのバランスを
図る中で、計画の中に落とし込んでいく方
針。
②求職者支援訓練、公共職業訓練（委託訓
練）の趣旨、制度の違いなどを踏まえつ
つ、引き続き地域ニーズに応じた計画策定
を進める方針。

＜意見等＞
・ＩＴ系進出企業にとって進出先の地
域で人材が確保できるのかが非常に重
要であるため、職業訓練を受けた方が
人材として生かされ、就職につなげら
れるようになれば、より人材確保に貢
献できると思われるとの意見があっ
た。

＜計画案への反映状況＞
・「訓練修了者の就職機会の拡大に資するよ
う訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組む」
ことを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・「受講者のニーズに沿った適切な
訓練を勧奨できるようハローワーク
訓練窓口職員の知識向上や事前説明
会・見学会の機会確保を図るととも
に、訓練終了者の就職機会の拡大に
資するよう訓練修了者歓迎求人等の
確保に取り組む」ことを盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞
・「効果的な周知広報等、受講者
数増加のための取組を行う」こと
を盛り込んだ。
・訓練実施機関、デジタル求人事
業者、求職者に対する周知とし
て、効果検証の結果を基に資料を
作成した。

＜計画案への反映状況＞
・計画案に「地域リスキリング推進事業（市町
村）の全体方針、主要事業（一覧）、本事業の実
施状況等については本協議会に報告する」ことを
盛り込み、県より報告が行われた。

＜計画案への反映状況＞
・「訓練のデジタル分野への重点化を進
め、WEBデザイン分野では応募倍率が
100％を超えているコースも多いことを踏
まえて計画数を設定する」ことを盛り込ん
だ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・事務局原案どおりの対象分野、検証
方針となった。

15 新潟 ＜意見等＞
・新潟県から、総務省の創設した「地域における
リスキリングの推進に関する地方財政措置」に係
る事業について、以下のような説明があり、情報
の共有を図った。
①十日町市が新入社員や経営者向けセミナー等を
行うこと。
②中魚沼郡津南町が中小企業が従業員に対して行
うリスキリング理解促進のための研修費用の補助
事業等を行うこと。

＜共有内容、意見等＞
・新潟県から、「地域リス
キリング推進事業」の１月
末時点の実施状況について
説明があり、情報を共有し
た。
【内容】
・十日町市と津南町が共同
で取組む「まちの産業発展
塾や就職ガイダンス」につ
いて
・津南町が単独で取組む
「中小企業人材育成事業補
助金」の実績について

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・訓練コースにかかる職員の知識向上の取り組みは
分野に関わらず重要であるが、とりわけデジタル系
は専門用語など難しい場面が多く、重点的に実施し
ていくと回答し、計画案のとおり了承された。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
県の産業政策において、中小企業の人材確保・
人材育成が課題となっている。それぞれの企業
においてリスキリングを推進し、リスキリング
した人材の配置転換やキャリアアップによっ
て、生産性向上や成長分野への労働移動に繋げ
るよう、これらを後押ししていくことを方針と
している。
構成員からは、建設業は慢性的な人材不足、運
送業もドライバー不足、2024年問題への対応
が課題との意見が多くあった。
従業員の処遇を改善して人材確保を図る動きが
ある一方で、不足する人材を補うための生産性
向上に向けて、ＩＴ化やＩoＴ化の必要性を感
じている企業も多くあり、ドローン技術やＡＩ
などのデジタル技術を持った人材を求めている
企業が多い。
資源循環産業のような、いわゆるグリーン産業
等に進出しようという企業も出始めている状況
という説明もあった。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
令和５年度については、ＷＧにお
いて「デジタル分野」を検証。
効果検証の柱を以下の（１）～
（３）とし実施。
（１）求人ニーズを着実にとらえ
ているか
（２）求人ニーズに即した訓練内
容になっているか
（３）受講者に必要な情報が伝え
られていたか

検証結果報告とともに改善促進策
を提案。

ヒアリング結果の取りまとめがよ
くできているとの声があった。
ＷＧの検証報告に関する意見は特
になかった。

＜意見等＞
委託訓練の計画数と実績に乖離がある原因
は何か？委託訓練を実施する機関が少ない
のか、そもそも訓練を受けようとする求職
者が少ないことから結果的に受講生が少な
くなったのか？

＜意見等＞
・資料№３－１、令和６年度訓練実施計画（案）の
中で、職業訓練とリスキリングの実施状況等の説明
があったが、どのような効果がでたのか教示願いた
い。
・資料№３－２、計画定員数の比較（令和５年度と
令和６年度）について、令和６年度の計画数はどの
ように決めたのか？中央からの数字を主体にしてい
ることは理解できるが、令和６年度の実績見込みな
どを含め教示願いたい。
・募集定員を超える応募があった場合の選考はどの
ような方法で行っているのか。
・障害者の職業訓練について、法定雇用率が上がる
状況の中で、雇用を求めている企業も多いと思う
が、訓練修了後の就職支援について教示願いたい。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
「デジタル分野」

令和４年度の訓練実施状況の分析の結
果、応募倍率が高く、就職率が低い分
野の「デジタル分野」について、カリ
キュラム等の改善など支援策の見直し
が必要と考え選定。
令和５年度のワーキンググループ検証
対象分野と同じになるが、ヒアリング
対象者の選定基準を変えて実施する予
定であるため、前年度とは異なる視点
での検証結果が得られると考えてい
る。

＜対応方針＞
昨年度に引き続き、職業訓練のデジタル分野
への重点化を進める。
デジタル人材への求人ニーズを業界問わず的
確に把握し、デジタル分野職業訓練修了者の
マッチングを推進する。
「人材開発支援策」の周知を行い、併せて
「人材開発支援助成金」や「とやまリスキリ
ング補助金」を活用した企業での人材育成を
支援する。

＜対応方針＞
検証結果を踏まえて、以下の改善
促進策を次年度の訓練計画に反映
させる。
（１）コミュニケーション能力の
養成
（２）訓練受講希望者に対する柔
軟な職種選択への支援
（３）リスキリング能力（使用す
るプログラミング言語が変わるこ
となどを背景に、ＩＴ業界におい
て求められる、自ら主体的に学び
続ける能力）の養成

＜対応方針＞
令和４年７月に雇用保険の制度改正があり、
雇用保険受給者が求職者支援訓練を受ける場
合、公共職業安定所長による受講指示の対象
になったことにより、給付のメリットが享受
できるようになった。その結果、雇用保険受
給者の職業訓練受講希望者が、求職者支援訓
練に流れたことが原因であると考えている。
また、ＷＥＢのデザイン分野など応募希望者
の多い分野の訓練コースが、委託訓練にな
かったことも原因であると考えている。
令和５年度は、委託訓練にもＷＥＢデザイン
コースを新設した。

＜意見等＞

特になし

＜意見等＞
大学が実施しているリカレント教育について構成
員間で共有。
・介護実務者研修
・看護の喀痰吸引研修
・履修証明プログラム
（臨床美術士専修プログラム、社会福祉専修プロ
グラム、カウンセリング専修プログラム、心理学
専修プログラム）
・地域貢献のための取組
　学内の各教員が外部講師を実施

16 富山

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野の計画定員数を増やした。
・デジタル分野における改善促進策として、以
下の内容を盛り込んだ。
①コミュニケーション能力を養成するため、実
際の作業を想定したグループによる開発演習を
カリキュラムに導入すること。
②訓練受講希望者に対する柔軟な職種選択への
支援のため、ハローワークと訓練施設の連携を
深め、デジタル業界の求人ニーズを共有するこ
と。さらに、デジタル業界に限らず多くの業界
でデジタル人材に需要があることから、ハロー
ワーク窓口において、応募職種の柔軟な選択が
できるよう支援を行い、多業種への就職あっせ
んに努めること。
③自ら主体的に学び続ける能力が問われるた
め、「職場における学び・学び直しガイドライ
ン」をもとに、自立的・主体的な学びを周知、
勧奨すること。

・成長分野に関するリスキリング推進事業に努
めることと、地域におけるリスキリングの推進
事業の一つとして、県が実施する「とやま人材
リスキリング補助金」の活用について盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
（(a)の再掲）
デジタル分野における改善促進策
として、以下の内容を盛り込ん
だ。
①コミュニケーション能力を養成
するため、実際の作業を想定した
グループによる開発演習をカリ
キュラムに導入すること。
②訓練受講希望者に対する柔軟な
職種選択への支援のため、ハロー
ワークと訓練施設の連携を深め、
デジタル業界の求人ニーズを共有
すること。さらに、デジタル業界
に限らず多くの業界でデジタル人
材に需要があることから、ハロー
ワーク窓口において、応募職種の
柔軟な選択ができるよう支援を行
い、多業種への就職あっせんに努
めること。
③自ら主体的に学び続ける能力が
問われるため、「職場における学
び・学び直しガイドライン」をも
とに、自立的・主体的な学びを周
知、勧奨すること。

＜計画案への反映状況＞

特になし

＜計画案への反映状況＞
委託訓練のＷＥＢデザイン分野コースの計
画定員数を増やした。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・公共職業訓練はハローワークと訓練施設が再就職支援
を積極的に行っているため、概ね８割以上の訓練修了生
が就職している状況。求職者支援訓練は、公共職業訓練
と比べ就職率は低い。就職経験が少ない、失業期間が長
かったなど就職に時間がかかる方の受講が多いことが要
因として考えられる。
　リスキリング補助金は、教育訓練を従業員に受講させ
た場合の企業に対する補助金制度である。月平均20件
近くの実績がある。複数の企業から申請が行われており
好評を得ている。

・職業訓練の計画定員数については、令和５年度と比
べ、離職者訓練の数を減とし、在職者訓練を増としてい
るが、全国的な傾向であり、より充足が見込まれる在職
者訓練に少しだけ定員をシフトしたものである。

・募集定員を超える応募があった場合の選考方法につい
ては、面接とペーパー試験の総合評価で合格順位を決定
している。面接は、あくまで就職を目指すための職業訓
練であることを説明した上で、就職に関する本人の考え
方を確認、ペーパー試験は簡単な一般常識レベルであ
る。

・障害者の方向けの職業訓練を県において実施してい
る。内容は、実際の事業所で１か月から３か月の職業訓
練を行っており、訓練終了後はその事業所に就職すると
いう実践能力の習得ができるコースである。一般的な集
合型で座学のみ訓練コースも設定しており、修了生はハ
ローワークの支援を介して就職している状況である。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「デジタル分野」に決定

ヒアリング対象者を、デジタル業界以
外の企業に就職した訓練修了者とす
る。
（令和５年度は、デジタル業界の企業
に就職した訓練修了者にヒアリング）

ヒアリング対象者の選定基準を変える
ことによって、デジタル業界以外の企
業におけるデジタル人材のニーズな
ど、前年度とは異なる視点での多角的
な検証を行うことが可能となり、効果
的な訓練カリキュラム等の改善策を提
案することができる。

＜共有内容、意見等＞

特になし
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・各産業で人手不足が顕著であり、若年の人
材確保が難しい。
・プログラミングやシステム開発ができる人
材を求める声が多い。
・データ集計・分析及びそれを活用できる人
材を求める声が多い。
・IT・営業・経理財務の人材はどこの産業も
欲しがっている。
・IT人材を内製化したいという声がある。

＜意見等＞
・デザイン分野に関して、応募倍率
が相当高いのに就職率が低いが、就
職していない者の動向は把握してい
るのか。
・受講者の平均年齢は上昇傾向にあ
り、特に定年後の再就職に備えて
PC技術を学ぶ男性が増加してい
る。

＜意見等＞
・社会人としてのビジネスマナー
を再教育してほしいという意見が
あったが、本来企業で行うことで
はないか。
・世代間のベースとなるスキルを
考慮して、能力開発を支援する必
要がある。

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
計画に「令和６年能登半島地震」について触れられ
ていないことに違和感がある。「令和６年能登半島
地震」とその復旧・復興で必要とされる人材育成に
応じて計画を見直すこともあり得るような一文が
あってもよいのではないか。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
分野：デジタル分野
理由：「デジタル田園都市国家構想総
合戦略（2023改訂版）」において、
デジタル人材が質・量ともに不足して
いることが課題として挙げられてお
り、地域のニーズに即した人材の育
成・確保を推進するために、職業訓練
のデジタル分野の重点化に取組むこと
とされているため。

＜対応方針＞
・ハローワークの求人部門において、より詳
細な求人ニーズを聴取し、求人票に反映させ
るとともに、職業訓練制度を周知し、訓練修
了者の採用に理解を求めていく。

＜対応方針＞
・デザイン分野の求人は実務経験や
高いスキルを求めるものが多く、就
職に苦戦している。そのため、デザ
インを専門職務とする求人ではな
く、デザインの知識が必要な「一般
事務など」の求人に就職している。
上記の状況を踏まえ、実務経験のな
い訓練修了者を受け入れてもらえる
求人を積極的に開拓していく。

＜対応方針＞
・企業において当該教育にかける
時間が確保できないのが実情であ
る。また、実務経験・社会経験が
長い方には社会人としての一般常
識やビジネスマナーの学び直しが
必要かつ有効。
公共職業訓練におけるビジネスス
キル講習や求職者支援訓練の基礎
コースの受講を積極的に勧奨して
いく。

＜意見等＞
特になし

＜計画案への反映状況＞
デジタル人材が質・量ともに不足しているこ
とから、職業訓練制度の周知の徹底等によ
り、デジタル分野の受講者の確保を図ること
を盛り込むとともに、デジタル分野の定員を
令和５年度より約２割増とした。

＜計画案への反映状況＞
デザイン分野の就職率向上のため、
訓練修了者歓迎求人等の確保を推進
することを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
就労経験の少ない者等には、社会
人としての基礎的能力を付与する
基礎コースが有効なため、引き続
き設定することとし、訓練内容の
更なる周知と受講勧奨の強化を図
ることを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
分野：デジタル分野
検証方針：令和５年度と同様にヒアリ
ングは訓練修了者、採用企業、訓練実
施機関の順に行うこととした。

17 石川 ＜意見等＞
・情報システム関係団体において、小学生から大
学生にかけての若年者を対象としたICT人材を育成
している。

＜共有内容、意見等＞

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
「令和６年能登半島地震」の影響を踏まえ、必要な
場合に計画の改定を行うことを盛り込んだ。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
北陸新幹線が福井県まで延伸されることに伴
い、観光の活性化という観点で観光人材の育
成についても重点的に考え検討する必要があ
るとの意見があった。

＜意見等＞
求職者支援訓練実施状況R3年度と
R4年度の比較で定員充足率は増え
たが、就職率が減ったのは対象者を
拡大したからかとの意見があった。

＜意見等＞
令和５年度については、WGにお
いてデジタル分野を検証。ＩＴ分
野など、地域の実情に伴った業界
のさらなる推進が必要だろうと意
見があった。

＜意見等＞
地域ニーズ枠設定で子育て支援の方の託児
サービス、訓練期間を短縮したリカレント
訓練について２０％とあるが、それ以上に
はできないかと意見があった。

＜意見等＞
構成員から、計画案について介護分野・デジタル分
野を重点に計画が組まれていますが、学校の就職担
当者によるとプログラマーよりも各ソフトを扱える
人材が欲しい、福祉も介護福祉士はハードルが高い
のでデジタルも少しできる介護人材を企業側は求め
ているので、そのような訓練を組んでほしいと意見
があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
政府が推進するデジタル訓練の充実
は、充足率も就職率も高く、事務系・
専門職・現業と幅広く就職先があり、
分析・検証が必要であるかと思われ
る。

＜対応方針＞
来年度の訓練実施計画案で検討。

＜対応方針＞
昨年から、中高年齢者向けの訓練を
増やす傾向があり、高齢者が多く受
講され就職率が減となった。定員充
足率は上がったが、出口の就職先に
関して検討。

＜対応方針＞
企業のニーズの把握に努め、訓練
カリキュラムを検討していくこと
とした。

＜対応方針＞
本省の示す地域枠は２０％になっている。
昨年度までは１７％で設定していた。次年
度は２０％とする方針。

＜意見等＞
中小企業の団体窓口である経済産業省
の「物作り補助金」に省力化省人化枠
ができ、人材不足は慢性的なので機械
化していこうとしている。デジタル訓
練は、織物・建設・農業分野幅広い各
分野で必要とされていると意見があっ
た。

＜計画案への反映状況＞
語学（おもてなし）に必要な知識を学ぶ「お
もてなし科」を盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
求職者支援訓練の国から示される認
定上限値が151減、ｅラーニング
コース増。地域における産業の動向
や求職者ニーズを踏まえた訓練コー
スを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
ＩＴ系モデルカリキュラム（案）
を２件報告。６年度の計画に一部
盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
求職者に占める中高年齢者の割合が増加している
ことに鑑み、中高年齢者のニーズを反映しつつ、
就職につながるような訓練コースを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
求職者支援訓練の地域ニーズ枠は２０％で
設定。福井県のコース設定でも、子育て中
の方等配慮を必要とする者が受講しやすい
コースを盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
引き続き、デジタル訓練を令和６年度
もヒアリング・検証していくことと
なった。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
委託訓練のプロポーザルの要件として、介護・事務
分野にも必ずＩＴ分野を取り入れることになってお
り、すべてのコースで必ずパソコン操作を取り入れ
ていますと回答し、計画案自体は修正されずに了承
された。

18 福井 ＜意見等＞
６０歳以上の高齢者も多数訓練を応募してくる。
中高年齢者向けの訓練と就職先の対策を図ってい
く必要がある。
障害者の就職について、メンタルを患う方が就職
しても離職してしまう話を聞くため、訓練カリ
キュラムを工夫し、より多くの精神障害者の就職
支援が必要。

＜共有内容、意見等＞
特になし
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
山梨県は宝飾業が地場産業である。県立の宝
石専門学校があるが、職業訓練でも宝飾関係
の訓練は実施すべきとの意見があった。

＜意見等＞
訓練コースについて求職者のニーズ
に応じた設定となっているのか、訓
練の定員規模について新規求職者の
数に比して十分に足りているのかと
の意見があった。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
令和４年度は、求職者支援訓練の基礎コー
スの設定が１コースしかなかったことにつ
いて、基礎コースの必要性は理解するの
で、今後のコース設定に向けてどのように
実施していくのかとの意見があった。

＜意見等＞
在職者訓練について、令和5年度の訓練受講者実績数
と比較すると計画は倍以上と大幅拡充となっている
が、何を重点にして拡充するのか。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
訓練の分野別のウエートで、受講者の
比率が高く、業種に関わらず広く採用
されるため、様々な企業のニーズも把
握できる営業・販売・事務分野を事務
局案として提案。

＜対応方針＞
実施を委託できる学校があれば可能。宝飾関
係の学校の情報を提供いただければ検討す
る。

＜対応方針＞
ポリテクセンターの製造系訓練は定員
充足率や就職率が高く、ニーズに合っ
ていると考える。事務・パソコン系の
訓練が多いが、事務系職種は一定のパ
ソコンスキルが無いと応募できない事
と、求職者が多く求人が少ない状況か
らニーズには合致していると考えてい
る。また、訓練の定員規模について
も、定員に満たないコースもあること
から、定員の増よりも充足率の引き上
げに向けて、引き続き地域のニーズに
沿った訓練コースの設定に努める。

＜対応方針＞
特になし。

＜対応方針＞
就職率を上げるのが難しい・応募者が少な
いと、訓練実施機関が考えており、応募し
てくる機関が少ない一方、基礎コースを必
要とする求職者が一定数存在することか
ら、訓練実施機関に個別に働きかけを行
い、基礎コースの設定に努める。

＜意見等＞
特になし。

＜計画案への反映状況＞
宝飾産業を含めた、地場産業の振興や訓練需
要等様々な観点を踏まえ、引き続き検討する
こととした。

＜計画案への反映状況＞
応募者数が多かった訓練の定員を増
員し、なるべく多くの希望者が受講
できるよう調整した。

＜計画案への反映状況＞
特になし。

＜計画案への反映状況＞
・離職者訓練については、デジタル分野への定員
増を図る。ロボット関連やIoT等のDXに対応した
在職者訓練の実施について取り組むことを盛り込
んだ。

・介護分野については、職場見学・職場体験等を
組み込んだ訓練コースの委託費の上乗せ措置を
行った。また、訓練コースの周知徹底、ハロー
ワーク等との連携を強化し、応募倍率の向上を目
指すことを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
基礎コースは一定の需要があることから、
訓練認定規模の30％程度に設定し、多く
の仕事に共通する基礎的な知識技能を習得
するコースの設定に取り組んでいく旨盛り
込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
効果検証分野は、営業・販売・事務分
野とし、特に事務分野でデジタル化が
進んでいることから、アプリの使用な
ど効果検証分野においてのデジタル系
の求められるスキルも同時に検証す
る。

19 山梨 ＜意見等＞
・山梨県地域リスキリング推進事業：山梨県では
カーボンニュートラル達成という目標に向けた取
組を促進するため、主に住宅のビルダーを対象に
高性能省エネ住宅の供給体制確立に向けた意識改
革、知識・技術の習得を目指したセミナーを開催
する。

・DXの人材育成は、大手企業と異なり、中小企業
ではベンダーが作成したアプリの操作研修が主と
なっている。

・介護系の学校への応募が少ない。訓練に限らず
介護職の必要性をうまく宣伝して欲しい。

＜共有内容、意見等＞
教育訓練給付制度について
①指定講座数が全国最下位。支
給額でも令和４年度の特定一般
と一般の支給額が全国で最下
位。この点をどのように分析し
ているのか。これは令和４年度
の状況だが令和５年度の状況は
どうなのか。どのように補強す
るのか。
①回答：現在はEラーニングで多
様な講座が受講できるが、自動
車運転免許関係などは近くに実
施機関が無いと受講できないこ
とから、今年度については、２
０２４問題で運転手の不足が懸
念されている状況を受け、自動
車教習所の団体と個別の自動車
教習所に講座登録を申請するよ
う要請した。
本協議会での意見を厚生労働省
に報告する。引き続き、実施機
関への周知を図る。
②指定講座を増やすのと（被保
険者に）周知を図るのと両方や
る必要がある。講座が無いと受
けようがないので、まずは講座
を増やす必要がある。
③今まで、ニーズの集約はどの
ように行っていたのか。
④ＰＲ不足が一番の原因と捉え
てよいか。
⑤教育機関が他県と比べて少な
い。人口類似県の申請状況や施
設数との比較が必要。ニーズの
高そうな輸送関係や介護関係が
少ない。他県と比べて力の及ん
でいない部分にしっかりと周知
して欲しい。
⑥教育の分野でも山梨県は学校
数が少ないが、人口類似県とこ
こまで大きな差はないと思う。
ぜひ講座の開拓をお願いした
い。
②～⑥回答：今までは、厚生労
働省本省で講座申請の受付と周
知を行い、労働局・ハローワー
クでは申請者への給付金の支給
を行ってきた。ニーズの集約を
行ったことは無い。今後は、労
働局としても周知・広報に努め
る。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
今年度の定員と大きく変動は無いが、定員割れして
いる訓練は廃止し、好評な訓練は継続する。また、
新たにDXのデジタル人材のコースや、山梨県独自の
「キャリアアップユニバーシティ」（※）が提供す
る講座と連動したコースを増加させる方針。

※やまなしキャリアアップユニバーシティ
山梨で働く人のリスキリングを推進する拠点とし
て、県内外の教育機関等と連携し、企業の成長を支
える生産力と想像力を生み出すリスキリングサービ
スを一気通貫で提供。
（講座の例）
・ものづくり講座（応用）～生産性向上のためのIoT
実践技術講座～
・DX実践講座（基礎）～DX（デジタルトランス
フォーメーション）を理解する ～なぜ必要か？ DX
とは何をすることなのか？
・DX実践講座（応用）～事業成長に不可欠な
“DX”を県内の成功企業から学び 自社事業への還
元・計画の策定を目指す実践型講座　　等
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
第３次産業で働く者が多い長野県であれば、
特に観光産業に係る職業訓練コースがあって
も良いのでは

＜意見等＞
現在の訓練コースはものづくり等の
工業系に偏っていないか

＜意見等＞
訓練修了生へのヒアリング３名は
少なくないか

＜意見等＞
特になし

＜意見等＞
・教育訓練給付制度は以前からあった制度と認識し
ている。このタイミングで重点的に指定講座拡充に
取組む方針に至っているのはなぜか。

・学卒者に対するデジタル分野訓練についての行使
の状況や訓練場所についてはどのようになっている
のか。

他、計画（案）に対する直接的な意見はなし。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞

分野：デジタル分野

理由：デジタル分野の公的職業訓練を
広めるため

＜対応方針＞
以前、県の委託訓練（長期高度人材コース）
で、旅行観光分野の訓練コースの設定が２
コースあったが、いずれも受講希望者が集ま
らず中止。その後も求職者支援訓練で４ヶ月
コース設定時でも２～４人受講生での開講と
なった経過もあることを踏まえ、来年度の訓
練計画策定時における協議事項とする。

＜対応方針＞
昨年度に開講した訓練コース２５０
コースのうち、製造分野は４０コー
ス。独立行政法人高齢・障害者・求
職者雇用支援機構で実施する訓練
は、基本ものづくり分野であるが、
近年はデジタル分野訓練（生産シス
テムエンジニア）を設け対応してお
り、今後も本部と協議しながら地域
ニーズに沿った訓練コースの設定に
努める。

＜対応方針＞
初年度の実施という面もあり実施
要領に基づく最低人数でのヒアリ
ングとなった。より広くという意
味合いでは、来年度以降の実施時
には、ヒアリング実施期間を一定
期間確保することで、少しでも多
くのヒアリングが可能となるよう
工夫を図る。

＜意見等＞

・特になし

＜計画案への反映状況＞
・県及び機構において検討したものの、受講
生確保が困難であることから反映せず。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野の計画数を増加し
た。

＜計画案への反映状況＞
・対象分野は、デジタル分野と
し、手法についてはＷＧにおいて
検討することとした。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計
画2023改訂版」の内容等を説明。
　リ・スキリングによる能力向上支援については、
企業経由が7割を占めているため、個人経由の割合を
増加させるため取組むこととなった。

・県が設置している工科短大及び県内大学等で講座
開設する予定である。講師については、工科短大で
は教員が直接実施し、その他の大学等については民
間事業者に委託して実施する。

20 長野 ＜意見等＞
・DXの人材育成は、社会人を対象としても大切で
推進するべきではあるが、１０代のうちの学校教
育現場での専門教育にもっと力を入れていくべ
き。

・これだけ求人倍率が高ければどんどん就職して
いくかと言うと、雇用のミスマッチがあり必ずし
もそうはいかない。賃金等の労働条件含め職場環
境についても、いい面も悪い面もしっかり入社前
に伝えていかないと、職業訓練を受講しスキル
アップして入社しても続かない現状もある。

＜共有内容、意見等＞
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
特に意見なし

＜意見等＞
構成員からは、求職者支援訓練の就
職率が50％前後であることに対
し、雇用保険を受給できない方の
セーフティネットとして制度がある
ので、この訓練を受講し学ぶ方にこ
そ、より多く就職して活躍してもら
いたいとの意見があった。

＜意見等＞
令和５年度においてはＷＧにおい
て製造分野を検証し、受講者を増
やすため、モノづくりの魅力の発
信や求職者ニーズの高いＰＣ操作
技能やＤＸを盛り込んだ訓練の検
討について報告。構成員からは、
受講者が高齢化していることへの
対応やモノづくり県である岐阜県
においては、事務系からモノづく
り系へと誘導することが必要との
意見があった。

＜意見等＞
応募率が高く、就職率の低い訓練コースに
ついて、受講開始前に地域の労働市場状況
をしっかりと理解させてから受講あっせん
すべきとの意見があった。

＜意見等＞
特に意見なし

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
全国的に人出不足の分野の一つであ
り、就職率は高いものの、定員充足率
としては低迷している「建設関連分
野」を事務局案として提案した。

＜対応方針＞
「製造」「介護・医療・福祉」の分野は就職
率が高いことから、受講のメリットを積極的
に伝えていく方針。
「ＩＴ」「デザイン」分野の就職率が高いこ
とから、訓練コースの拡大に取り組む方針。

＜対応方針＞
指定来所日等におけるハローワーク
での支援を強化していく方針。

＜対応方針＞
報告内容を受け、見学会や体験会
の実施やＰＣ技能操作やＤＸ等を
含んだカリキュラムとするよう訓
練実施施設に働きかけるととも
に、モノづくりの魅力が伝わるも
のとなるよう訓練案内チラシの見
直しを進める方針。

＜対応方針＞
応募率が高く、就職率が低い訓練に限ら
ず、ハローワークにおける訓練相談におい
ては、地域の労働市場の状況や求人状況に
関する情報提供を強化する方針。

＜意見等＞
提案に反対する意見はなかった。

＜計画案への反映状況＞
定員充足率が低い製造分野や介護分野につい
ては、応募や受講しやすい日程を検討しコー
ス設定をすることを盛り込んだ。
ITデジタル分野については、奨励金の上乗せ
措置やパソコン貸与に要した経費の支給措置
を訓練実施施設に周知し、コース設定の拡大
を図ることを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
計画案へは特に盛り込んでいない
が、各ハローワークに対し指定来所
日における相談支援の強化及び訓練
受講申込時から訓練終了３か月まで
における就職支援の強化について指
示した。

＜計画案への反映状況＞
求職者ニーズが高いカリキュラム
を含んだコース設定の促進を盛り
込んだ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
地域における労働市場状況を訓練受講希望
者に的確に情報提供すること、訓練修了者
歓迎求人等の確保に取り組むことを盛り込
んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
訓練内容・カリキュラムを対象としつ
つ、受講者確保に向けた周知方法も検
証できるようヒアリングを行っていく
方針とした。

21 岐阜 ＜意見等＞
特に意見なし

＜共有内容、意見等＞
特に意見なし

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
構成員からは、
・中小企業の立場からすると、少子高齢化に
よって生産年齢人口の減少という課題があ
り、特に中小零細企業においては、デジタル
化の推進等によって生産性向上を図ることが
急務であるため、年度後半に向けてカリキュ
ラムを集中的に設定していただけるのか。
・静岡県は製造業が中心の県だが、製造分野
の応募率（定員充足率）が低い。
・医療事務分野は、就職率が高いが、定員充
足率が低いため、医療事務という仕事をもっ
と広く周知する必要がある。また、医療事務
に加えて、「医師事務作業補助」が対象とな
るような訓練科目も追加してほしい。
といった意見・要望があった。

＜意見等＞
構成員からは
・類似した委託訓練と求職者支援訓
練があるが、それぞれ地域や実施機
関が開講期間を調整するなど、重複
しないよう配慮が必要。
といった意見があった。

＜意見等＞
構成員からは
・求職者と企業のニーズをどう一致させ
て、より多くの方が働ける環境を作って
いくことが非常に大事であり、就職率が
低い分野に対しては、より精査をしっか
りする必要があるといった意見があっ
た。
　また、令和５年度は、WGにおいて、
応募倍率が高く、就職率が低い分野の
「営業・販売・事務分野」を検証。ヒア
リングでは職業訓練実施機関や企業か
ら、「ワードやエクセルに加えて、パ
ワーポイントやクラウド管理等のプラス
要素の習得は、就職可能性に影響する」
「「資格取得」は、地域の求人ニーズを
十分に精査して設定する必要がある」
「受講生等への就職支援には、ハロー
ワークとの連携は有効」
「訓練によりスキルを身に付けた人材が
いることを知らない事業主も多い」
といった意見があった。

＜意見等＞
構成員からは、左記（ａ）から（ｃ）にあ
げた意見のほか、
・デジタル分野の能力開発の重要性の発信
にあたり、もう少しかみ砕いて、どのレベ
ルの人材のことなのかを明記した方がわか
りやすいと感じる。
・事業主に対する広報強化にあたっては、
中小企業の人材不足への対応のためにも、
中小企業団体がタイアップさせていただけ
ればいいと感じる。
といった意見があった。

＜意見等＞
第1回協議会の意見を踏まえた計画案により協議した
結果、特に意見はなかった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
・デジタル分野を推進するとの国の方
針や、地域におけるデジタル分野の能
力開発へのニーズを踏まえ、「IT分
野・デザイン分野」を提案。

＜対応方針＞
・デジタル分野の公共職業訓練は年度後半に
複数回開講予定。
・次年度計画においても、国全体の方針や
ニーズ等を踏まえて、デジタル分野を重点的
に設定する方針。
・定員充足率が低い分野は、訓練終了後の効
果を含めた受講勧奨を強化する方針。

＜対応方針＞
・公共職業訓練と求職者支援訓練の
設定等の状況について、労働局を介
した情報共有を徹底する方針。

＜対応方針＞
・ 応募倍率が高く、就職率が低
い分野（営業・販売・事務分野）
については、求人のニーズを精査
して訓練内容を設定するほか、事
業主に対する公的職業訓練（スキ
ルを身に付けた人材がいること）
に関する広報等を強化する方針。

＜対応方針＞
・全体の規模は、令和５年度計画と同程度の規模
とする。
・デジタル分野の訓練を重点化しつつ、求人ニー
ズに応じた訓練設定を行うとともに、新たな訓練
実施機関の開拓に努める。
・応募倍率が低く就職率が高い分野（医療事務分
野）は、開催地域や実施期間の設定に配慮すると
ともに、受講勧奨を強化する。
・応募倍率が高く就職率が低い分野（営業・販
売・事務分野）は、求人ニーズを精査した訓練内
容の設定のほか、公的職業訓練の広報を強化す
る。
・事業主団体や工業団地協同組合への周知を行
う。
との方針。

＜意見等＞
・社会的関心が高まっている分野であ
るため、デジタル分野のヒアリングは
賛成。
なお、就職等の面で課題があり、ヒア
リングの中から改善点などのヒントが
浮かび上がってくると良い、との意見
があった。

＜計画案への反映状況＞
・求職者支援訓練の実践コースのうち３割を
デジタル分野とするなど、重点的に設定し
た。
・訓練内容だけでなく、訓練の成果（訓練修
了後の就職率）等も含めて周知等を行うなど
受講勧奨の強化について盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・静岡労働局、静岡県、支援機構の
3者の調整により、訓練規模、分
野、時期、地域において適切に職業
訓練の機会等を確保する旨の記載を
盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・企業側の求人ニーズを充分に精
査して設定するとともに、事業主
へのアピールを強化（訓練修了情
報や仕上り像など）することを盛
り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
　　　　　―

＜計画案への反映状況＞
左記の計画案への反映の他
・全体の計画数を踏まえ、令和5年度の計
画と同程度の規模とした。
・事業主団体や工業団地協同組合への周知
を行うことを明記した。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・「IT分野・デザイン分野」を選定。
また、上記の意見を踏まえ、訓練修了
者、採用企業及び訓練実施機関に対す
るヒアリングにあたり、就職面での課
題や改善点も質問項目に含めることと
する。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・提示した計画案により承認された。

22 静岡 ＜意見等＞
構成員（職業教育振興会）から、
・県内では専門学校の学科の約半数が国の認定を
受けて、それぞれの分野において、２年から４年
の長期の人材養成に取り組んでおり、引き続き、
地域のニーズに合わせた専門的職業人材を育成し
ていきたい。
といった現状共有があった。

＜共有内容、意見等＞
特になし

23



労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
職業訓練に関するアンケート調査結果について
説明。また、県内のデジタル人材が7万人不足
していることの調査結果に基づき、2022年3
月に策定した「あいちデジタル人材育成アク
ションプラン」により、中小企業、離転職者、
未来の産業を担う人材への支援を３つの柱とし
た施策を実施していることを説明した。
構成員からは、あらゆる業種、職種で人が足り
ないこと、社員全員に一定レベルのITリテラ
シーが必要であること、専門職とマネジメント
の橋渡しを担う人材が必要であること、企業の
構造改革に対して主体的に動いていける人材
ニーズが高まっていることについて意見があっ
た。

＜意見等＞
構成員からは、人手不足企業と訓練
修了者とのマッチング機会が必要で
あること、就職率が低い訓練分野に
関して、訓練受講申し込みに際し、
訓練修了後の就職により想定される
賃金水準、仕上り像をキャリアコン
サルティングなどによって明確にす
る必要があることの意見があった。

＜意見等＞
WGにおいて検証した「営業・販
売・事務分野」において、インボ
イス制度及び電子帳簿保存法、コ
ミュニケーション能力が必要であ
ること、参考として検証した「デ
ジタル分野」において、プログラ
ムを書く能力とともに読むことや
説明できることも重要であること
の報告があった。

＜意見等＞
デジタル人材のさらなる育成が必要である
ことについて、意見があった。

＜意見等＞
構成員から特段の意見等なく、令和６年度計画案に
ついて了承を得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
デザイン分野を選定案とした。選定理
由としては応募倍率が高い一方で、就
職率が低いため、求人ニーズに即した
効果的な訓練内容であるか等の検証が
必要であるため。

＜対応方針＞
デジタル分野の離職者向け訓練の定員数を拡
充する方針。また、訓練開講地域の格差是正
のため、引き続き公的職業訓練実施施設の開
拓を図る方針。

＜対応方針＞
ハローワークにおける個別担当者制
の設定、訓練修了者向け求人の充
実、キャリアコンサルティングのさ
らなる充実を図る方針。

＜対応方針＞
報告を受けて、「営業・販売・事
務分野」においては新たな制度や
法改正、「デジタル分野」につい
てはＤＸスキル標準について、カ
リキュラムへの設定を推奨する方
針。

＜対応方針＞
介護・医療・福祉分野の受講勧奨の強化、
デザイン分野のさらなる設定促進、委託訓
練の受講者減少への対策、デジタル分野の
一層の設定促進を図る方針。

＜意見等＞
デザイン分野のうち、特にWebデザイ
ンの訓練はニーズが高く、訓練希望者
からの人気も高いため、詳しく検証す
ることは非常に重要であるとの意見が
あり、選定分野についての賛同を得
た。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
デザイン分野を対象とし、訓練で得た
技能が活用されているかについても着
目の上、検証を実施する。

23 愛知 ＜意見等＞
人材開発支援助成金の活用勧奨や、組織を超えた
人材育成の各種支援制度を取りまとめリーフレッ
トを活用していることを説明した。また、構成員
からは、中小企業庁が公表した、小規模事業者に
支援機関が伴走して課題解消を目指すための「人
材活用ガイドライン」について説明及び周知に課
題があることについて報告があった。

＜共有内容、意見等＞
愛知県より、2023年度か
ら３年連続で技能五輪全国
大会、全国アビリンピック
が愛知県で開催されること
及び、2028年の技能五輪
国際大会の招致を目指すた
めの取り組みについて報告
があった。
愛知労働局より、人材開発
支援助成金の活用状況につ
いて説明し、特に「人への
投資促進コース」「事業展
開等リスキリング支援コー
ス」の２コースの活用勧奨
を今後も推進することを報
告の上、周知等への協力を
依頼した。＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞

人材不足が深刻な分野や成長が見込まれる分野、特
にデジタル系人材の育成に重点を置き、訓練を実施
していく。また、WGでの検証結果を踏まえ、「営
業・販売・事務分野」の会計・経理事務系の訓練
コースにおいては、会計関係法令の改正に伴う新制
度等に速やかに対応したカリキュラム設定、「デジ
タル分野」のIT・プログラミング系の訓練コースにお
いては、使用頻度の高いツールを使用したカリキュ
ラム設定をそれぞれ推奨する等、実践的な人材育成
への対応を促進する方針。
令和６年度計画案には以上の方針を盛り込み、修正
なく了承された。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
デジタル関係の講習会に参加したことがあ
り、ITが急速に進化していることを肌で感じ
ており、従来と比較してより効果的な事業展
開が期待できるところであり、デジタル分野
における重要性を感じている。
ただし、職業訓練も含め、こういった学びの
機会があることを知らない方が多い。職業訓
練のような学びの場があるということをもっ
とアピールしていく必要がある。

＜意見等＞
定員充足率は各分野それぞれである
が、製造分野において低調であると
思われ、女性の受講者数をもっと増
やしていければ、充足率の上昇につ
ながるのではないか。
女性活躍社会の中で、女性は労働力
として重要であり、職業訓練の受講
勧奨に力を入れていくべきである。

＜意見等＞
技術が進歩してきている中におい
ても、必ず人でないとできないこ
とはあり、そういう部分でのマネ
ジメントの重要性を感じている。
ビジネスマナーを含めた様々なス
キルアップのためには指導者の育
成が必須であるが、そういった中
での職業訓練の役割には期待して
いる。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
計画数や分野については特に意見はなかったが、
様々な産業がある中で、特定の産業のニーズがどこ
にあるのかといった把握は引き続き行ってほしいと
いう要望があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
常に求人倍率が高く、人材ニーズとし
ては高いものの、応募倍率が低くなっ
ている介護分野を対象として提案。

＜対応方針＞
在職者に対しては県のDX推進人材育成事業
や機構の生産性向上支援訓練の周知・利用を
促進し、特に中小企業におけるDX人材育成
を図る。
安定所でのデジタル分野の求人受理時におい
ては具体的な求められる人材像を丁寧に把握
し、当該内容を訓練カリキュラムにも反映し
たり参考にすることで訓練修了者とのマッチ
ングを図る。
また、職業訓練について１人でも多くの方に
知ってもらうため、独自のポスター等を用い
て周知広報を行う。

＜対応方針＞
製造分野での女性の受講割合が３割
程度に留まっているので、施設見学
会を中心に訓練の特徴や受講するこ
とのメリット、訓練現場の環境等に
ついて、よりイメージができるよう
に案内を行う。

＜対応方針＞
ビジネススキル向上に関する訓練
内容の充実について、訓練修了生
や採用企業からいただいた意見を
訓練実施校に伝え、ビジネススキ
ルに関する訓練をより実践的・効
果的に実施していく。

＜意見等＞
業務内容の割には待遇面で恵まれてい
ない実態があり、そのイメージから不
人気につながっているのではないかと
いう意見があった。

＜計画案への反映状況＞
デジタル系の訓練コース設定に加え、積極的
な受講勧奨を進めることを明記。
訓練周知については引き続き独自のポスター
等やホームページの見やすさを重視した掲載
等で実施していく。

＜計画案への反映状況＞
令和６年度計画に改めて反映したも
のではないが、従来から訓練コース
の内容や効果が正しく理解されるよ
う案内することを実施方針に定めて
おり、例えば女性に職業訓練のア
ピールができるよう、ホームページ
に「ものづくり女子」、「溶接女
子」といったフレーズを用いたバ
ナーを作成することで案内内容の見
直しを図っていく。

＜計画案への反映状況＞
ビジネススキルのより高いレベル
の習得に向けて、訓練カリキュラ
ムの内容を充実させていくことと
した。

＜計画案への反映状況＞
地域リスキリング推進事業の令和５年度実施状況
が好調であったことから、令和６年度は内容を拡
充して実施することとした。

＜計画案への反映状況＞
当初の提案方針から特段の変更なし。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
介護分野を対象とするが、応募率が低
調となっている要因を探れるようなヒ
アリング項目の追加も含めて実施して
いく。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
ニーズの把握は引き続き行っていくこととし、計画
案の修正はなかった。

24 三重 ＜意見等＞
三重大学ではIT系のリスキリング教育を実施してお
り、少し内容は高度になっている。
令和５年度から各機関が連携したプラットフォー
ムを形成し、大学等と社会との連携をより深化さ
せ、リカレント教育を推進し、様々なセミナーを
開催している。

＜共有内容、意見等＞
人手不足が顕著となってい
る中で、女性や外国人等の
あらゆる方に訓練を活用
し、就職につなげていくこ
とが大事で、訓練の果たす
役割は非常に大きい。広報
が大事になるので、しっか
りと取組をお願いしたい。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

 ＜意見等＞
傘下企業において、人材不足に陥っていると
いう意見を聞いている。特にものづくりの現
場サイドに不足感の課題がある、との意見が
あった。

ものづくり分野の人材ニーズを踏まえた訓練
について、公的機関であるポリテクセンター
やテクノカレッジ等の活用を行うのであれ
ば、既存機能を拡充していくことが望まし
い、との意見があった。

県内では製造業の企業が多く、非正規労働者
も多いため、求職者の経歴に上積みが期待で
きる訓練が理想ではないか、との意見があっ
た。

＜意見等＞
県内施設で実施されている職業能力開
発プログラムが高い実績を上げている
ことは認識しているが、この実績やプ
ログラムをＳＮＳ等で発信し、民間の
再就職サイト活用者への周知を進めて
はどうか、との意見があった。

若年者・就職氷河期世代など、正規雇
用の経験が少ない求職者にとって、自
分に何が出来るか・何の仕事に就きた
いかが明確になっていないケースが多
い。就職先候補となる求人票とも照ら
し合わせた動機づけが重要だと考え
る、との意見があった。

一定の訓練期間の中でもっと企業と触
れ合える機会、例えば、訓練中のイン
ターンシップを作れたらどうか、との
意見があった。

＜意見等＞ ＜意見等＞
デジタル分野の訓練について、当県の課題
や弱みは、サービス業、WEBデザインの
デジタル人材のニーズが少なく、ミスマッ
チがおこる可能性があるため、強みである
ものづくり業界に焦点をあてるべきとの意
見があった。

＜意見等＞
施設外委託訓練において、知識等習得等コースの情
報系分野で、今年度は県内の北部と南部でも開講さ
れていたが、来年度は北部コースの設定がない。北
部にもコース設定が必要ではないか。

傘下の会員企業から、人材確保が重要な経営課題と
なっているとの話がある。政府等も示しているよう
に女性や高齢者の能力発揮、雇用拡大は、労働力を
補う上で重要となっている。一方、年収の壁、社会
保険制度の改革等課題もあるが、当県でも潜在的な
働き手として期待できる女性や高齢者向けの訓練制
度を拡充することで、結果として労働力確保につな
がることになるのではないか。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
「IT分野」とする。国の人材育成の重
点分野、当県の労働市場の課題及び訓
練実施計画の方針を踏まえ、令和５年
度に引き続き選定。

＜対応方針＞
地域特性に配慮した訓練科目の配置ととも
に、求人、求職側双方のニーズに対応した訓
練となるよう検討していく。また、既存の訓
練施設機能の拡充を行い人材の育成を行って
いく方針。

ハローワーク窓口での訓練の受講あっせんに
おいても、求職者の経験・技能に応じた適切
な受講あっせんが重要であり、今後とも取り
組んでいく。

＜対応方針＞
情報を周知していくことは重要であ
り、今後もホームページを始めSNSを
含めた周知の充実を図っていく。

若年者や就職氷河期世代については、
就労経験が少ないことなどから、勤労
観や職業観が定まっていないという課
題もあり、各機関では、適切な受講
あっせんを始めキャリアコンサルティ
ングにより丁寧な対応を行っていく。

職業訓練の一部の手法として、施設内
で実施する職業訓練と企業に委託した
企業実習を組み合わせた、デュアルシ
ステム訓練等について引き続き実施し
ていく。

＜対応方針＞
デジタル人材については、今後の動向や企
業におけるDXの進展などを注視し、求め
られる人材ニーズを把握し、必要な対応を
行っていく。
なお、既存のものづくり分野対応施設につ
いては、求人者ニーズに対応した訓練を実
施し、人材の育成を図っていく。

＜意見等＞
特になし

＜計画案への反映状況＞
施設内訓練（機構実施）においては、人材
ニーズを基にものづくり分野の訓練を実施す
ること、施設内訓練（県実施）においては、
ものづくりの基本となる技能・知識を習得す
るための職業訓練を実施することを盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞
関係機関が一体となり、幅広く情報
発信を行うこと、職業訓練希望者に
対するジョブカードを活用したキャ
リアコンサルティングによる支援、
及び日本版デュアルシステム訓練実
施について計画に盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
地域におけるリスキリング推進に関する事業につ
いては、引き続き計画に盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
地域の人材ニーズが高い「製造分野」に係
る人材の育成、技能の習得に向けても取り
組むことについて、実施方針に盛り込ん
だ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「IT分野」。令和５年度と同様に個別
の訓練コースについてヒアリングを含
め、訓練効果を把握・検証し、訓練カ
リキュラム等の改善を図る。

25 滋賀 ＜意見等＞
滋賀大学が実施しているリカレント教育や、リス
キリングプログラムの最近の動きについて、構成
員間で共有。

総務省が創設した地域におけるリスキリング推進
事業について、滋賀県内の取り組み状況を、構成
員間で共有。

県内で令和7年に移転新築される滋賀県東北部工業
技術センターの活用について構成員間で共有。

滋賀県で令和10年度に開校予定の高専について、
構成員間で共有。

＜共有内容、意見等＞
ポリテクセンターを見学し
て指導の熱さと確かな技術
指導力をみせていただき、
ポリテクカレッジを含め、
女子の募集にも力を入れて
いただけたらと思う。

溶接訓練について、受講希
望者が少ないため、出口を
しっかり見せるようにする
ことが必要ではないか。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
県北部地域で実施可能な民間教育訓練施設がほとん
どない状態であるため北部でのコース設定は困難。
代替案として、計画において、ｅラーニングによる
情報系の訓練実施について盛り込んだ。

女性や高齢者を含め、必要な方に情報が届くように
周知広報に努める。なお、施設外委託訓練では、
「子育て家庭支援コース」等の訓練コース設定や通
常の訓練コースに母子家庭の母等の優先枠を設定し
た訓練コースを実施することについて、計画へ盛り
込んだ。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
企業が人材を求めるにあたり、必要なスキル
や訓練内容が企業にも明確でない場合等もあ
るが、どのような方法で職業訓練の内容を決
めているのか、との意見があった。

＜意見等＞
製造分野における受講者は多いが、
訓練で技術を身に付けた後、就職す
る企業があるのか懸念されるとの意
見があった。

＜意見等＞
令和５年度においては、IT分野の
職業訓練を検証。構成員からは、
アンケート内のある科目の内容が
役に立っているかとの質問に対し
訓練修了生と採用企業で相反する
回答があったので、修了生と、そ
の修了生を採用した企業の回答を
双方、対応させるような見せ方を
した方が、分かりやすいのではな
いか。
また、採用された企業がどのよう
な開発領域をしているところなの
か具体的に把握した上で、その企
業に就職した修了生はどのような
自己評価をしており、それに対し
て採用企業はどう思うか等の分析
も重要ではないかとの意見があっ
た。

＜意見等＞
構成員からとくに意見等無し。

＜意見等＞
製造業においては、エンジニア採用の意欲が高いに
も関わらず、製造分野の施設内訓練（CAD・CAMエ
ンジニア科及びFAシステム科）の受講率が低い要因
について質問あり。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
デジタル推進人材の育成に重点的に取
り組む必要があることから、昨年度に
引き続きデジタル分野訓練を選定し、
効果検証に必要な訓練実績がある「デ
ザイン分野（Webデザイン系コー
ス）」を提案した。

＜対応方針＞
府の施設内訓練は、就職率等の客観的な判断材
料に加え、訓練生の就職斡旋に係る企業訪問時
に聞き取りを行うなど、ニーズの把握に努めて
いる。併せて、外部有識者等で構成する委員会
において、ご意見をいただきながら訓練内容等
を決めている。
機構施設内訓練は、就職先へ訓練修了生に不足
している点が無いか等も含めてヒアリング調査
し、企業のニーズを確認している。そのニーズ
等を踏まえて全国の標準的なコースで地域に合
わせて若干カリキュラムを変更している場合も
ある。このような取組みを継続していく。

＜対応方針＞
受講者が多く就職率が低い分野、受
講者が少なく就職率が高い分野を分
析しながら、ハローワークを中心に
受講者にあった就職先の開拓を引き
続き強化していく。

＜対応方針＞
次年度の協議会ワーキンググルー
プにおいて、ヒアリング内容の項
目や手法、効果検証結果の報告方
法等を検討。

＜意見等＞
手法として、主に訓練修了者に対する
WEBアンケートを活用してはどうかと
いう意見があった。

＜計画案への反映状況＞
産業界や地域の人材ニーズに合致した多様な
職業能力開発の機会を確保・提供することが
重要である旨明記した。

＜計画案への反映状況＞
未就職者への早期の就職支援、ジョ
ブ・カードを活用した支援等、職業
訓練受講者に対する就職支援につい
て盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
ワーキンググループの検証方法等
に関する意見であり、次年度の
ワーキンググループにおいて検討
するため、計画案には反映してい
ない。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
デザイン分野（Webデザイン系コー
ス）を選定し、訓練実施機関・訓練修
了者・採用企業から訓練内容の効果や
改善点、要望事項等を把握する。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
職業のイメージや初心者可等についてのPR不足が要
因と考えており、広報を強化するとともに、見学会
においては職業イメージが明確になるような説明内
容としていく。また、令和６年３月２６日にFAシス
テム科の見学・体験会等のメディアツアーを実施予
定である。
計画案自体の修正はなし。

26 京都 ＜意見等＞
構成員からとくに意見等無し。

＜共有内容、意見等＞
・地域におけるリスキリン
グの推進に関する事業につ
いて
　京都府では、令和3年8月
から「京都府生涯現役クリ
エイティブセンター」にお
いて、労働者を対象とした
リカレント・リスキリング
に取り組んでいる。府内の
大学や経済団体等と連携し
ながら多様なニーズに応じ
た研修プログラムを開発
し、キャリア相談、マッチ
ング支援等を実施してい
る。
・リカレント教育を実施す
る大学からの発表
　京都女子大学では、平日
通学コースを実施して6年目
となり、教育訓練給付制度
（専門実践）の指定講座と
なっている。また、女性
リーダー・管理職育成コー
スを実施している他、今年
度は、文科省の事業とし
て、日本女子大学・福岡女
子大学・国立女性教育機
関・市川房枝記念会と共同
で女性と政治について学ん
だ。その他、京都府の「生
涯現役クリエイティブセン
ター」にDX講座を提供して
いる。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・前回の会議で旅行観光分野について、宿泊
業など人手不足が深刻で人材確保が課題であ
るとし、当該分野の訓練コース設定について
意見を申し上げた。その際、専門的なコース
になるので設定が難しく、営業販売事務分野
で育成していくなどの話があった。その後、
カリキュラムで改善等された点はあるのか。

＜意見等＞
・令和５年７月末時点の都道府県委託
訓練について、受講者数のうち女性の
人数がかなり低いが、何か理由はある
のか。
・求職者支援訓練のうち建設分野の就
職率が低い要因は何か。

・求職者支援訓練で基礎コースについ
て４０歳以上で実践コースと構成比が
逆転している。これは、いったん労働
市場を退出された方が多いのか、今ま
で働いていなかった方が多いのか、そ
の要因について教えてほしい。

＜意見等＞
・ヒアリング結果では、受講生の
意欲向上支援がポイントとある
が、専修学校各種学校連合会とし
ても苦慮しているところがあり、
何かヒント等あれば教えていただ
きたい。

＜意見等＞
訓練実施方針案に大阪・関西万博を見据え
た人材育成とあるが、具体的な開講コース
があれば教えていただきたい。

＜意見等＞
令和6年度の計画数全体の減少について、経済情勢の
変化やコロナ禍との比較、DXに重点化するといった
ポイントを明記してはどうかと意見があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
令和６年度の検証対象訓練分野は、令
和５年度に引き続きデジタル分野を選
定した。
大阪府内におけるデジタル分野の離職
者向け公的職業訓練は応募倍率が高
く、求職者のニーズがあると考えられ
ることに加え、大阪府内におけるIT分
野の求人規模も比較的大きいため。

＜対応方針＞
・専門性の高い分野であり、３か月、４か月の
実施期間では習得できるスキルが限られてくる
ため、今回はこのように特化したコースを設定
いただいた。今後、営業分野等の訓練カリキュ
ラムの中に、観光・宿泊業でも役立つようなス
キルを学んでいただける機会が組み込めるよう
検討を進めていきたい。

・ホテル業界の人手不足は顕著。ただ、高いホ
スピタリティが求められるなどハードルが高い
イメージがある。従って、ビジネスマナーの講
習よりは、インターンシップ等体験型が有効と
思われる。

＜対応方針＞
・令和４年度実績では2,572人とな
り、７割以上を占めている。R５年度
内容は再度確認の上回答することとす
る。
・建設分野の主なコースは建築CAD
のコースとなり、建設分野として一般
的に想定されるよりは低い就職率と
なっている。

・正確な事情は把握していないが、育
児等で離職された方や、長年在職され
た方で初めて離職し基礎から学びたい
という方が選ばれているのではないか
と思う。

＜対応方針＞
・入り口の段階で、希望される訓
練への意欲面等も確認させていた
だいている。その後、月1回の
キャリアコンサルティング等によ
り意欲面へのフォローも行ってい
くが、訓練実施機関等とも連携し
て継続した支援を実施していく必
要があると認識している。

＜対応方針＞
・求職者支援訓練の基礎コースであるが、
9月より観光関連のコースが1コース開講
中である。

＜意見等＞
令和５年度に引き続き訓練コースの内
容が求人ニーズに即しているか検証し
ていくことが効果的であるとして構成
員間でも共有した。

＜計画案への反映状況＞
計画案への反映はしていないが、令和５年１
０月に求職者支援訓練において実施した観光
コースの設定及び状況について発表し、営業
分野等の訓練カリキュラムの中に、観光・宿
泊業でも役立つようなスキルを学べるような
コースを組み込んだ。

＜計画案への反映状況＞
計画案への反映はしていない。上記
対応方針のとおり。

＜計画案への反映状況＞
ワーキンググループの検証結果に
より得られた、「訓練効果が期待
できる内容としては、基礎的知識
や技能の習得、スキルアップへの
モチベーションやチームスキルの
向上、社会人としての基本的スキ
ルや業界知識を学べる機会の提供
がある。また、訓練効果を上げる
ために改善すべき内容としては、
技術の進歩や社会の変化に対応す
るため、訓練カリキュラムの不断
のブラッシュアップがある。な
お、改善促進策としては、新たに
公的職業訓練を実施する訓練実施
機関や、就職率が芳しくない訓練
実施機関に対し、機会を捉え上記
訓練効果が期待できる内容を周知
する」という内容の文言を計画案
に盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
上記内容については、近畿経産局からの発言内容
となり、計画案への反映はしていない。

＜計画案への反映状況＞
求職者支援訓練及び大阪府委託訓練におい
て2025年の大阪・関西万博及びインバウ
ンド需要を見据えたコースを設定した。な
お、大阪府委託訓練においては、１０月と
１月に北大阪商工会議所においてホテル観
光コースを開講予定としている。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
デジタル分野を対象とすることで承認
を得た。
地域の人材育成を効果的に実施するた
め、訓練コースの内容がニーズに即し
たものとなっているか、訓練効果等が
上がっているか等の検証を行い、当該
検証結果を踏まえた見直しを行う取組
を継続していく方針とした。

27 大阪 ＜意見等＞
関西蓄電池人材育成等コンソーシアム経過報告に
ついて

　令和５年度は、工業高校・高専等の教育に対し
て説明会を開催。産学共同で学習内容、教材等の
検討を実施し、12月から大阪公立大高専でデモン
ストレーションを予定。検討会では高校生、高専
生を対象とした「バッテリーについて学びながら
興味関心を持つ」きっかけとなる教育プロブラム
について検討を実施。
　学生に響く内容かつ教育機関において広く導
入・横展開が可能な構成内容となるよう産学共同
で教育プログラムの具体化を進める。
　なお、公共職業能力開発施設においては、既存
メニューでの活用可能性を検討する。

＜共有内容、意見等＞
・政府における重要課題で
ある「リスキリングによる
能力向上支援」の推進のた
め、国の教育訓練給付制度
にかかる地域ニーズ等につ
いて当協議会で確認、協議
を行うこととし、事務局か
ら制度説明及び状況の説明
を行った。各構成員から質
疑があり、本省に意見具申
を行うとともに、引き続
き、当協議会にて継続的に
意見をいただくことで承認
を得た。

・地域協議会設置要綱に地
域の訓練ニーズに基づく教
育訓練給付制度による訓練
機会の確保等に関する記載
内容を追加し、当協議会に
おいて設置要綱改正の承認
を得た。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
構成員からの上記意見等を踏まえ、求職者支援訓練
の規模縮小については、分野別の計画に「求職者支
援訓練について、雇用失業情勢の改善傾向を踏ま
え、コロナ禍前の水準に縮小するが、政府が推進す
るデジタル分野や求人求職ニーズの高い分野を重点
的に実施することで、効果的な訓練実施を推進す
る。」という文言を盛り込んだ。その他、大阪労働
局から令和６年度大阪府地域職業訓練実施計画(案)を
説明し、実施方針としては、離職者等を対象とする
公的職業訓練については、2025 年に開催される大
阪・関西万博なども踏まえ、大阪府の今後の産業展
開を踏まえた計画的な人材育成の観点から、デジタ
ル分野等成長が見込まれる分野、製造・建設・福祉
分野等人材不足が深刻な分野における人材育成に重
点を置き、訓練コースを設定すること、また、就職
氷河期世代、女性、若年者、障がい者、中高年齢者
等の人材育成に資する訓練を実施し、さらに多様な
事情を抱える求職者等が、生活との調和を保ちつつ
職業訓練を実施できるよう実施期間・時間に配慮し
た訓練コース、オンラインを活用した訓練コース、
託児サービス付き訓練コースの設定を推進すること
で承認を得た。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明があった。
・県の主要産業である製造分野において、中
小企業を中心に人手不足感が強い。
・採用意欲が旺盛な事業所がある一方で、物
価高、燃料高等による経営環境の不確実性が
懸念材料となっている。

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明があった。
・新規求職者数、特定求職者数は減少
傾向にあるものの県内ハローワークに
よる受講あっせん数は増加している。
・県の職業能力開発施設が実施する製
造分野の職業訓練については、就職率
は高いものの、入校者数が減少傾向に
あり、企業側が採用を増やしているこ
とに併せて、離職者側も訓練の受講よ
り、早期に就職したいというニーズが
高まっている。
・委託訓練、求職者支援訓練ともに、
デジタル分野（Webデザイン分野）の
訓練の応募率が高い。
・求職者支援訓練において開講率、定
員充足率が上がってきたのは喜ばしい
が、実践コースの就職率に苦戦してい
るようなので、企業の求人ニーズを
しっかりと捉えるべきといった意見が
あった。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGに
おいて「デジタル分野」を検証。
基礎的な知識・技能の習得が、未
経験でも就職につながる可能性を
広げており、即戦力でなくても、
就職後の応用力のアップにつなが
る人材育成という視点に立った訓
練内容の設定などについて検討が
必要という結果を共有した。

・訓練実施機関から要望のあっ
た、ハローワーク職員と訓練実施
機関との勉強会等関係強化につい
ては、積極的に推進していくべき
との意見があった。

＜意見等＞
○各構成員から以下の説明があった。
・訓練計画の規模としては、今年度と同程
度の規模で実施。
・県の主要産業である製造業の振興を支え
る人材育成に資する訓練、デジタル推進人
材の育成に向けた訓練、人材不足感が強く
求人・求職の規模が大きい介護・福祉分野
の訓練について効果的な訓練が実施できる
よう計画する。
・少子高齢化社会の進展に向け、一人一人
の労働生産性を高めていくため、中高年齢
層を対象としたものや、子育て世代に配慮
した訓練を計画する。

＜意見等＞
構成員から特に意見はないが、計画案について説明
を行った。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
令和５年度はデジタル人材育成のニー
ズの高まりの観点から「デジタル分
野」で効果検証を実施。
令和6年度は「営業・販売・事務分
野」で検証したい。
公共職業訓練や求職者支援訓練双方に
おいてコースの設定数が多く、訓練修
了者と多様な業種の採用企業から意見
を頂けると期待できる。また、この分
野のカリキュラムでも基礎的なWebサ
イト改修やデータ分析、といったデジ
タル系のスキルを身につけることがで
きることから、この分野を選定。

＜対応方針＞
中小企業を中心に人材不足感が高まっている
製造業や、高齢化の進展に伴い人材ニーズが
より高まっている介護・福祉分野などの訓練
受講者の確保に向けた取組を強化していく方
針。

＜対応方針＞
・県の公共職業能力開発施設の充実強
化に向けて、離職者向け訓練の科目再
編、中小企業等のニーズに対応した生
産性向上や新製品開発等に必要な知識
等の習得を目指す在職者訓練を充実さ
せていく。
・委託訓練・求職者支援訓練におい
て、デジタル分野の拡充を図る。
・受講率が高く就職率が低い訓練に対
し、修了者への効果的な就職支援を実
施していく方針。

＜対応方針＞
令和6年度においても、引き続き
実施していく。検証分野について
は、次回の協議会にて選定する。

＜対応方針＞
製造分野の訓練について就職率は高いもの
の、応募倍率、定員充足率が低調なため、よ
り積極的な周知・広報、受講勧奨の強化が必
要で、コースの再編等も検討していく。応募
倍率の高いデジタル分野の訓練については、
よりコースの設定を促進し、就職率を向上さ
せるため、求人ニーズに沿った訓練内容の検
討やハローワーク職員等のデジタル分野に係
る知識向上を図り、効果的な就職支援を実施
していく。介護・福祉分野については、求
人・求職のミスマッチ解消に向け、仕事理解
や訓練制度周知の説明会・見学会等をより拡
充させ受講者確保に務める。

＜意見等＞
構成員から特に意見なし

＜計画案への反映状況＞
デジタル推進人材の不足が課題となるほか、
ものづくり分野、介護・福祉分野において、
求人者のニーズは高まっているが、物価上
昇・燃料高騰などが雇用に与える影響には引
き続き注意が必要。

＜計画案への反映状況＞
少子高齢化、生産年齢人口の減少と
いう課題に直面しながら、新技術に
対応できる人材の育成や人手不足分
野の人材確保に対応するためには、
全員活躍社会の実現に向け、
①女性や非正規雇用労働者、中高年
齢者、外国人、障害者等、多様な人
材の能力開発の支援
②働く人が自らの意思でリスキリン
グに取り組み、キャリアを形成して
いくことへの支援
が必要。

＜計画案への反映状況＞
産業界が求める人材ニーズ、求職
ニーズを勘案した、効果的な訓練
コースの設定に努める。

＜計画案への反映状況＞
兵庫労働局、兵庫県、機構兵庫支部は、定期的に
情報や意見交換を行い、円滑でタイムリーな連携
を実施する。

＜計画案への反映状況＞
兵庫県が行う施設内訓練・委託訓練につい
て見直しを行い、統合・新設により27
コース→25コースを設定。製造等の現場
で即戦力となれる技術を習得できる「産業
技術資格コース」、総務部門だけでなく事
業部門でも活躍できる人材育成を目指し
「ものづくりオフィスワークコース」を新
設。
離転職者も入校しやすくするために機械系
のコースを2年制→1年制に見直し。身体
障害者を対象とした２科を入校比率が高く
なっている精神・発達障害者を対象とした
科に見直す。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
令和6年度は「営業・販売・事務分
野」で了承を得た。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
デジタル推進人材の育成や兵庫県の主要産業である
ものづくり分野の人材育成の問題がある。
ものづくり分野や介護・福祉分野においては、人材
確保のため、中長期的な人材育成の取り組みや在職
者の能力開発機会の充実も求められている。
訓練コースの見直しを行い、統合・新設により企業
や求職者のニーズに沿った訓練コースを実施し、就
職率をさらに上げたい。

28 兵庫 ＜意見等＞
・大学が実施しているリカレント事業の内容を紹
介。地域の子育て支援員や保育施設職員に対する
研修内容等について構成員間で共有した。
・高校生に対するキャリア教育の一環として教育
委員会が実施しているインターンシップや業界人
を非常勤講師として招聘し実務指導等を行う事業
について、構成員間で共有した。

・総務省が創設した地域におけるリスキリング推
進事業について、対象となる自治体の事業につい
て情報共有するとともに、地域職業訓練実施計画
への追加が承認された。

＜共有内容、意見等＞
公益社団法人兵庫県専修学
校
各種学校連合会
＊リカレント教育研究会に
おいて、学校・企業・公的
団体の意見交換会を開催し
た。
○企業の取り組みとして、
リスキリングに繋がる社内
制度や企業における人材
ニーズと課題へのアプロー
チなどについて講演いただ
いた。
兵庫県内専門学校・企業と
の意見交換。
○リカレント教育講座実施
担当者と受講者、県内専門
学校との意見交換会を実
施。
○リカレント、リスキリン
グという分野において、企
業との接点が希薄なため、
お互いの情報交換を行って
いる。委員の方々も参画い
ただきたい。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・介護・医療・福祉分野の人材確保が課題と
なるので、職業訓練の受講者数の確保は必
要。
・人材育成は大きな課題。新規・中途採用者
を職場で育成する余力がない企業が多いの
で、職種別に訓練科目があれば、企業・職場
の負担が少なく、再就職先への移行もスムー
ズにいくのでは。
・WGでは、いずれの分野でも企業から習得
してほしいスキルはコミュニケーション能力
との説明があったが、企業単体での研修は難
しいのか、企業団体規模で、コミュニケー
ション研修を企画すると、すぐに定員が埋
まってしまう。

＜意見等＞
・WGでも報告はあったが、職業訓
練で、介護等の体験や実習は有効と
社内でも話が出ている。同業者（介
護系）なので、職員に聞くが、職業
訓練を知っている人はほとんどいな
かった。
・職業紹介事業者だが、派遣社員か
ら「年金の壁」についての相談は多
いが、職業訓練のことが話題になっ
たり、相談されることはないため認
知度は低いと感じるので、周知が必
要では。
・WGで報告のあった、受講修了生
メッセージをアナウンスすれば、訓
練受講を迷っている人の道しるべに
なるのでは。

＜意見等＞
・WGにおいて、「デザイン分野」
「介護・医療・福祉分野」「理
容・美容関連分野」を検証。企業
は職業訓練のことを知る機会が少
ないことやスキルを習得した受講
生は採用に大きな影響があるこ
と、訓練目的にマッチした求職者
の誘導をして欲しいとの要望等が
あったことを報告。
・スキルを習得した者を企業が採
用できるので、もっと訓練制度を
推し進めてほしい。
・WGで、HW、訓練実施機関、企
業との連携が重要と説明があった
が、非常に重要な点であると考え
ている。
・HWへの意見として、職業相談時
に訓練は再就職が目的であること
を説明してほしいとの声があるの
で、改善に向けた取組みをお願い
したい。

＜意見等＞
・来年度に検証する分野として、「医療事
務分野」「営業・販売・事務分野」「IT分
野」を提案。また、委託訓練受講者数が減
少しているため、来年度に向け、受講者確
保に向けた取組強化の必要性について説
明。
・「介護・医療・福祉分野」の人材確保が
課題となっているが、令和６年度実施計画
策定方針案の実施状況の分析に記載されて
いないので、記載するべきでは。

＜意見等＞
・デジタルリテラシーの向上については、非常に大
切である。今後、労働力として期待される高齢者に
焦点を当てたデジタル関連の訓練にも力を入れてい
く方が良い。
・介護分野については、受講者を増やすことにより
人手不足の分野に貢献できると考えるが、委託訓練
の定員が大きく減っているのはなぜか。
・デジタルリテラシーと同様にコミュニケーション
能力の向上に関してもカリキュラムに取り入れてい
く方が良い。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
　「営業・販売・事務分野」及び「医
療事務分野」を提案。
　応募者数、受講者数ともに減少して
いる訓練分野であるため、受講者ニー
ズ、企業ニーズ及び就職後の就業形
態・業務内容等の把握を行う必要があ
る。

＜対応方針＞
・HW職員対象の訓練施設見学や説明会を実
施し、求職者に応じた訓練コース説明ができ
る体制作りを構築していく。
・企業に対して、職業訓練について説明する
ことで認知度を上げていく。また、HWで
は、求人票等に「訓練修了生歓迎求人」など
の確保を行うことで、充足支援と訓練周知を
行う。
・訓練を受講することでコミュニケーション
能力が高くなることを事業所に説明する機会
を確保していく。

＜対応方針＞
・職業訓練の認知度アップの取組み
を行っていく。

＜対応方針＞
・訓練実施機関、企業、HWの連
携が密になっていくための取組み
を行っていく。

＜対応方針＞
・令和６年度実施計画策定方針案の実施状
況の分析には、来年度WGで検討する予定
の分野を記載している。このため、「介
護・医療・福祉分野」については、別途受
講者数確保は進めていく。

＜意見等＞
・医療事務分野については、コロナ禍の
影響が若干あるのではないか。その辺り
も踏まえてヒアリングをお願いしたい。
・医療事務の職種については、訓練等を
受講せずに就職していると感じている
が、資格取得は必要なのか。
・資格が無くてもできる仕事であり、知
識を有していた方が良いが、複数名で業
務を行っていることが多く、働きながら
教えてもらえるという状況がある。

＜計画案への反映状況＞
・HW等において、訓練実施施設との連携強
化（施設見学・意見交換・就職支援等の共
有）を図り、事業所訪問による公的職業訓練
制度の周知及びHWを利用していない層への
周知・広報に取り組むことを盛り込んだ。
・介護・医療・福祉分野を含め、応募や受講
がしやすい募集・訓練日程の検討を行うとと
もに、HWの職員等による施設見学の実施や
介護系セミナーを受講することで、業務内容
や職場環境などの理解を深め、職業相談を行
う側の意識を変えるための取組みを行うこ
と、また、求職者等には、職業訓練や介護職
等に目を向けてもらうよう取り組むことを盛
り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・事業所訪問による企業への公的職
業訓練制度の周知及びHWを利用し
ていない層（特に女性層をターゲッ
ト）への周知・広報を行っていくこ
とを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・訓練実施機関と連携し、訓練受
講により習得できるスキル（資格
など）の見える化・明確化を進め
る。一方で、求人企業が求めるス
キル等の見える化・明確化、訓練
受講者をターゲットにした求人提
出の働きかけを行うこと等によ
り、HW・訓練実施説等が連携し
た就職支援を実施することを盛り
込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・介護・医療・福祉分野について、HWの職員等に
よる施設見学の実施や介護系セミナーを受講する
ことで、業務内容や職場環境などの理解を深め、
職業相談を行う側の意識を変えるための取組みを
行うこと、また、求職者等には、職業訓練や介護
職等に目を向けてもらうよう取り組むことを盛り
込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・介護・医療・福祉分野については、応募倍
率が高く、就職率が高い分野として分析し、
応募や受講がしやすい募集・訓練日程の検討
を行うとともに、HWの職員等による施設見
学の実施や介護系セミナーを受講すること
で、業務内容や職場環境などの理解を深め、
職業相談を行う側の意識を変えるための取組
みを行うこと、また、求職者等には、職業訓
練や介護職等に目を向けてもらうよう取り組
むこと等、課題の解消に向けた取組みを盛り
込んだ。
・委託訓練、求職者支援訓練ともに、応募倍
率及び定員充足率の向上に向けて取り組むこ
とと併せて、委託費の上乗せ措置や職場見学
等を組み込んだ訓練コースへの奨励金支給措
置による訓練コース設定の促進についても盛
り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・「営業・販売・事務分野」及び「医
療事務分野」を選定。
・医療事務分野については、コロナ禍
の影響や訓練・資格の需要等も含めて
対応することとする。

29 奈良 ＜意見等＞
・長期高度人材育成コースとして介護分野の訓練
を設定しているが、今年度は受講生がいない状況
となっている。学校として、海外留学生の受け入
れなども考えているが、円安の影響もあり確保が
難しく、周知にも限界があるが何とかしていきた
い。
・専修学校として、高校の先生を対象とした説明
会を実施したところ進学した学生もいた。生徒の
進学相談をしている先生方に専修学校を知っても
らうことが重要だと感じた。
・介護職の担い手が少ないが、介護職＝大変との
イメージが先走っている印象がある。今は昔のイ
メージと違うため、介護職の「魅力発信」の動画
等をホームページ等で公開している。また、介護
職の呼び方を、人生に寄り添う仕事「ライフアテ
ンデント」としてみることも考えている。

＜共有内容、意見等＞
・構成員が実施しているシ
ニア層向け介護研修の状況
についての紹介。
・介護職の担い手につい
て、子供の総合学習におけ
るボランティア体験等、幼
少期からアプローチを行っ
ている取組みの紹介。
・求人倍率からは見えない
企業における人手不足に関
する実態、中小企業におけ
るデジタル化が進まない状
況の紹介。
・外国人留学生の状況につ
いての紹介。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・高齢者のデジタルリテラシーの向上については、
高齢求職者スキルアップコースを計画に盛り込んで
いることを説明し了承を得た。
・委託訓練の介護分野については、これまでの実績
に基づいて設定していることを説明。
　更に受講者の増加に向けて取組みを行っていくこ
ととした。
・コミュニケーション能力については、様々な年代
の方が受講しており、特に若年層は受講することで
コミュニケーション能力が身についている状況があ
ることを説明し、他の委員からも、他の年代の方と
の交流が初めての方等にとっては、コミュニケー
ション能力が養われ、公的訓練だからこそ成せる部
分との補足発言があった。
・文言の微修正を行った上で、提案のとおり承認を
得た。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・県の産業施策について、新規事業、観光誘
致、ＩＴ企業誘致等について説明があった。
構成員からは、新規産業から関連産業まで複
合的に事業を進めることで雇用の創出ができ
るとの意見があった。
・ハイコードスキルだけでなく、基礎的なＩ
Ｔスキル（パソコン操作スキル）も必要。
・人材不足が進む中、事業所においては既存
の労働者の流出を防ぎながら生産性向上を図
るため、在職者訓練を充実・強化する必要が
ある。

＜意見等＞
・事業経費等を把握し、費用対効果
を踏まえた訓練を実施すべき。

＜意見等＞
令和５年度はデジタル分野につい
て検証した。
・採用企業及び受講者からは一定
の評価を得た一方、より高度な技
術習得の要望があった。現行の６
か月では習得は困難なため、期間
を１年以上とするなど改善の必要
性について報告があった。
・訓練実施機関及び受講者から、
就職支援強化の要望があった。
構成員の意見
・デジタル分野のＷｅｂデザイン
系コースについて、地域や企業の
ニーズがあったのか。デジタル人
材育成に合った訓練コースを設定
することが必要。

＜意見等＞
・従来の計画を基に、数値目標にとらわれ
ず、現状を踏まえてバランスを取りながら
柔軟に対応すること。

＜意見等＞
・令和５年度計画との相違は？
・「就職氷河期世代」対応を「地域ニーズ」枠に設
定した理由は？
・デジタル化推進の中で職業訓練をどう捉えるか、
求職者マインドが変化してオンラインを活用した働
き方を希望する傾向が増加していると感じる。
・一方、技術習得も必要だがコミュニケｰション能力
等基礎的な内容も含めた訓練が必要とも感じる。
・インターネットを通じての求人が増加している
中、ハローワークの求人はどの程度の割合か？

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
・次年度（令和６年度WG）の方針に
ついては未決定ではあるが、令和５年
度実施計画に記載する内容の実施状況
及び検証作業ののち、改めて対象分野
及び内容を検討する。

＜対応方針＞
・引き続き、企業ニーズの把握に努める。
・デジタル重点化として、デジタル分野の割
合を増加する方針。
・県及びポリテクセンターにおける在職者訓
練の定員数を増加する方針。

＜対応方針＞
・引き続き、地域ニーズを把握、改
善を図るとともに、バランスを取り
ながら実施する。

＜対応方針＞
・デジタル分野の時流に注視しな
がら、可能な部分から柔軟に対応
する。
・Ｗｅｂデザイン系コースについ
ては、ＩＴ企業以外にも就職に結
びつく技術としてニーズがあるこ
とから、引き続き設定する方向で
検討するとともに、就職率が向上
するよう就職支援も強化すること
とし、計画に反映する方針。

＜対応方針＞
従来からの訓練計画を基に、構成員の意見
も踏まえて反映する。

＜意見等＞
・キャリアコンサルタント等の知識不
足とは？
・ITプログラミング系におけるカリ
キュラムの検討継続は？

＜計画案への反映状況＞
・地域人材ニーズ把握推進のため協議会及び
ワーキンググループメンバーを中心に随時情
報収集、情報交換を密にし、特に、県内の求
人情報、求人・求職バランスシート基づく
ニーズ把握に努めることとした。
・デジタル分野の訓練推進を積極的に図り、
特に、求職者支援訓練においては実践コース
の認定枠数の30%以上の定員数を設定し
た。
・在職者訓練は県及びポリテクセンターを中
心に県内事業者団体への働きかけを通じ、事
業主支援、民間人材等を活用した在職者訓練
を実施。令和５年度比　5コース、50人の増
加計画を設定した。

＜計画案への反映状況＞
・県内各地域の特性及び訓練ニーズ
に対応するため、ワーキンググルー
プ等を通じ公的職業訓練実施計画の
情報交換を密にし、一覧性資料等の
整備による管理及び調整を図ること
によりバランスのとれた訓練設定を
推進するとした。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野のカリキュラム等
検証・改善については、ヒアリン
グ結果から「ITプログラム系」
「WEBデザイン系」ともに設定カ
リキュラムには一定の評価が得ら
れているとの結果を踏まえ、今後
は、日々進化するデジタルスキル
の利活用など時流に即応したカリ
キュラム改善に柔軟に対応してい
くこととした。
・ヒアリング結果から「受講者」
「採用企業」「訓練校」とも、
キャリアコンサルタントや就職支
援者等就職支援に係る担当者のデ
ジタル分野における知識や企業等
の情報不足が指摘されたことによ
り、これらの支援策を検討、推進
していくこととした。

＜計画案への反映状況＞
・協議会及びワーキンググループメンバー、地域
の職業訓練関係者等の協力による人材開発、能力
開発の更なる促進に努めるとした。
・和歌山県が地域におけるリスキリング事業とし
て、将来、和歌山県を支え次代の県経済をリード
する人材を育成することを目的に、県内企業の経
営者、幹部、後継者、起業を志す者等を対象とし
た「和歌山戦略経営塾」を開催するとした。

＜計画案への反映状況＞
・多様な人材ニーズや求職ニーズ、各地域
の特性を考慮した適切な公的職業訓練の設
定を基本としつつ、国及び和歌山県の推進
目標である「デジタル人材」や県の特性と
いえる高齢化社会への対応のための「介
護・福祉人材」の育成、確保に向け、特徴
のある訓練設定を行うこととした。
・公的職業訓練の効果的な周知・広報を図
るため、新聞や雑誌、バスラッピング、頒
布品等、各メディア、媒体を通じて積極的
な広報戦略を実施するとした。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・次年度（令和６年度WG）の方針に
ついては未決定ではあるが、令和５年
度と同様「デジタル分野」を対象とす
る方針であり、令和６年度実施計画に
記載する内容の実施状況及び検証作業
を踏まえ、更なる就職支援策を構築す
る。
・プログラミング系カリキュラム検証
については、その対象となる内容の決
定や改善の可能性の検討を進める。内
容は訓練実施機関及び機構、県による
ところが大きく、生成AIの利活用も含
め、幅広く情報収集し方針を決定して
いくこととする。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・訓練計画に大きな変更点はないが、デジタル分野
と介護分野の認定枠を重点的に設定した。
・「就職氷河期世代」対応は全国的な課題であり和
歌山県だけということではないが、和歌山県におい
ても人手不足の傾向が強く、広く人材を活用するこ
とが重要であり、「就職氷河期世代」の活躍も必要
とすることから「地域ニーズ」枠を設定している。
・デジタル化進展の中の職業訓練としては、プログ
ラミング系のIT訓練だけではなく、デジタル系の基礎
的なスキルの一定水準を確保する、いわゆる「パソ
コン系」実践訓練にも注力している。
・コミュニケｰション能力の強化については、「カリ
キュラム等検証・改善」策でも取上げている就職支
援にもつながるため、キャリアコンサルタントを中
心とした訓練関係者の取組みを推進するとした。
・求職活動方法が多様化し、インターネットを利用
するパターンが増加しているが、ハローワークを経
由した就職は相当数あると認識している。

30 和歌山 ＜意見等＞
総務省が創設した地域におけるリスキリング推進
事業について、和歌山県から「和歌山戦略経営
塾」の取組について発表があった。

＜共有内容、意見等＞
・多様な訓練ニーズに沿っ
た訓練コースの設定が重要
だが、中止となった訓練
コースの原因は？（障害者
訓練など）
・受講者分析で、男女比率
で女性が多数占めている要
因は？
＜回答＞
・訓練コースの中止原因は
一概には言えないが、人手
不足という状況が続き、訓
練よりも就職する人が増加
していることが原因の一つ
と思われる。
・女性比率については、女
性は出産や子育てで離職す
ることもあり、再就職を希
望する中で、資格取得によ
るキャリアアップやキャリ
アチェンジを考える傾向が
ある。その結果、訓練受講
者全体の割合として女性が
高くなっていると考えられ
る。一方、男性の場合は、
訓練よりも就職を優先する
傾向や、転職する際に今ま
での経験等を重視してキャ
リアを積みたいという傾向
があると思われる。
・「和歌山戦略経営塾」の
実施→実施主体：和歌山県
（企業振興課）／対象者：
50歳未満の県内企業経営
者、幹部、後継者、起業を
志す者、創業者／講義内
容：各界で活躍されている
有識者及び経営者の講義、
講師等を交えたグループ
ディスカッション、全国の
経営者との交流
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
デジタル人材が質・量ともに不足しており、
職業訓練のデジタル分野の重点化を計画的に
取り組むことが必要である。
労働力不足やデジタル化等の社会変革が加速
する中、産業の持続・成長に必要なデジタル
人材育成を柱としたリスキリングを推進する
必要がある。

＜意見等＞
構成員から就職率が低い分野につい
ては、求人ニーズに即した効果的な
訓練内容か検討し、カリキュラムの
変更についても大胆な変更が必要で
はないかと意見があった。

＜意見等＞
令和５年度については、WGにお
いて介護及び保育分野を検証。採
用企業からの意見として利用者と
のコミュニケーション能力を介護
業務の前提として考えており、職
業訓練中に習得して欲しいという
意見があった。
構成員からはコミュニケーション
能力の向上が職場定着にも繋がっ
ていくと思うので、カリキュラム
の中で取組んで欲しいとの意見が
あった。

＜意見等＞
求職者の訓練と在職者の訓練で一貫性を持
つ必要がある。就職したら終わりではなく
て、就職先に在職者訓練で企業に合ったも
のが受けられて関連性ができたら良いと思
う。

＜意見等＞
　就職率が低い、応募率が低い分野等、職業訓練と
のマッチングに問題がある分野がある。その課題解
決ができる様な職業訓練になっていくかという視点
も重要である。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
【訓練分野】営業・販売・事務分野

【選定理由】訓練への応募率は高い
が、他の分野と比較すると就職率が低
いことから、訓練効果を把握・検証
し、訓練カリキュラム等の改善を図る
ことが必要であると思われるため。

＜対応方針＞
デジタル人材の育成・確保が不可欠となって
いる現状から、デジタル分野の訓練コースの
定員の拡充を図っていく。
経営者向けにリスキリングについてのセミ
ナーやイベントの開催を行っていく。

＜対応方針＞
就職率向上のため、ハローワーク窓
口職員の知識の向上、訓練実施機関
による事前説明会・見学会の機会の
確保、訓練修了者歓迎求人等の確保
の推進を図る。
訓練修了者の採用後のミスマッチ防
止のため、事業所ニーズや訓練レベ
ルの理解が促進されるよう、訓練実
施機関とハローワークが連携した支
援の充実を図る。

＜対応方針＞
報告内容を受けて、R６年度に開
始する訓練からコミュニケーショ
ンにかかるカリキュラムの重要性
について訓練実施機関と情報共有
し、講師選定や訓練内容の検討を
求めていく方針

＜対応方針＞
在職者訓練について事業所のニーズなどを
今まで以上に把握し、訓練内容等の検討と
周知を図る。

＜意見等＞
　特になし

＜計画案への反映状況＞
　デジタル人材の計画的な育成が必要なこと
から、デジタル分野を含めたニーズに沿った
効果的な訓練コースの設定を実施することと
し、また、デジタル分野以外の訓練コースに
ついて、幅広い産業で求められる基礎的なデ
ジタルリテラシー要素を含む訓練カリキュラ
ムとすることとした。

＜計画案への反映状況＞
　就職率が低い分野については、受
講希望者のニーズに沿った適切な訓
練を勧奨できるようハローワーク窓
口職員の知識の向上や訓練実施機関
による事前説明会・見学会の機会確
保を図るとともに、訓練修了者の就
職機会の拡大に資するよう訓練修了
者歓迎求人等の確保を推進すること
とした。

＜計画案への反映状況＞
　企業ニーズの高いコミュニケー
ション能力等の向上に関するカリ
キュラムの重要性を訓練実施機関
と共有し、訓練内容の充実に取り
組むこととした。

＜計画案への反映状況＞
　鳥取県及び県内市町村が必要な人材確保のた
め、成長分野に関するリスキリングの推進に資す
る以下の取組（「地域リスキリング推進事業」）
を実施することとした。

①経営者等の意識改革・理解促進
②リスキリングの推進サポート等
③在職者の理解促進・リスキリング支援

＜計画案への反映状況＞
　県実施の訓練では、企業のニーズに応じ
た分野を中心として、労働生産性の向上等
につなげるため、技能労働者の育成等を行
う訓練を実施することとした。
　機構実施の訓練では、企業のニーズに応
じたものづくり分野を中心に、民間では実
施できないコースを実施し、産業の基盤を
支える人材育成に努めることとした。
　また、県内企業に対するリスキリング機
会の確保に資するため、在職者訓練の周知
を図ることとした。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
【訓練分野】営業・販売・事務

【検証方針】訓練効果の把握・検証

31 鳥取 ＜意見等＞
総務省が創設した地域におけるリスキリング推進
事業について、県から、県内の中小企業への訪問
等のアウトリーチ型で、企業個々の課題に沿った
支援政策の活用や人材育成計画の伴奏支援を行っ
ていると発表があり、現時点での相談内容につい
て共有を行った。

＜共有内容、意見等＞
　鳥取安定所より、定員充
足に向けた取組、訓練施設
と連携した就職支援の取組
及び求人確保（Web関係）
の取組について情報共有。

　鳥取県より、デジタル人
材の育成・確保に向けた以
下の取組について情報共
有。

①デジタル分野訓練の拡充
②県内企業の人材力強化に
向けたリスキリング実践・
定着サポート事業
③デジタル専門人材育成・
マッチング事業
④リモートワーカー育成・
実践事業

　機構より、基盤整備セン
ターにおいてカリキュラム
開発した分野の在職者訓練
を展開していくことについ
て情報共有。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
　ワーキンググループにより課題を検証し、改善を
図っていく。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
（島根県）
デジタル化に取り組んでいる企業が少なく、
デジタル人材も少ない。各企業の段階に応じ
てデジタル化や人材育成の支援を行う必要が
ある。

（中小企業団体）
人材不足分野、特に介護などは今後外国人の
働き手が増えていくと思う。

（経営者協会）
若者はキャリアアップに前向きだが、企業に
所属する中堅層のモチベーションアップが課
題となっている。在職者訓練などでそこに手
を付けてほしい。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜意見等＞
WGからの報告内容・改善案につ
いて、反対意見や指摘などはな
し。

具体的改善案として「職業訓練用
キャリアコンサルティングマニュ
アル」を作成することになったた
め、第2回協議会でマニュアルを
報告し、各構成員の承認を伺う予
定。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜意見等＞
訓練計画に関しては特段の意見なし。
WGの改善案として作成した「職業訓練用キャリアコ
ンサルティングマニュアル」に関しては承認され、
積極的な活用を期待する意見が上がった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞

【選定した分野】
介護・医療・福祉分野

【選定した理由】
　
① 令和４年度実績において、就職率が高
い一方で、応募倍率が低い分野であり、
ヒアリングによる検証・改善が必要と思
料されるため。
② 「介護・医療・福祉」業界は慢性的に
人手不足であり、今後も当該分野で活躍
できる人材の育成・供給を強く推し進め
る必要があると思料されるため。

＜対応方針＞
・地域性もあり、「DX化」という段階では
ない企業がほとんどのため、まずは基礎的デ
ジタルリテラシーを普及していきたい。
・外国人訓練について日本語教室に近い訓練
を実施しているが、外国人向け専門的訓練も
今後検討していきたい。
・在職者のスキルアップについては、サブス
ク形式のオンライン講座の提供や人開金の活
用促進など、企業にしっかりと周知していき
たい。

＜対応方針＞
引き続き、定員充足率および就職率
の向上を目指し、ハローワーク内で
の訓練部門・求人部門の連携、訓練
実施機関とハローワークの連携によ
る支援の充実を図る。

＜対応方針＞
改善案である「職業訓練用キャリ
アコンサルティングマニュアル」
を第２回協議会までの間に作成。
第２回協議会で承認を得て、令和
６年度より運用予定。

＜対応方針＞
昨年度とほぼ同様の策定方針だが、「営
業・販売・事務分野」についてはWG改善
案を反映させる、「介護などの人出不足分
野」については業界の魅せ方を検討する、
「IT分野」についてはIT分野以外の訓練
コースに基礎的デジタルリテラシーが身に
つくカリキュラムを積極的に盛り込むこと
とした。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜計画案への反映状況＞
　デジタル分野の訓練コース設定を推進しつ
つ、デジタル分野以外の訓練コースにおい
て、基礎的なデジタルリテラシーが身につく
カリキュラムを積極的に盛り込むこととし
た。

＜計画案への反映状況＞
　令和5年計画より引き続き、ハ
ローワークでの積極的なあっせんに
取り組むこととした。

＜計画案への反映状況＞
　改善案として作成した、「職業
訓練用キャリアコンサルティング
マニュアル」を活用し、キャリア
コンサルティング含む訓練全体の
改善に取り組むこととした。

＜計画案への反映状況＞
　令和5年計画より引き続き、リスキリング事業お
よびリカレント教育の推進について取り組むとし
た。

＜計画案への反映状況＞
　対応方針に記載のとおりR6年度の公的
職業訓練の実施方針として盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞

32 島根 ＜意見等＞
（島根県）
島根県内で実施する地域リスキリング推進事業に
ついて説明。
デジタル関係を中心に、ものづくり関係、経営者
向けなどのリスキリング事業を行っている。

（島根大学）
島根大学で実施しているリカレント教育について
説明。
観光や農林業など地域的特色のあるプログラム
や、社会人の学び直しプログラムを行っている。

＜共有内容、意見等＞
特段の意見なし。

33



労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・人口減少の中で労働力を確保していくため
には、女性や高齢者の活用が不可欠だが、企
業においては女性や高齢者のための職務の切
り出しも必要。また、訓練に関しても女性や
高齢者に特化した内容も検討する余地があ
る。
・首都圏で採用が困難な企業（特にIT関係）
が地方へ進出し人材確保を行うケースが増加
している。これに伴い、リモートワークが可
能な求人が増加している。
・即戦力の採用が厳しいため、未経験者の採
用が増加傾向にある。

＜意見等＞
・IT分野の訓練については、応募率は
高いが就職率が低くなっている状況で
あるが、今後の訓練内容の設定には、
その要因の分析が大切。
・介護、医療、福祉分野の訓練につい
ては、応募倍率は低いが就職率は高く
なっている要因として、賃金が低いと
いうのも一因となっている。また、介
護入門的研修を開催しているが、介護
職に関心が高い地域もあり、訓練場所
も検討する余地があると思われる。

＜意見等＞
・令和５年度については、ＷＧに
おいてデジタル分野を検証。デジ
タル分野４コースの受講生、就職
先企業、訓練実施機関に対してア
ンケート調査を実施し、その結果
を基に効果検証を行った。アン
ケート結果から見える課題及び各
コースにおける今後の訓練内容等
の検討及び新たなコース設定の方
向性を報告。
なお、WGの報告書についての意
見は無かった。

＜意見等＞
・デジタル人材の育成については、多くのこ
とが要求されるが、短期間で身に付くもので
はない。訓練期間が短い為、中途半端な内容
となっている。したがって、デジタル分野の
就職率が低いのは、企業が求めるレベルに達
していないことも要因の一つと思われる。ま
た、訓練を受講する方も、自身で就職できる
レベルではないことを自覚して就職を諦める
ケースもあり就職率を低下させているのでは
ないかと思われる。
・介護、医療、福祉分野について、受講勧奨
の強化を図る際に、やりがいのある業務であ
ることをアピールしていただきたい。

＜意見等＞
・特に意見無し

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
・引き続きデジタル人材が質・量とも
不足しているためデジタル分野を事務
局案として提示した。

＜対応方針＞
・協議会での意見を踏まえ、求人者のニーズ
を的確に把握し、効果的な訓練内容を検討す
る方針。

＜対応方針＞
・就職率及び応募倍率の指標を分析
したうえで、改善の方向性を検討
し、今後の訓練に反映させていく方
針。

＜対応方針＞
・引き続き職業訓練のデジタル分
野への重点化を進め、WGの報告
書を踏まえ訓練内容の一層の設定
促進を実施する方針。

＜対応方針＞
・「デジタル分野」等の応募倍率が高く就
職率が低い分野については、求人ニーズに
即した効果的な訓練内容を検討する方針。
・「介護・医療・福祉」分野等の応募倍率
が低く、就職率が高い分野については、募
集日程の検討及び訓練コースの内容や効果
を踏まえた受講勧奨を強化する方針。

＜意見等＞
・現在の流れではデジタル分野を選定
せざるを得ないと感じる。

＜計画案への反映状況＞
・女性については、出産・子育ての時期にあ
る年齢層の就業率が低い状況にあり、女性の
活躍を促進するため、出産等でキャリアを中
断した女性の再就職を支援することが重要で
ある。高齢者については、生涯現役社会の実
現に向けて、高齢者の継続雇用の環境整備や
再就職に向けた職業能力開発を支援していく
必要があることを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・就職率が高く、応募倍率が低い分
野については、応募・受講がしやす
い募集・日程となるよう検討を行う
とともに受講勧奨を強化する。応募
倍率が高く、就職率が低い分野につ
いては、求人ニーズに即した訓練内
容になっているか検討を行うことを
盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野の職業訓練に関し
ては、デジタル推進人材のみなら
ずデジタルリテラシー人材、中で
も一般企業におけるキーパーソン
的な人材を育成する訓練コースの
設定も目指す必要があることを盛
り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・大学等が実施するリカレント事業について、受
講対象者等を踏まえ、必要によりハローワークで
の周知広報に協力することを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル田園都市国家構想基本方針にお
いてデジタル人材が質・量とも不足の状況
にあるとされていることを受け、ＩＴ関連
の職業訓練について実施機関の確保、訓練
修了者の就職率の向上のための阻害要因を
分析する等により円滑な訓練推進を目指す
必要がある。
人材不足分野である介護系訓練の応募者が
減少傾向にあることから、関連団体と連携
を図る等、業界及び仕事のやりがいのＰＲ
も必要となっていることを盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・他局のR5WGの検証状況も参考とし
ながらデジタル分野を対象訓練分野と
することとした。

33 岡山 ＜意見等＞
・大学が実施しているリカレント教育プログラム
（医療スタッフ、看護師、助産師等が総合的な実
践能力を獲得するプログラム）やデジタルヘルス
人材育成プログラム（ITとヘルスケアの両分野の専
門的知見を併せ持ち、デジタルヘルス産業におけ
る事業開発や起業、医療機関等での業務のDX化を
図れる人材を育成するプログラム）の内容を共
有。
・職業紹介事業者においては、企業から情報収集
を行い、どのレベルのＩT人材が必要なのかを把握
したうえで、自社が運営するスクールにおいてＩ
Ｔ人材の育成を行っている。

＜共有内容、意見等＞

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・事務局から、若い世代を中心にものづくり
系からIT系にシフトしているという傾向があ
ること、G7広島サミット開催後、観光需要
が回復していることについて説明を行った。
・県から、ものづくり分野（金属関連・機械
関連）の入校者は少ないが、就職率は高く、
企業からのニーズは高いとの報告があった。
・構成員から、IT業界は未経験者は採用しな
い企業が多いものの、20代であれば情報系
の大学や専門学校を出ている方で基本情報を
持っている方であれば採用される企業もある
との意見があった。

＜意見等＞
・構成員から、応募者が少ないコー
スを縮小し、応募者多い分野のコー
スを増やす検討ができないかとの意
見があった。
・構成員から、HWに来所せずにPC
で求人を閲覧するような層に対し
て、職業訓練の情報をどのような形
で提供されているのかとの意見が
あった。

＜意見等＞
・令和5年度については、WGにお
いてIT分野と介護・医療・福祉分
野を検証。改善促進案として、実
際に現場で活用できる技能等と習
得スキルのギャップが見られたた
め、訓練生に適したコース設定や
就職に近づくためのカリキュラム
の設定等の報告があった。
・構成員から、IT業界に行きたい
といってもIT業界のイメージがで
きていない方も多いので、概要み
たいなものを授業に入れてほしい
との意見があった。
・構成員から、被介護者の特性に
応じたスキルが必要であること
等、現場のリアルさを伝えること
ができる幅広な講師選定をしてほ
しいとの意見があった。

＜意見等＞
・構成員から、WEB業務に就職しようと
しても求人票の表記では一般事務、営業等
となっているためミスマッチがあり、求人
内容の表記について、改善すべきとの意見
があった。
・構成員から、ものづくりの技能検定申込
者が減少しているため、資格取得者が就職
に有利になる等、企業側で資格を重視する
雰囲気になれば受験申請者に結びつくとの
意見があった。

＜意見等＞
・特段の意見なし。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
選定分野
①IT分野
選定理由
・専門職だけでなく事務職等のニーズも
高く、柔軟な働き方ができる可能性が高
い分野であり、県内事業所の状況把握が
必要なため。
・IT分野の人材育成、確保は県内の喫緊
の課題であり、訓練コースをより充実さ
せるため。
②介護・医療・福祉分野
選定理由
・県内事業所においては、介護職が慢性
的に人材不足なため。
・介護の価値を高めるための生産性向上
等が求められており、介護人材の育成に
当たっては、これまで以上に地域の実
情・ニーズに応じた内容が求めらている
ため。

＜対応方針＞
・協議会での意見を踏まえ、次年度計画に地
域ニーズを反映させ、令和6年4月から県施
設内訓練にデジタル分野のコースを新設予
定。

＜対応方針＞
・求人者・求職者からのニーズを考
慮したコース設定を今後も継続。
・HWを利用しない層への周知方法
を検討。

＜対応方針＞
・IT分野について、①レベル別のコー
ス設定等の工夫、②現場で実際に活用
できるスキル等の付与、③コミュニ
ケーション能力を培うカリキュラムの
設定、④就職実績や修了生の声といっ
た内容を含む説明会等の実施、⑤仕上
がり像の一層の具体化、見える化。
・介護・医療・福祉分野について、①
実習を充実させたコース、介護事務等
も学ぶことのできるコース等、幅広な
コース設定、②実技、職場見学、職場
体験・実習の充実、③コミュニケー
ション能力を培うカリキュラムの設
定、④就職実績や修了生の声といった
内容を含む説明会等の実施、⑤介護現
場のリアルを伝えることができる講師
選定。
・上記のWG効果検証結果を参考とし
て、訓練実施機関募集時に県及び機構
のHPに掲載して、訓練実施機関に広
く周知を行う予定。

＜対応方針＞
・求人票記載内容（仕事内容の充実、訓練
受講生歓迎等）について検討。
・重点分野（デジタル、介護福祉、ものづ
くり、観光）の訓練について次年度計画に
て検討。

＜意見等＞
特段の意見なし。

＜計画案への反映状況＞
・デジタル分野のニーズを反映させて、公共
職業訓練（離職者向け）及び求職者支援訓練
の全体計画数を37人増加させた。さらに、
県施設内訓練において「デジタル技術科」を
新設した。
・旅行・観光分野及びものづくり分野につい
ては、前年度と同程度の規模とした。

＜計画案への反映状況＞
・求人者及び求職者のニーズを考慮
したコース設定を行った。
・HWを利用しない層への周知方法
については、予算を検討する必要が
あるため計画案には記載していない
が、効果的な方法を検討していく。
・デジタル分野の適切な受講斡旋の
ため、HW職員を対象とした訓練実
施機関による訓練説明会の実施を盛
り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・WG効果検証結果を、訓練カリ
キュラムの設定にあたって留意す
べき事項としてまとめ、訓練実施
機関募集時に県及び機構のHPに
掲載して、訓練実施機関に広く周
知を行うことを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・令和５年度計画に引き続き、地域リスキリング
推進事業について盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・求人記載内容については、令和５年度中
にHWへ取組指示を行い、令和６年度も継
続して取り組むこととした。
・重点分野については、地域ニーズを反映
させた計画定員数を策定した。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
選定分野
・IT分野及び介護・医療・福祉分野
検証方針
・令和５年度と同様に訓練効果を把
握・検証し、訓練カリキュラムの改善
を図る。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞

34 広島 ＜意見等＞
・中国経済産業局から、企業のDX推進とデジタル
人材育成の関係について説明があり、国としての
方向性や経済産業省としての取り組みについて情
報共有を行った。
・県から、リスキリング推進協議会最終報告書に
ついて説明があり、構成員間で地域におけるリス
キリングの必要性を確認した。
・構成員から、リスキリングをした場合の労働者
のメリット（待遇や給与面）が明示されないと受
講につながらないとの意見があった。

＜共有内容、意見等＞
共有内容
・中国経済産業局からデジ
タル人材育成プラット
フォームについて説明があ
り、①地域企業のDXを推進
するために、企業内人材や
個人のリスキリングを通じ
て、労働者の学び直しに力
を入れていくこと。②民間
企業等が提供する教育コン
テンツを一元的に集約する
ポータルサイトやケースス
タディ教育プログラム、地
域企業協働プログラムを提
供してDXを推進する実践人
材を育成することについて
情報を共有した。
・広島県から令和６年度の
リスキリング関連支援事業
について説明があり、リス
キリングの機運醸成と実践
支援の二つの柱で支援策を
展開していくことについて
情報を共有した。

意見等
・DXの推進について、大企
業は自社だけでの取り組み
が可能かもしれないが、中
小企業は何をしてよいかわ
からないため、伴走型支援
等の丁寧な支援が必要。
・県内は外国人労働者が多
く、今後も育成就労制度と
なり外国人材を確保してい
くためには日本語教育等の
強化が必要。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
 １．学校法人ＹＩＣ学院から厚生労働省委
託事業として、女性求職者を対象としたＩＣ
Ｔ活用できるサポーターの養成とその伴走支
援をするポータルサポートシステムを構築す
るプログラムについて紹介。
　仕上がり像として、学校や企業でＩＣＴ推
進の支援に必要な知識や技術を習得したＩＣ
Ｔ支援員や企業の中で活躍できるＩＣＴ活用
サポーターを育成することについて、男女の
区別が必要かという意見があった。
２．下関市立大学が実施しているリカレント
教育、特に下関市のくじら、捕鯨に関連した
地域振興や新規ビジネスにつなげる方策を学
ぶコースについて説明。

＜意見等＞
１．就職率が70％を下回っている
訓練分野について、要因の分析をし
ているか？
２．受講生の充足率を向上するため
に取組んでおられることは？

＜意見等＞
・令和５年度は、ワーキンググループ
において「ＩＴ分野（デザイン分野を
含む）」を検証。
　企業からは、ＩＴ専門の人でなく、
ＩＴもできる人材を、また、将来それ
を活用できる人材を求めているという
意見があった。
　ＩＴスキル以外に、「営業・接客に
関する知識」いわゆるビジネスマナー
の習得について企業や修了生から高い
評価を得たことから、今後もカリキュ
ラムに盛り込んでいくことが必要とい
う報告があった。
　構成員からは予算の範囲で可能なも
のから実施してほしいとの意見があっ
た。
　構成員からは、カリキュラムの見直
しについて、ワーキンググループの提
言をどのように対処していくのか、ま
た、高度なスキルを短い期間で習得で
きるのかという意見があった。

＜意見等＞
１．受講生の確保、就職率向上に向けて、
①ハローワーク職員の知識の向上を図る研
修等の実施、②ハローワーク職員による訓
練施設見学による訓練科目の理解促進など
を実施する等が必要。
２．高齢者向けの訓練に基礎的なデジタル
リテラシー向上を図るとあるが、何歳以上
の高齢者を対象としているのか？

＜意見等＞
１．６年度の実施方針にあたって、４年度の実施状
況を分析されたということだが、５年度の状況はい
かに？
　特に常設訓練の充足状況と応募状況、合わせて委
託訓練の開講状況についてご教示を？
２．ＩＴ・デザイン分野の就職率が低いことに関し
て、求人が少ないということが就職率が低い要因
か？
３．ＩＴ関係の訓練受託者（実施機関）の開拓を図
るとあるが、オンライン受講について進めていくと
いう考えはないのか？
　また、オンラインでの開講は検討しているのか？

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
〈選定案〉
・「介護・医療・福祉分野」
〈選定理由〉
・構成員に対して、ワーキンググルー
プで効果検証を行う訓練分野につい
て、アンケート（３分野までの複数回
答）を実施
　アンケート結果は、営業・販売・事
務分野（８名）、介護・医療・福祉分
野（７名）、ＩＴ分野（６名）の結果
に。
　事務局から、①５年度のアンケート
結果で２番目だったこと、②人材不足
分野であること。③充足率が低いもの
の、就職率が高い分野であること、な
どの理由により「介護・医療・福祉分
野」について提案。

＜対応方針＞
上記1に係る受講生の募集について、局及び
ハローワークと連携し、周知・啓発、受講勧
奨に努める。
　男女の区別は、当面は事業として対象者を
絞って、将来的には男女問わずも検討した
い。

＜対応方針＞
１．局、県、機構においては具体的に要
因分析は行っていない。各コースをひと
つずつ分析する必要がある。
２．訓練内容が分かりやすい訓練科名に
変更するなどの工夫を行っている。
　また、県の施設内訓練は充足率が低い
ことから、ポリテクセンターの手法につ
いて、3機関会議で協議したり、ハロー
ワークと連携し、学校訪問を通じ、オー
プンキャンパス、学校紹介への参加を促
し、特に新卒者の入校増加に努めたい。

＜対応方針＞
　ワーキンググループの提言につ
いて、6年度の訓練計画に反映さ
せた内容を第2回の協議会で報告
させていただきたく。
　高度なスキルの習得について
は、今回、検証した訓練は、短期
訓練において、ＩＴスキル標準レ
ベル1以上に相当する資格やＰＨ
Ｐ、初級の資格取得を目指すコー
スが中心である短期訓練であるこ
と。

＜対応方針＞
１．ハローワーク職員のＩＴ分野に関する
知識向上研修を今年度中に開催する方向で
検討中。
２．県委託訓練として令和４年度から実施
しており、対象は60歳以上、国の委託訓
練実施要領にも規定あり。

＜意見等＞

＜計画案への反映状況＞
・「人材ニーズ」として、ＩＣＴ人材育成や
ＩＣＴ支援員養成プログラムの開発に取り組
んでいる。

＜計画案への反映状況＞
・就職率の実績は記載せず、目標値の
み記載
・県立高等産業技術学校においては、
雇用情勢や社会の変化に即応した訓練
を実施するため、地域の企業、教育機
関、職業紹介機関などで構成される学
校運営協議会を通じて地域のニーズを
把握、必要に応じ、訓練科目、内容の
不断の見直しを行う。

＜計画案への反映状況＞
・企業ニーズの求める人材育成のた
め、デジタル分野以外のすべての訓練
コースにそれぞれの訓練分野の特徴を
踏まえたデジタルリテラシーを含むカ
リキュラムの設定の促進
・個別の訓練コースの訓練修了者等へ
のヒアリングを通じ、訓練カリキュラ
ムの改善を図る。
・基礎的なデジタルリテラシーの向上
が必要なことから訓練実施施設の開拓
及び一層のコース設定の促進に努める
とともに、デジタル分野以外のすべて
のコースにおいてデジタルリテラシー
の向上促進を図る。

＜計画案への反映状況＞
・「人材ニーズ」として、ＩＣＴ人材育成やＩＣ
Ｔ支援員養成プログラムの開発に取り組んでい
る。（再掲）

＜計画案への反映状況＞
・高齢の求職者のＩＴ等に関する能力向上
を図るため、新たな訓練実施機関の開拓と
訓練設定数の増加を検討する。

【参考】
ハローワーク職員向けデジタル分野理解促
進研修」の開催（令和６年２月）

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
・介護・医療・福祉分野に決定
　訓練実施機関３機関にアンケート、
ヒアリングを実施。その後、訓練実施
機関の協力のもと訓練修了生（３名以
上）とその就職先事業所（３件以上）
にアンケート、ヒアリングを実施し、
効果検証による訓練内容の見直しなど
の提案を行う。

35 山口 ＜意見等＞
１．学校法人ＹＩＣ学院から厚生労働省委託事業
として、女性求職者を対象としたＩＣＴ活用でき
るサポーターの養成とその伴走支援をするポータ
ルサポートシステムを構築するプログラムについ
て紹介。
　仕上がり像として、学校や企業でＩＣＴを推
進。支援に必要な知識や技術を習得したＩＣＴ支
援員や企業の中で活躍できるＩＣＴ活用サポー
ターの育成。
２．下関市立大学が実施しているリカレント教
育、特に下関市のくじら、捕鯨に関連した地域振
興や新規ビジネスにつなげる方策を学ぶコースに
ついて説明。
３．氷河期世代に対する就職支援、職業訓練への
誘導について、ハローワークの専門窓口で実施し
ているが、本人のニーズを踏まえ、誘導する必要
がある。
４．ジョブ・カードの作成について、一部のハ
ローワーク以外、時間が限定されており、ジョ
ブ・カードが必要となるデュアルコースや長期高
度人材コースの受講率が低くなるため、オンライ
ンでジョブ・カードが作成できるキャリア形成・
学び直し支援センターの活用について周知を図っ
ている。

＜共有内容、意見等＞
・（情報提供）令和７年度
における県立高等産業技術
学校における訓練科の見直
しについて。
・高齢・障害・求職者雇用
支援機構山口支部が実施す
る生産性向上訓練（在職者
訓練）の定員について、令
和５年度の倍となる目標
（計画）を設定しており、
オーダーメイドコースのほ
か、多くの要望に応えるた
めの計画としている。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
１．令和５年１２月末現在の充足状況、応募状況及
び開講状況を手持ち資料により説明。
　次回以降、これらの情報を計画に掲載するかにつ
いて検討したい。
２．求人の内容やデジタル分野の用語を理解するた
めのハローワーク職員を対象とした研修の実施や専
門求人、また、訓練修了者の技量に沿った求人の開
拓を行っていく。
３．県外の企業（訓練実施機関）から参画の希望が
あれば丁寧に回答し、参画していただけるように対
応している。
　委託訓練の場合、一部、通所が規定されており、
すべてオンラインで対応は困難。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・徳島大学から、文科省リカレント教育推進事業
に採択された「エンゲージマネジメント実践講座
（とくしまリスキリング講座）」について説明が
あり、取組内容を構成員間で共有。また、事業主
団体から傘下企業に対し、同講座について周知を
実施。

＜意見等＞
・求職者支援訓練の基礎コースと実践コース
の配分については、求人・求職双方のニーズ
を的確に反映したものと思料。

・訓練のカリキュラムについては、専門的な
スキルに、職種間の共通スキル（対人面のコ
ミュニケーション能力、説明力、提案力等）
を組み合わせ、内容を充実させる必要があ
る。実践コースにおいても、専門的スキルの
取得だけでなく、それぞれの分野に必要な共
通スキルをカリキュラムに組み込む考え方が
必要であり、そのことが、就職へのマッチン
グをより高めるものと考える。

＜意見等＞
　構成員から特段の意見等なく、令和６年度徳島県
地域職業訓練実施計画（案）について、協議会構成
員の了承を得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
　構成員から、第１回協議会におい
て、県内多くの中小企業等で人材の確
保・定着に苦慮し、労働力不足が深刻
な状況になりつつあるとの意見が多数
あったところでもあり、人手不足分
野、その中でも特に、公的職業訓練と
の関連性も高く、長年、人材不足への
対応が課題とされてきた「介護分野」
を選定することを提案。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
　職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、一層
のコース設定の促進、また、介護・医療・福祉分野
（人材不足分野）の訓練コースは応募・受講しやす
い日程を検討した上で、訓練コースの内容や効果を
踏まえた受講勧奨を強化することを盛り込んだ実施
計画を策定。

＜意見等＞
　構成員から特段の意見等なし。

＜共有内容、意見等＞
　公益財団法人介護労働安
定センター徳島支部より
「介護分野における人材確
保のための雇用管理改善推
進事業」などの取組につい
て説明があり、取組内容を
構成員間で共有。

＜意見等＞
・人手不足が続く中、生徒数の減少、進学率の
上昇等から、製造現場の担い手となる工業高校
からも新規高卒の採用が難しい状況。また、大
卒理系の採用も進まず、大卒文系を工作機械の
要員として、1年程かけて育成している企業も
ある。ものづくり分野の労働力を確保する観点
からは、構造的に大卒文系等を採用・育成して
いくことを企業としても考え、同時にそのこと
を見据えた公的職業訓練の制度設計、企業内の
人材育成等を支援する施策が必要。

・ITスキルを習得するデジタル分野は、訓練修
了者に対する企業側の認識（例えば、IT業務全
般を習得しているとの認識）にもミスマッチが
ある。企業向けの訓練施設説明会や制作物の発
表会等を実施し、訓練内容及び訓練修了者の習
得レベルをより明確に発信することが必要であ
り、そのことが、就職へのマッチングをより高
めるものと考える。

・IT技能を習得していても、実際の業務では、
電話応対、コピー、FAX、メール等もできない
と事務職はこなせず、ＰＣしか知らないでは業
務に適応していくことは難しい。公的職業訓練
においても、ITの専門的・技術的なカリキュラ
ムだけでなく、職種間の共通スキル（対人面の
コミュニケーション能力、説明力、提案力等）
や総合的に業務をこなすことができる実践的な
カリキュラムを追加することが必要。

・業務データをどのように活かし、それを用い
て何をアウトプットするのか、習得したIT技能
を実際の業務にどのように活かすのか、そこま
でスキルを落とし込んでいかないと、企業で活
躍できる人材を育成することは難しい。公的職
業訓練をはじめとする人材開発施策において
も、実践的なカリキュラムによる訓練内容の充
実や企業内の人材育成支援について検討が必
要。

・専門的・技術的職業、サービス、生産工程、
介護関連などの人材が不足している職種につい
て、職業訓練により担い手を育成していくこと
が公的職業訓練の政策的な役割の一つではある
が、訓練の受講によりスキルを身につけても、
雇用環境や待遇の改善が図られなければ、人材
の確保・定着は進まない。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
・デジタル分野の訓練を受講して
も、IT企業が求める人材は、ハー
ドウェア、ネットワーク、アプリ
ケーション等IT業務全般をマス
ターした人材であり、その育成に
は長期間を要することから、これ
を職業訓練（６月）に求めること
は難しい。

・訓練修了者のITスキルについ
て、企業側の認識（IT業務全般を
習得しているとの認識）のミス
マッチもある。企業向けの訓練実
施機関説明会や制作物の発表会等
を実施し、訓練内容及び訓練修了
者の習得レベルをより明確に発信
することが必要であり、そのこと
が、就職へのマッチングをより高
めるものと考える。

・中小企業では、WEBデザイ
ナーなど、一つのIT分野に特化し
たスペシャリストを雇い入れる余
裕はない。県内企業の規模及び現
下の人手不足の状況を勘案すれ
ば、広く浅くIT業務全般に対応で
きる人材を養成していく方針が必
要であり、専門的なスキルの習得
だけでなく、職種間の共通スキル
（対人面のコミュニケーション能
力、説明力、提案力等）を習得す
るカリキュラムも必要。

36 徳島
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
　「介護分野」を選定。
　なお、効果検証の実施にあたって「関
連就職」などの視点も考慮し、ヒアリン
グ対象の選定において、「訓練実施機
関」、「訓練受講者」、「受講者を採用
した企業」以外に、入口においては「①
介護分野の訓練へ受講申込をしたが開講
前に辞退した者」、「②介護分野を希望
して事前の訓練説明会には参加したが受
講申込をしなかった者」及び「③介護分
野の訓練を受講勧奨したが受講申込をし
なかった者」、また、出口においては
「④介護分野に就職した者」と「⑤介護
分野以外で就職した者」の５つのケース
をヒアリング対象とする予定。

＜対応方針＞
・就職へのマッチングを高める観点から、
各訓練分野の専門的スキルの習得だけでな
く、職種間の共通スキル（対人面のコミュ
ニケーション能力、説明力、提案力等）の
習得に資するカリキュラムを組み合わせて
実施するよう、求職者支援訓練において
は、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機
構を通じて、訓練実施機関へ提案するとと
もに、委託訓練においては、仕様書の見直
し等を検討する。

＜対応方針＞
・訓練受講者及び求人企業がカリキュラムにより習
得できる知識・技能への認識のミスマッチを防ぐた
め、受講者に対しては応募前の訓練施設説明会や見
学会を複数回実施し、求人企業に対しては、ハロー
ワークと連携し、職業紹介時や面接会などにおい
て、訓練内容及び訓練修了者の習得レベルをより明
確に発信するとともに、求人企業向けの訓練施設説
明会や制作物の発表会等の機会を設けるよう訓練実
施機関に提案する。

・就職へのマッチングを高める観点から、各訓練分
野の専門的スキルの習得だけでなく、職種間の共通
スキル（対人面のコミュニケーション能力、説明
力、提案力等）の習得に資するカリキュラムを組み
合わせて実施するよう、求職者支援訓練において
は、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構を通じ
て、訓練実施機関へ提案するとともに、委託訓練に
おいては、仕様書の見直し等を検討する。

・企業で活躍できる人材を育成するため、各訓練分
野において習得した専門的スキルを実際の業務にア
ウトプットできるよう、企業における採用、人材育
成などの現状を踏まえ、より実践的なカリキュラム
を組み込むよう訓練実施機関に提案する。

・求職者のスキルアップは円滑な労働移動に資す
る。また、企業内の人材育成は労働生産性の向上に
資するとともに、人材育成が充実した企業には、優
れた人材が更に集まり、人材の確保にも資するとこ
ろ。こうした人材育成と人材確保の好循環を生み出
せるよう、上記の取組を進め、公的職業訓練のカリ
キュラムの充実を図るとともに、人材開発支援助成
金の更なる活用を促進していく。

＜対応方針＞ ＜対応方針＞
・訓練受講者及び求人企業がカリ
キュラムにより習得できる知識・
技能への認識のミスマッチを防ぐ
ため、受講者に対しては応募前の
訓練施設説明会や見学会を複数回
実施し、求人企業に対しては、ハ
ローワークと連携し、職業紹介時
や面接会などにおいて、訓練内容
及び訓練修了者の習得レベルをよ
り明確に発信するとともに、求人
企業向けの訓練施設説明会や制作
物の発表会等の機会を設けるよう
訓練実施機関に提案する。

・就職へのマッチングを高める観
点から、各訓練分野の専門的スキ
ルの習得だけでなく、職種間の共
通スキル（対人面のコミュニケー
ション能力、説明力、提案力等）
の習得に資するカリキュラムを組
み合わせて実施するよう、求職者
支援訓練においては、（独）高
齢・障害・求職者雇用支援機構を
通じて、訓練実施機関へ提案する
とともに、委託訓練においては、
仕様書の見直し等を検討する。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
　人材の量的質的な不足の報告が複数の構成
員からあり、「国・県・市・経済団体が役割
分担し人手不足問題に取り組んでいかないと
いけない」との意見があった。
　ものづくり分野については「魅力発信が足
りていない」「最新機械で訓練してほしい」
との意見が、運輸・建設分野については
「2024年問題対策・高齢化対策として、若
年者に訓練で運転免許を取得させてほしい」
との意見があった。女性のスキルアップの促
進を期待する意見もあった。
　職業紹介事業者からは、新規求人数は技術
職が１番多いが求職者数は事務が多くミス
マッチ状態であることの報告と、離職者より
も在職者への訓練が必要との意見があった。
　在職者訓練については「中小企業は短期
間・短時間で実践的な訓練を望んでいる」と
の意見があった。

＜意見等＞
　全体としては３～５年度にかけて
受講者数、定員充足率、就職率が増
加しているものの、一番受講者数の
多い事務分野が就職率が低いこと、
香川はIT分野のコース設定が少ない
ことを報告。
　構成員からは「応募倍率が100％
超であれば定員は埋めてほしい。選
考で不合格にするなら二次募集等の
対応をすべき。」との意見があっ
た。

＜意見等＞
　令和５年度については、WGに
おいて事務分野を検証。実務で使
えるスキルのニーズが高いことや
就職率改善の取り組みを行うこと
を報告。
　構成員からは、「事務分野の就
職率改善に向けた今後の取り組み
を見守りたい」という意見があっ
た。また「就職した方だけでな
く、就職が決まらなかった方への
ヒアリングも参考になるのではな
いか？」との意見もあった。

＜意見等＞
　構成員からは「企業からも県民からも頼
りにされるパートナーになるよう引き続き
がんばってほしい」と激励があった。

＜意見等＞
構成員から「コロナの感染症法上の５類移行に伴い
インバウンドをはじめ、旅行需要の回復が見られる
が、旅行・観光分野においてコース設定はしないの
か？」との意見があった。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
デジタル分野を令和６年度の検証対象
案として選定。選定理由として、重点
分野であることに加え、ニーズが高い
分野であるが十分なコース数が確保で
きておらず、就職率にも課題があるた
め、検証を行うことで課題解決を図る
ことを説明。

＜対応方針＞
　構成員の意見やハローワークニーズ調査結果
を踏まえ、以下の対応方針を決定。
①女性から希望が多い短期短時間のコースやオ
ンライン・ｅラーニングのコース設定を推進す
る。
②求職者支援訓練の基礎コースは、就職率が高
く、また労働市場への復帰の足掛かりとなり人
手不足対策にもなり得るため、割合を維持す
る。
③在職者向けの訓練については、香川は量的に
充実し、内容もニーズを反映していることから
継続する。

＜対応方針＞
　定員充足率は高いが就職率が低い
事務分野については、今後就職率の
改善に取り組む。
　IT分野のコースが少ないことへの
対応として、次年度は、委託訓練で
は１コース増やし、求職者支援訓練
では実施機関開拓に取り組む。

＜対応方針＞
　以下の取り組みを今後行うこと
で、就職率の底上げを図ってい
く。
①就職率の高い実施機関の就職支
援の取り組みを全実施機関に情報
提供し、就職支援力の強化を図
る。
②実務で使えるスキルの習得を意
識してカリキュラム設定を行うよ
う実施機関に働きかける。
③就職にはパソコン＋αが有利で
あることを情報提供し、ITリテラ
シーを習得するカリキュラム設定
を働きかける。

＜対応方針＞
　以下の方針を報告し構成員より同意を得
た。
・委託訓練については、デジタル分野の定
員を増加し年間通してデジタルスキルの習
得機会を確保する。デジタルリテラシー習
得をカリキュラムに盛り込めないさぬきう
どん科を廃科する。
・求職者支援訓練については、コロナ前の
定員数に戻すものの、分野毎の割合は維持
する。

＜意見等＞
香川県では製造業の事業所が多く、製
造工程を省力化・ロボット化するニー
ズが高いなど、ＩＴ、デジタルといっ
てもWEB関連から生産工程における生
産性向上など幅広いので、デジタルス
キルの幅を意識した調査を望む意見が
あった。

＜計画案への反映状況＞
①女性のスキルアップに期待する意見を踏ま
え、求職者支援訓練の地域ニーズ枠ではオンラ
イン・eラーニングコースを対象とするととも
に、求職者支援訓練全体の認定上限値が大幅減
となるなか、当該コースについては前年度の規
模を維持した。
②就職率が全国平均を上回る求職者支援訓練の
基礎コースについては、認定規模の目安である
求職者支援訓練全体の30％を上回る定員計画
数（36.5％）とした。
③在職者訓練はポリテクセンターが実施する生
産性向上支援訓練を中心に定員数を215人増加
させた。

＜計画案への反映状況＞
事務分野の就職率改善に向けて、
WGが実施したヒアリング結果を踏
まえ、就職支援策の見直しを働きか
けることを盛り込んだ。
また、IT分野のコース拡充に向け、
訓練委託費等の上乗せ措置を周知
し、訓練実施機関の開拓に取り組む
ことを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
WGが実施したヒアリング結果を
踏まえ、引き続き訓練実施機関対
象の事務説明会や訓練機関訪問時
の機会を活用し、就職率が高い訓
練機関の取り組みを周知するとと
もに、訓練カリキュラム・就職支
援等の見直しを働きかけることを
盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
訓練開始前及び訓練期間中に、ハローワーク、各
訓練機関にて実施しているキャリアコンサルティ
ングの取り組みを盛り込んだ。地域リスキリング
推進事業について、令和６年度においては「情報
通信交流館維持管理・運営事業」、「官民連携DX
トライアル事業」、「中小企業ITパスポート等取得
支援事業」を対象とする旨、盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
委託訓練では、デジタル分野の新たなコー
スを設定すること、デジタルリテラシー習
得の措置が延期となったため引き続き、さ
ぬきうどん科を設定することを盛り込ん
だ。
求職者支援訓練については、基本的に分野
毎の割合は維持することとするが、求職者
のニーズの高い事務分野、地域ニーズ枠に
ついてはその割合を高めることとした。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
当初案のとおり、デジタル分野を検証
対象とし、IT関連企業に限らず製造業
なども対象に検証を行うこととする。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
旅行・観光分野については、従来「観光おもてなし
科」を設置していたものの、応募者数が低調に推移
していたため数年前に廃科にしたが、求職者のニー
ズなど今後の状況に応じて設置を検討したい旨説
明。

37 香川 ＜意見等＞
　キャリアコンサルティングの取り組みを機構よ
り報告。
　大学が実施しているリカレント教育について、
種類や内容を紹介。「訓練とは異なるニーズに対
応している」との意見があった。

＜共有内容、意見等＞
香川県より、特例交付税措
置の対象とする地域リスキ
リング推進事業について紹
介。
県より県民がパソコンの基
本操作等を学ぶ機会を措置
する「情報通信交流館維持
管理・運営事業」、「官民
連携DXトライアル事業」
を、高松市より中小企業を
対象に、ITパスポート試験等
の合格補助を行う「中小企
業ITパスポート等取得支援事
業」を計画していることを
紹介し、構成員間で共有。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・令和４年７月の改正により求職者
支援訓練と公共職業訓練の垣根がな
くなったこともあり、日程や内容が
重複するＯＡ系、介護系の訓練を中
心に定員に対し定員充足率が低調な
訓練があるが、労働局とも連携し、
周知の強化、訓練のスケジュール調
整に取り組んでいる。
・ポリテクが実施している企業実習
付きコースについて、愛媛県は若年
者が流出しているので、愛媛にも素
晴らしい企業があることを知ってい
ただく機会にもなり、雇用にもつな
がる有意義な訓練であるとの意見が
あった。

＜意見等＞
・令和５年度については、WGに
おいてデジタル分野を検証。ニー
ズを踏まえた訓練内容・訓練期間
の検討、社会人としてのコミュニ
ケーション能力は必要であるため
時間数を増やす、応用力をつける
ため実践に即した訓練内容とす
る、eラーニングの活用勧奨、
OA訓練との違いが分かるよう補
助資料を作成するなど訓練カリ
キュラム等の改善を行うととも
に、訓練申し込み前から訓練修了
後3か月まで一貫した就労支援の
強化を図り、SNS等を活用し、
受講者の確保を図るなどの改善策
について報告があった。

＜意見等＞
・事務局より令和６年度訓練実施計画策定
に向けた方針（案）について、デジタル分
野の就職率向上のため、受講希望者のニー
ズに沿った適切な訓練を勧奨できるようハ
ローワーク訓練窓口職員の知識の向上や事
前説明会等の機会確保を図ることなどにつ
いて提案した。
・訓練コースや支援が多すぎてわかりにく
い、ハローワーク職員のスキルアップも図
るとのことだが、それ以上にハローワーク
の体制整備が必要であるとの意見があっ
た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
「営業・販売・事務分野」
　委託訓練、求職者支援訓練共に訓練
コースの設定、受講者数も非常に多い
分野ではあるが、就職率が他と比べて
やや低い状況が見受けられるため選定
した。

＜対応方針＞
・医療・介護・福祉分野は就職率が高く、応
募倍率が低い分野であるが、求人ニーズは高
いことから、引き続き訓練コースを設定し、
更なる魅力を発信するとともに、訓練コース
の内容や効果に関する周知の強化を行い、受
講者の確保を図ることとする。
・デジタル分野に重点化し、引き続き訓練定
員数を拡充することとする。
・キャリア形成のためジョブ・カードの普及
促進を積極的に図ることとする。

＜対応方針＞
・引き続き、同時期に同種や類似の
訓練コースが重ならないよう、調整
（開校時期、対象レベル、使用ソフ
ト、訓練時間・期間を変更する等）
を図るとともに、ＳＮＳ等を活用し
た効果的な周知広報を関係機関と連
携して実施する。
・企業実習付き訓練については引き
続き実施していく予定。

＜対応方針＞
・報告内容を受けて、R6年度か
ら、委託訓練については受託先募
集の際周知・勧奨、委託要綱等に
盛り込み、求職者支援訓練につい
ては認定申請の募集をかける際、
周知・勧奨を行うこととし、計画
に反映する予定。

＜対応方針＞
・SNS等を活用して周知するのと並
行して、ハローワーク職員のスキル
アップ及び求職者一人一人に情報が届
くよう簡易な周知方法を検討すること
とする。

＜意見等＞
特になし

＜計画案への反映状況＞
・求人ニーズの高い医療・介護・福祉分野に
ついて、引き続き訓練コースを設定し、更な
る魅力を発信するとともに、訓練コースの内
容や効果に関する周知の強化を行い、受講者
の確保を図ること
・デジタル分野に重点化し、引き続き訓練定
員数を拡充すること
・キャリア形成のためジョブ・カードの普及
促進を積極的に図ること
について計画案に盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
・引き続き、同時期に同種や類似の
訓練コースが重ならないよう、調整
（開校時期、対象レベル、使用ソフ
ト、訓練時間・期間を変更する等）
を図るとともに、ＳＮＳ等を活用し
た効果的な周知広報を関係機関と連
携して実施することについて、計画
案に盛り込み、企業実習付き訓練に
ついては引き続き実施していくこと
を説明した。

＜計画案への反映状況＞
令和5年度に実施したWGの検証
報告を踏まえ、デジタル分野にお
ける訓練カリキュラム等の改善促
進策について計画案に盛り込ん
だ。

＜計画案への反映状況＞
特になし

＜計画案への反映状況＞
・SNS等を活用して周知すること
・ハローワーク職員の知識の向上や訓練実
施施設による事前説明会や見学会に参加で
きる機会の確保を図ること
について、計画案に盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「営業・販売・事務分野」を対象と
し、令和5年度と同様に訓練効果を把
握・検証し、訓練カリキュラムや就職
支援策を検討する。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
①について、5年度の実績が低調であったため、6年度
の計画となった。原因としては、長期の訓練であるこ
と、ワーキンググループで分析した中で、ＩＴの高度人
材に関しては、経験者を求める傾向が強いため、そう
いった分野の就職に結びつかない可能性であったり、Ｏ
Ａコースとか、ＩＴコースとか様々ある中で、自分がど
の分野に適しているのか、わかりにくくて判断できない
ところも原因かと思われる。関係機関と連携し、訓練
コースがよりわかりやすくなるように、周知・広報して
いく旨県が説明。
④について、施設内訓練の中でも就職率は高いが、コー
スによっては、充足率が低いというコースもある。就職
状況が良いこともあり、訓練を経ずに、働くという選択
をしている方も多いのは事実であり、変えていかないと
いけない部分もあるかと思うが、一方でセーフティネッ
トの部分もあるので一定の構えも必要である。最近の応
募状況を見ると、高齢者の方の応募も増えており、人生
１００年時代の訓練、何歳からでも始められるというよ
うなリスキリングの形に転換していくべきなのかとか、
施策の転換も考えていかないといけないのか意見も踏ま
え、今後検討していく材料としたい旨県が説明。

上記のとおり質疑があったが、計画案自体は修正されず
に了承された。

38 愛媛 ＜意見等＞
・愛媛大学が実施しているリカレント教育の内容
を構成員間で共有。ＤＸやＧＸといっても色んな
分野があり、企業総がかりで取り組まないと導入
は困難であること、需給アンバランスの問題（必
要な部分で不足、儲けられる分野に求人・求職が
ない等）、地域のハブ人材が必要であること、地
方ではお金をかけてまで人材育成を行う企業は少
ないこと等の報告があった。

＜共有内容、意見等＞
特になし

＜意見等＞
・雇用失業情勢について、医療・福祉分野の
求人が全体の３割を占めていること、卸・小
売業、サービス業、製造業、建設業の順で求
人が多いことや、製造業では食料品製造業、
輸送用機械器具、繊維工業、パルプ・紙・加
工品製造業の順で多いこと、人手不足感が強
くなっている中で必要な人材を確保し、生産
性を向上させるための人材育成が必要となっ
ていること等の説明があった。
・県では令和４年２月にDX実行プランを作
成し、令和12（2030）年度までにデジタ
ル人材を１万人輩出するとともに、一人当た
り県民所得を300万円に引き上げることを目
指して取り組みを進めていること、企業誘致
に関し優遇制度や立地ミーティングの開催、
民間主催のマッチングイベントでのＰＲ等に
よりＩＴ関連企業を含む16社の誘致に成功
した旨説明があった。
・子育て中の女性については、キャリアデザ
インの視点は未浸透で、子育てをしながら働
こうと思った時には自身の希望の職種や、ど
んな風になっていきたいか等、今後のキャリ
アを考えながら仕事探しができる状況にない
等の報告があった。

＜意見等＞
①委託訓練について、ＩＴ技術者のニーズは高いが、Ｉ
Ｔ技術者養成コース（２年間）の定員は減少し、短期の
訓練の定員を維持していることについて、長期の訓練は
敬遠される状況にあるのか等について質問あり。人材と
しては求められている分野なので、マッチングができた
ら良いのにとのこと。
②訓練修了者歓迎求人について、マッチングに資するよ
うなものであれば積極的に実施して欲しいとの意見が
あった。
③DXについては大学でも実施しているが、GXは検討し
ているが実施が困難な状況にある。公的職業訓練や民間
の事業所等での実施状況について質問があったものの、
GXについて有効な情報は共有できなかった。
④計画の内容について異議はないが、学卒者訓練につい
て、高校卒業者も減少、進学率も上がり、就職も引く手
あまたの状況の中で、職業訓練に行って就職するという
選択肢は昔に比べ少ないと思う。また、2年間職業訓練
に行く場合は生活費等の問題もあり、現実的にできる方
はかなり限定されるので、人を集めるのは困難な状況だ
と思う。受講した方の年齢構成や収入状況がどうなのか
というような状況も踏まえながら、改善できるような部
分がどこにあるのか分析し、検討していただければ良い
と思う。新卒が採用できる時代であれば、中途採用は敬
遠されていたので、技術を身につけてから、企業に入り
ましょうという流れがあったと思うが、今はその状況が
変わってきているので、その辺は時代の流れに合わせて
検討いただければ良いと思うとの意見あり。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
「県内企業のデジタル化」に向け、県内企業
のニーズに合った訓練設定（離職者訓練・在
職者訓練）を図りつつ、デジタル分野以外に
ついても少子高齢化が進む高知県の現状を踏
まえた地域に必要とされる訓練（介護・看
護・保育等）の拡充が必要。また、高知県と
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が実
施する訓練の差別化及び県と機構との更なる
連携について検討するよう意見があった。

＜意見等＞
理容・美容分野の定員数が年々少な
くなって来ているという意見があ
り。

＜意見等＞
構成員からは、WGの取り組みに
ついて非常に良い取り組みである
という意見があり、各検証結果に
ついて訓練施設にフィードバック
して改善に取り組んでほしいとの
こと。他に、ヒアリング対象が、
１施設１企業１受講者となったこ
とについて、令和６年度方針の元
になる内容としては偏っているの
ではないか、サンプル数を増やし
て実施した方がよいとの意見が
あった。

＜意見等＞
委託訓練を含む公共職業訓練の受講率の低
下について報告があり、受講率、就職率の
向上について次のような意見が出された。
例えば事務系経理分野の訓練においては簿
記資格取得だけでなく「会計ソフトが使え
るようになること」や医療事務系訓練では
医療事務資格取得だけでなく「電子カルテ
が使えるようになること」など実践に即し
たカリキュラムの構成の提案や、WGのヒ
アリング結果においてスキルアップの評価
される部分は応募を検討する求職者や受講
生に展開していただきたいという意見が
あった。

＜意見等＞
（第１回目の協議会において構成員から、理容・美
容分野の定員数が減少しているとの意見があったこ
とを踏まえ）令和６年度計画案の審議に当たり、訓
練認定の仕組みや訓練ニーズ等、資料を用いて丁寧
な説明を行った。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
・令和６年度のヒアリング調査の対象と
して「営業販売事務」を選定した。選定
理由として「応募倍率が低く、就職率が
低い分野」であること、また、当県では
設定数が一番多い訓練であり、パソコン
スキルの習得を目的とした基礎的な訓練
から会計、宅建等専門的なスキルを習得
するものまで様々な訓練があるが、パソ
コンスキルを習得する訓練に絞ってその
必要性や発展性を検証する必要があると
判断したことによるものである。
・また、ヒアリングのサンプリング数に
ついては、訓練施設及び就職先の企業を
それぞれ３か所、訓練受講者３人とす
る。

＜対応方針＞
県においては、デジタル重点化としてのデジ
タル分野と地域ニーズに即した介護分野の離
職者向け訓練定員数を拡充する方針の説明あ
り。機構からはデジタル重点化としてコース
増加を図るため開拓促進及び認定申請の簡素
化に取り組む説明があった。なお、訓練の差
別化についてはWGにおいても取り上げてお
りR6年度の実施計画の策定にも対応を盛り
込み、実施期間や内容について調整を行うこ
ととしている。

＜対応方針＞
当会議等において実施方針の説明を
しているが、定員に足りない場合は
ニーズのある分野にゆり動かしを
行っているものであり、意図的に少
なくしているものではない旨、高知
県からの説明があった。

＜対応方針＞
WGの報告については確実にヒア
リング対象施設に提供するととも
に、課題が出た部分について改善
を促す。また、次年度の効果検証
WGの対象は、比較対象ができる
複数の対象にヒアリングするよう
に検討することとしている。

＜対応方針＞
カリキュラムの方針案については訓練編成
時の検討事項とする。また、ハローワーク
においてWGの結果報告から、好事例等の
情報提供等求職者への働きかけを強化する
方針。また受講生へのモチベーションの維
持等の方策も検討する。

＜意見等＞
分野の選定について、特段の意見は出
なかった。

＜計画案への反映状況＞
デジタル分野と介護分野の訓練定員数の拡充
について報告するため令和６年１月末時点の
令和５年度訓練実施状況について表を作成し
協議会で提供説明した。なお、応募倍率が高
く、就職率が低い分野としてIT分野を認定
し、訓練内容の検討等を盛り込んでいる。な
お、営業・販売・事務分野は、訓練内容に問
題ないか検討することを盛り込み、令和６年
度にワーキンググループでヒアリング対象と
している。

＜計画案への反映状況＞
特になし。
（理容・美容分野の訓練設定状況に
ついて、令和４年度の訓練実施状況
と令和６年１月末時点の令和５年度
訓練実施状況について表を作成し協
議会で提供説明した。）

＜計画案への反映状況＞
営業・販売・事務分野について、
令和６年度にワーキンググループ
で３件以上ヒアリング対象とする
ことを協議会で承認されている。

＜計画案への反映状況＞
地域リスキリング事業について、令和６年度第１
回協議会に提出する事業一覧で具体的に盛り込む
ことを予定している旨盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
応募率の向上のための取り組みとして訓練
の魅力等の発信を行うことや、就職率向上
のための方策として担当者制によるハロー
ワークでの就職支援について計画に盛り込
んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
パスコンスキルの習得等の基礎的なデ
ジタルリテラシー活用から本格的なデ
ジタル訓練への橋渡しなど、今後の方
向性や必要性を分析するための方針を
説明した。

39 高知 ＜対応方針＞
リカレント教育を実施している大学等の構成員の
再公募を行ったが、応募がなかった旨報告。今後
も同様のリカレント教育を実施している大学等の
参加を促していく。
また、総務省が創設した地域におけるリスキリン
グ推進事業について、高知県から３自治体３事業
（後に１事業追加）の発表があり、構成員間で協
議、令和５年度高知県地域職業訓練実施計画への
位置付けへの承認を行った。

＜共有内容、意見等＞
・構成員から、介護や保育
の仕事でもパソコン等のIT機
器を使い業務をする世の中
になっているが、実際の訓
練時にどのようなITの訓練項
目が盛り込まれているのか
との質問があった。また、
介護の訓練施設がパソコン
等を購入して訓練すること
は難しいと思われるため、IT
系の訓練校が授業に入り教
育できるようなカリキュラ
ムにできないか、もしくは
パソコンを使えるようにな
ることを実施計画において
必須とすれば実際に働く方
にとってもっとスキルを活
用できるのはないかとの意
見があった。
・介護の訓練機関から、企
業によって使われているシ
ステムが異なるため、実際
の就労現場ではパソコンの
アプリが使えるというより
も、まずはIT機器に慣れ段階
を踏んでいくという対応を
していると報告があった。
・労働局としては訓練実施
計画にすべての訓練でデジ
タルリテラシーの向上促進
を図ることを盛り込んでい
るが、訓練によって内容の
差は生じるものと思われる
ことから、デジタルリテラ
シーの程度については訓練
別による目安の提示を本省
に要望することとした。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
訓練の定員数が全体的に減少している中、デジタル
分野や求人・求職ニーズの高い分野に重点的に計画
定員数を設定した事を説明し、計画案は了承され
た。

41



労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
以前から介護コースは募集しても中止になる
ことが多く、今回も数コースが中止になって
いる。介護人材の確保のためには介護分野の
給与を上げないといけないし、介護分野の仕
事が如何に魅力的なのかということをアピー
ルする必要があると思うが、どのように検討
を進めているのかとの質問があった。

政府では公共事業等のデータは全てデジタル
化すると決まっているが、デジタル化を進め
るプログラムは現場の事業所にはなく、その
ような訓練をどこかで実施するのかとの質問
があった。

＜意見等＞
定員充足率が低かったコースの定員
を少なくする、訓練内容がニーズに
合ってないかもしれないから訓練内
容を変更する、訓練の結果としての
就職なので関連就職率が低い訓練
コースを変更する、このような判断
はどのようになされるのかとの質問
があった。

＜意見等＞
介護分野の定員充足率が低いこと
などの問題に対しては、公的職業
訓練効果検証ワーキンググループ
が機能すると思うので、深掘りし
てやっていけば問題は緩和される
と期待しているとの意見があっ
た。

＜意見等＞
特になし。

＜意見等＞
・求職者支援訓練の計画において、デザイン分野の
定員数を増としたのは理解するが、ＩＴ分野や医療
事務分野も受講希望者が多いものの定員数が減少し
ているのはどのような理由によるものか。

・職業能力開発の機会確保という点では、希望者が
極力受講できる体制が望ましいが、選考試験を実施
して訓練受講を厳しくする必要があるのか。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
　令和６年度においては、訓練の実施
課題でもある「応募倍率が低く就職率
が高い「介護・医療・福祉分野」」の
中から介護分野を選定。
　受講希望者が少ない状況にある中、
訓練カリキュラムの見直しによる改善
を進めて魅力あるコースを設定し、受
講者確保を図るもの。

＜対応方針＞
現場での働き方改革が重要であり、専門職と
してやりがいを持って働くことを応援してい
かなければならないし、魅力ある介護分野の
職場もたくさんあることを若い方や求職者の
方に伝えていく努力をハローワークとしても
重点的に取り組んでいくこととしている。

ポリテクセンターで在職者向けのセミナー等
も実施しているが受講者が少なく、ＤＸへの
事業所の認識はまだまだ薄いところがあるの
で、事業所の事業主や人材育成部門の方に必
要性がきちんと伝わるようにしたい。

＜対応方針＞
求職者支援訓練はあらゆる分野で申
請が可能であり、関連就職率が低く
ても意図的に排除することはできな
い。就職率、関連就職率、合わせて
定員充足率は重要であるが、国策と
してどういう人材を育てていくか、
あるいは労働移動を積極的に促して
行くかという意味では、受講者ニー
ズがついていっていない部分で、あ
る程度定員充足率が低くなることも
覚悟のうえで、積極的に設定をして
誘導する努力をしなければならな
い。

＜対応方針＞
ワーキンググループ効果検証で得
られた受講者及び企業のニーズ等
については、今回のヒアリングに
留まらず日頃から把握し、機構福
岡支部や福岡労働局が定期的に実
施している求職者支援訓練実施機
関への訪問の場において情報提供
を行うほか、公的職業訓練実施カ
リキュラムに反映させることも検
討し、訓練修了生の就職促進に繋
げていくこととしたい。

＜意見等＞
　自治体によっては、介護分野の業務
を細分化し、資格を持っている方には
専門職として働いてもらう一方で介護
ロボットなどを活用して業務の効率化
に成功している事例もあると聞いてい
るので、ヒアリングの際にはそういっ
た点も意識しながら、深掘りして訓練
実施機関等にヒアリングしていただき
たい。

＜計画案への反映状況＞
　計画案の中に①令和４年度の職業訓練の実
施課題として「応募倍率が低く、就職率が高
い分野（「介護・医療・福祉分野」）がある
こと。」そのため、②令和６年度の訓練実施
方針として「「介護・医療・福祉分野」につ
いては人材育成が必要な分野であることか
ら、一定の定員数を確保した上で、応募者数
の増加のため引き続き受講勧奨の強化を行
う。」という内容を盛り込み委員の了承を得
た。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞
　計画案の中に「地域における職
業訓練の質の検証・改善業務で把
握した求職者及び企業ニーズ等を
踏まえつつ、応募者数、就職率等
に着目しながら公的職業訓練の実
施状況を把握し、効果的な実施を
図ることとする。」という内容
を盛り込み委員の了承を得た。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
　介護分野を選定することで委員の了
承を得た。
　訓練実施機関３機関、修了生３名、
就職先企業３社にヒアリングを実施
し、ヒアリング結果を取りまとめて改
善策を検討する。

40 福岡 ＜意見等＞
福岡県には政令指定都市の福岡市と北九州市があ
るが、リスキリング事業一覧に福岡市はあるもの
の北九州市がないのは、北九州市はデジタル田園
都市国家構想で他の補助金事業を実施しているか
ら対象になってないという理解でよいかとの質問
があった。

＜共有内容、意見等＞
・協議会設置要綱に地域の
訓練ニーズを踏まえた教育
訓練給付制度による訓練機
会の確保等に関する記載内
容を追加し、委員の了承を
得た。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・デザイン分野、ＩＴ分野は重点的に定員措置を行
うこととするが、特にデザイン分野の受講希望者が
多いことから、その点を配慮して計画している。
　医療事務分野も受講希望者は多いものの全体の定
員数が抑えられているため定員数を減としている。
一方、介護・医療・福祉分野は受講希望者は少ない
ものの、重点的に行う分野として昨年度に上乗せし
て定員数を確保している。

・選考試験においては、主に受講者が最後まで訓練
を受講できるのかという意欲等を中心に面接などで
確認しており、ふるいにかけるために選考試験を実
施しているわけではない。その上で、受講希望者に
潤沢に受講機会を設けるといった考え方と併せて出
口の就職である求人者ニーズも踏まえて訓練計画を
策定する必要がある。

上記の通り回答し、計画案については修正なく委員
の了承を得た。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
　佐賀県でも求人者数が求職者数を上回って
いる状況が続いている。職業訓練受講等によ
り求人・求職のミスマッチを小さくし、人手
不足解消に向け進めていただきたい。
　また、デジタル人材の育成は急務であるの
で、離職者訓練・在職者訓練共に、デジタル
系の訓練コースは重要。

＜意見等＞
　事務局からの報告・説明に対し、
特段の意見はなかった。

＜意見等＞
　令和５年度は「営業・販売・事
務分野」で効果検証実施。業種や
職種を問わず、一般的なITリテラ
シーやビジネスマナー、コミュニ
ケーション力の習得は必要とされ
ており、訓練受講は大きく役立っ
ており、また必要とされていた。
　委員から「書類選考実施後に面
接する企業は多い。応募書類を見
ればある程度のコミュニケーショ
ン能力は図れるので、まずは応募
書類の作成支援に力を入れてみて
は如何」との意見あり。

＜意見等＞
　委託訓練について、減っている部分があ
るが、どういった観点で廃止・減らしたの
か質問あり。

＜意見等＞
　特段の意見等なく、令和６年度佐賀県地域職業訓
練実施計画（案）について、協議会構成員の了承を
得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
〇選定した分野
　デジタル分野
〇選定理由
　昨今の政府のデジタル化の推進、IT
やデジタルリテラシーなどの必要性、
促進といったことを考えてデジタル分
野での効果検証を提案。

＜対応方針＞
　訓練コース等職業訓練に関する情報を求職
者に届くよう、周知・広報についてより一層
の発信を行っていく。

＜対応方針＞
　引き続き訓練コースが中止になら
ないよう、求職者に訓練情報を周知
し、受講案内・受講勧奨を行う。同
時期に類似する訓練コースが被らな
いよう設定を行う。

＜対応方針＞
　訓練修了者の就職支援に向け
て、「応募書類の作成支援」も含
め訓練カリキュラムを改善すると
ともに、訓練実施機関・ハロー
ワークの連携をより一層進めてい
く。

＜対応方針＞
　R5年度に実施した訓練コースの一部を
廃止し、R6年度新設コースとして発展的
な形に再編・強化し、デジタル系の訓練
コースを拡充。就職をより意識したコース
展開とする予定である旨を説明。

＜意見等＞
・「デジタル分野」と「製造分野」の2つが
候補として考えられる旨発言があった。ただ
し、デジタル分野の訓練については県内で実
施していただける民間事業者が少なく、現在
実績を増やしていくという段階にあり、訓練
の検証を実施し、改善をという段階までいっ
ているのか疑問があるとの懸念が示された。
一方で、県・機構でそれぞれ学科の見直しが
あり、製造分野の効果検証も、タイミングと
して考えられるのではないかとの意見があっ
た。
・「デジタル分野」は事業者としてもまだ試
行錯誤しながら実施している状況であるた
め。効果検証の対象分野に選定するのはあと
2～3年待っていただけるとありがたいとの
意見があった。
・「製造分野」となった場合、実施機関が２
つしかなくコースも施設内訓練に限定される
ため、委託訓練・求職者支援訓練で実施機関
が行っている訓練をサポートする形がいいの
ではないかとの意見があった。

＜計画案への反映状況＞
　デジタル分野の訓練を推進しつつ、産業構
造の変化や人材の流動化に対応するため、社
会人として標準的に習得を求められる基礎的
なITリテラシーを習得する訓練コースを引き
続き実施することとした。

＜計画案への反映状況＞
　令和5年度に引き続き、SNS等での
周知広報に加え、県内各ハローワーク
で訓練説明会を開催、また初回講習会
においても公共職業訓練の説明時間を
設けるなど、効果的な周知や広報を実
施し、受講勧奨の強化に取り組むこと
とした。
　また、同一分野の訓練コースの募集
期間や訓練期間が重複しないよう、労
働局・県・（独）高齢・障害・求職者
雇用支援機構佐賀支部が一体的に職業
訓練の実施にかかる調整を図っていく
こととする。

＜計画案への反映状況＞
　即戦力を重視した実技科目の設
定や「応募書類の作成支援」に力
点を置いたキャリアコンサルティ
ングの実施等に取り組むこととし
た。
　また、ジョブ・カードを積極的
に活用し計画的な就職支援を実施
する。

＜計画案への反映状況＞
　令和5年度に引き続き、リスキリング事業及びリ
カレント教育の推進に取り組むこととした。

＜計画案への反映状況＞
　デジタル分野等に向けた人材の育成を図
るため、デジタル系のコースを拡充し、就
職をより意識したコース展開とすることと
した。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
　効果検証にあたっては、実際に訓練
を実施する機関へ配慮しながら行う方
向性を示したうえで、「デジタル分
野」の効果検証を行うこととなった。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
　県内において人材不足が深刻な分野や、成長が見
込まれる分野等の人材育成に重点を置きつつ実施す
ること、「IT分野」「営業・販売・事務分野」などの
応募倍率が高く、就職率が低い訓練分野において
は、即戦力を重視した実技科目の設定や「応募書類
の作成支援」に力点を置いたキャリアコンサルティ
ングの実施等に取り組むこと、「介護・医療・福祉
分野」「製造分野」などの応募倍率が低く、就職率
が高い分野においては、訓練コースの内容や訓練効
果について。わかりやすく効果的な周知等、公報の
強化を図ることについて、計画に盛り込んだ。
　

＜共有内容、意見等＞
　特段意見なし。

41 佐賀 ＜意見等＞
○地域リスキリング推進事業について、佐賀県よ
り資料により報告あり。
（県：３事業、市町：該当なし。「地域における
リスキリングの推進に関する地方財政措置」申請
予定。）

○「地域ニーズに応える産学官金連携を通じたリ
カレント教育プラットフォームの構築（案）」に
ついて、佐賀大学より資料に基づき説明あり。

○社内の煩雑な処理の解消からＤＸの導入例など
デジタル技術についての体験型フェア「第７回生
産性向上のためのＩＴフェア」について、経済団
体から説明あり。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・求職者のニーズでは、「営業・販売・事務
分野」の希望者が多く34%である。求人の
職種別でも事務的職業の求人も多い状況であ
るが就職率が低くマッチングされていない状
況である。効果的なキャリアコンサルティン
グが必要ではないか。

＜意見等＞
・求職者が減少又は横ばいで推移し
ているなか、令和４年度とほぼ同数
で受講生の確保ができている状況に
ついてはどのようなことが考えられ
るのか。

＜意見等＞
・令和5年度においては、「効果
把握・検証ワーキンググループ」
において、デジタル分野の検証を
行った。訓練終了後の同分野の職
種の就職先の確保が課題。

＜意見等＞
・企業に対するデジタル分野の人材確保の
必要性の周知
・訓練の計画数と認定実績及び受講実績の
乖離

＜意見等＞
特段の意見等なく、異議なしとのことより、令和６
年度長崎県地域職業訓練実施計画（案）について
は、全員の了承を得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
【対象分野】
　営業・販売・事務分野
【選定理由】
◆当分野受講者の割合が多い。
（令和4年度実績で45.7%（916人
/2,006人）が当分野を受講）
◆多くの地域で実施されており各地で
の状況把握ができる。
◆訓練内容の分野領域が広く選択肢が
多い。

＜対応方針＞
・求人ニーズに即した効果的な訓練内容の検
討、就職に向けた効果的な支援のためハロー
ワークと訓練実施機関との連携強化が必要で
ある。
　求職者担当者制も活用した職業相談等の充
実を図り就職促進を行う。

＜対応方針＞
・新型コロナの影響が落ち着き、訓
練施設の施設見学会、体験会等の参
加者が増加し直接訓練内容を説明を
受けることで受講生の確保が出来て
いる。
　また、ハローワーク職員も積極的
な訓練施設の見学等を行い求職者へ
の詳細な情報を提供している。

＜対応方針＞
・企業に対して訓練内容（修了生
の仕上がり像など）の周知を行
う。また、当分野のスキルを活か
せる職種の提案を行い求人を確保
することにより修了後の就職につ
なげる。
　ハローワーク職員を対象とした
職業訓練実施機関からの訓練内容
の説明、訓練施設見学を行うこと
で訓練コース理解を促進し、受講
者の確保、求人開拓（求人条件変
更含む）に活かす。

＜対応方針＞
・企業に対して訓練内容を周知し、デジタ
ル分野の人材の起用を促すことが必要。
・職業訓練のデジタル分野への移行を着実
に進めることが必要。
・デジタル分野について、企業側のニーズ
に対応できるカリキュラムを認定すること
が必要。
・訓練の計画数は、訓練実施機関が対応で
きる状況であるのか実態を踏まえた計画数
の検討が必要。

＜意見等＞
この分野だと汎用性が高い。先ほど
「人手不足で厳しい状況になっている
が、特に長崎地域では観光業がかなり
苦労している」との話があったように
観光分野のところでも直接「営業・販
売・事務」が出てこないにしても次回
につながるような話が出てこないと限
らないのでヒアリング対象の企業の業
種にはいろいろ考えていただければよ
ろしいかと思うとの話はあったが、当
分野に対する否定的な意見はなかっ
た。

＜計画案への反映状況＞

求職者のニーズが多かった「営業・販売・事
務分野」を検証分野とした。デジタル分野に
ついては、令和５年度の検証結果を踏まえ、
企業が求めるニーズを積極的に把握し、収集
した情報について広く共有し、カリキュラム
等の改善につなげるなどを取り組むことと
し、そのフォローを行うこととした。

＜計画案への反映状況＞

ハローワーク職員による訓練実施施
設への見学を行い、環境・設備・受
講風景等を把握し、相談段階で詳し
く求職者へ情報を伝えることで受講
生の確保を図ることとした。

＜計画案への反映状況＞

ハローワーク職員による職業訓練
実施機関との意見交換等を行うこ
とで、求人者に対しては、求人内
容の見直しを含めた訓練修了生と
のマッチングにつながる求人充足
支援を行い、求職者に対しては、
職業相談等を通じて、具体的な訓
練内容の説明を行い受講生の確保
及び受講
修了後の就職支援を行うこととし
た。

＜計画案への反映状況＞

各委員と研究発表の共有を図った。

＜計画案への反映状況＞

求人者に対し、訓練内容の周知を行い、訓
練修了者の習得技能・スキルを活かせる職
種等の提案を行うことで求人の確保を行い
訓練修了者の就職先の確保を図ることとし
た。
デジタル分野については、令和５年度の検
証結果を踏まえ、企業が求めるニーズを積
極的に把握し、収集した情報について広く
共有し、カリキュラム等の改善につなげる
などを取り組むこととし、そのフォローを
行うこととした。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
【最終的な訓練分野】
　営業・販売・事務分野
【検証方針】
　後日開催の検証WGにおいて、県内3
地域において、令和５年度実施の訓練
より各地域2コースの合計６コースに
て実施を確認。コースについては、令
和６年度のWGにて決定予定。

＜共有内容、意見等＞
【職業訓練の情報発信】
令和５年度に、ラジオ媒体
を使用しての広報及び「ハ
ロートレーニングフェス２
０２４」と題した訓練体験
イベントを開催した旨報
告。計画においては、その
検証を行い、今後も効果的
なイベント等の開催を検討
するとした旨説明。
【意見等】
是非検証していただき、今
後も更に効果的な場をもう
けていただければとの意見
あり。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
地元企業の動向や人材ニーズを受けて、地域経済を
支えるものづくり分野や成長が見込まれる分野等に
おける人材育成に重点を置いてコースを計画するこ
と、特に、デジタル関係については、分野横断的に
その人材育成が求められていることから、積極的に
コースを計画し、その受講勧奨を行い、受講につな
げること、訓練開始前から訓練終了後までのきめ細
かな個別・伴走型支援により、キャリアアップ・再
就職の実現を図ることを計画へ記載。

42 長崎 ＜意見等＞
〇学校法人長崎総合科学大学が研究している、リカレント
教育について「女性のためのリカレント教育への関心を規
定する予備的研究」と題して研究内容を発表した。
〇小中学生の子供を持つ母親に対して、リカレント教育の
知識、関心興味、阻害因を調査。それらの項目に影響する
要因の明確化。
〇要因の検討
・リカレント教育への興味関心は、賃金が上がるほど高く
なる。
・友人やメディアからの情報を多く得ている人ほど、知識
もあり興味関心が高くなる。
・大学進学への考えが興味関心に影響する。
・家事育児の負担が多いと、阻害因となる。
〇調査結果
・リカレント教育や学び直しについて、あまり理解されて
いない。
・リカレント教育に興味は示している。時間を割くことに
抵抗はないようだが、金銭的なコストは多少の抵抗があ
る。
・多くの人が費用が高いと感じており、時間がないと感じ
ている。
などの意見が集約されている。
〇まとめ
・出産、育児といったライフイベントを経験している女性
に着目。
・リカレント教育に関心を持つための要因を明らかにす
る。
・リカレント教育に関心を持っているが、金銭的なコスト
をかけることに抵抗がある。
・リカレント教育を普及させていくためには、その普及方
法の検討が必要。
・高い学歴や、進学規範、学び直しの効果を高く見積もっ
ている回答者は、リカレント教育により高い関心。
上記の研究発表を行った。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
労働局が実施した地域ニーズ調査において、
TSMC進出に伴う経済等波及効果が期待される
中、半導体産業及び関連産業における人材育成
が必要である。また、その他業種の人材育成に
おいて企業が求める人材ニーズとしてビジネス
コミュニケーション能力やITスキルの向上と
いった専門知識外の基本スキルの取得による人
材の質の底上げにもつながる訓練カリキュラム
も必要との意見が寄せられたことを説明。
委員からは、離職者訓練において、IT分野等の
訓練が多くても再就職につながるのか懸念もあ
りマッチングを意識した対応をお願いしたい。
人手不足の業種、募集がされている業種等を常
に意識して訓練カリキュラムを検討していく必
要がある。また、人手不足分野には高齢者や雇
用保険被保険者以外の方も必要となってくるの
でそういう方が受講できるような訓練を実施し
てもらいたい。

＜意見等＞
IT分野等デジタル分野の訓練が多く
ても就職につながることは難しいの
ではないかと思うのでマッチングも
意識したところで実施してほしい。

＜意見等＞
令和5年度については、WGにお
いてデジタル分野について検証を
行った。
訓練実施機関３機関、受講生３
人、採用企業３事業所に対してヒ
アリングを実施。
採用企業からは、業界未経験でも
IT知識取得により入社後の教育や
仕事の段取り等スムーズにいった
との好評価があった反面、社会人
としての基本的なビジネスマナー
習得が必要との意見もあった、等
の報告を行った。
委員からは特段の意見は出されな
かった。

＜意見等＞
半導体産業及び関連産業の人材が質・量と
もに不足することが課題であるため職業訓
練の機動的な設定が必要であることから、
県、JEED、ポリテクセンターから令和５
年度の訓練計画の実施状況並びに令和６年
度の訓練計画に向けての現状について説明
を行った。

＜意見等＞

計画案「３計画期間中の公的職業訓練の実施方針」
（以下「実施方針」という。）の「最低限のビジネ
スマナーの習得や現状に合ったカリキュラムのアッ
プデートを推奨する」という記載について、「最低
限のビジネスマナー」という表現の適切性の可否、
「現状に合ったカリキュラム」という表現の具体性
の有無について指摘があり、より分かりやすい表現
とするために「企業ニーズに合ったカリキュラムの
アップデートの推奨」という記載にしたほうが良い
との提案があった。
また、実施方針の「基礎的能力を付与する基礎コー
スの開講数確保の強化」という記載について、企業
の人材ニーズは基礎的能力だけではなく、応用的能
力を必要としているのではないかという指摘があっ
た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞

「デジタル田園都市国家構想総合戦
略」において、職業訓練のデジタル分
野の重点化等により、令和８年度末ま
でに政府全体で230万人のデジタル推
進人材を育成することとされているこ
と、また、令和5年度においてデジタ
ル分野の訓練効果検証を行ったが1年
目であったこともあり内容等の蓄積も
必要と考えることから、デジタル分野
を事務局案として提示した。併せて、
ヒアリング件数（訓練実施機関３機
関、訓練修了者３人、再就職先企業３
事業所）についても事務局案を提示し
た。

＜対応方針＞
県内における半導体関連の人材育成について
は、ポリテクセンター熊本において令和5年度
に訓練カリキュラムを一部見直したコースがあ
り、令和6年度においても更にカリキュラムの
変更を予定している。
専門的な知識の習得だけでなくビジネスマナー
等基本的なカリキュラムの設定も検討してい
く。
人手不足分野のマッチングについては、ハロー
ワークにおける受講あっせんや就職支援等を訓
練担当と求人部門ならびに訓練実施機関とで連
携して取り組む。
雇用保険被保険者でない方の受講あっせんにつ
いては、受講給付金等求職者支援制度の周知強
化に取り組む。

＜対応方針＞
デジタル分野への再就職のミスマッ
チについては、ハローワーク職員等
の訓練内容の理解等により受講あっ
せんの実施を行い、また、求人部門
との連携による求人確保に努めてい
くことによりミスマッチの低減を
図っていく。

＜対応方針＞
基礎的知識の習得については好評
価であったため同知識のカリキュ
ラム設定は継続する。
分野に関係なく、最低限のビジネ
スマナーが習得できるカリキュラ
ムの設定を推奨する。

＜対応方針＞
ポリテクセンターの離職者訓練について、
令和５年度は半導体産業に付随した関連産
業である生産ラインメンテナンス科の訓練
内容を一部カリキュラム変更して実施した
が、令和６年度の計画においてはニーズに
合わせて更にカリキュラムの一部を変更す
る予定。

＜意見等＞

ヒアリング件数（訓練実施機関3機
関、訓練修了者3人、再就職先事業所3
事業所）の適切性について指摘があ
り、可能な限り多くのサンプリングを
行うよう要望があった。

＜計画案への反映状況＞

計画案の「３計画期間中の公的職業訓練の実
施方針」に「最低限のビジネスマナーの習得
や現状に合ったカリキュラムのアップデート
の推奨」を盛り込み、半導体人材育成に資す
るポリテクセンターの生産ラインメンテナン
ス科のカリキュラム内容をより企業ニーズに
合ったカリキュラムにアップデートするとと
もに、訓練実施機関に対し最低限のビジネス
マナーが習得できるカリキュラムの設定を推
奨することとした。

＜計画案への反映状況＞

デジタル分野への就職強化のため、計
画案に、訓練希望者に対する訓練前の
キャリアコンサルティングを通じた適
切な訓練コース選定、訓練中受講者に
対するジョブ・カードを活用したキャ
リアコンサルティング、訓練修了者に
対する訓練効果を生かせる求人情報の
提供及び就職支援の充実を盛り込ん
だ。なお、対応方針のハローワーク職
員等の訓練内容の理解及び求人部門と
の連携による求人確保については、ハ
ローワーク内部の取組であるため、計
画案には記載しなかった。

＜計画案への反映状況＞

計画案では、求職者支援訓練につ
いて認定規模に占める基礎コース
の割合を令和5年度計画と同じ
20％程度と設定するとともに、
計画案の「３計画期間中の公的職
業訓練の実施方針」に「最低限の
ビジネスマナーの習得の推奨」を
盛り込み、訓練実施機関に対し最
低限のビジネスマナーが習得でき
るカリキュラムの設定を推奨する
こととした。

＜計画案への反映状況＞

職業訓練ニーズに関するアンケート調査については、
自治体４５団体と事業主団体４１団体の計８６団体に
対して実施し、半導体産業及び関連産業の人材が質・
量ともに不足しているとの調査結果を得た。そのた
め、計画案の「３計画期間中の公的職業訓練の実施方
針」に「企業の人材ニーズを踏まえた職業訓練の機動
的な設定推進が必要」である旨を盛り込み、半導体人
材育成に資するポリテクセンターの生産ラインメンテ
ナンス科のカリキュラム内容をより企業ニーズに合っ
たカリキュラムにアップデートするとともに、半導体
に関する訓練コース設定の推進を図っていくこととし
た。

＜計画案への反映状況＞

計画案の「３計画期間中の公的職業訓練の
実施方針」に「現状に合ったカリキュラム
のアップデートの推奨」を盛り込み、半導
体人材育成に資するポリテクセンターの生
産ラインメンテナンス科のカリキュラム内
容をより企業ニーズに合ったカリキュラム
にアップデートすることとした。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞

訓練分野は事務局選定案のとおりデジ
タル分野で承認された。また、ヒアリ
ング件数の適切性について指摘があっ
たことから、訓練実施機関は事務局提
案のとおり３機関とするが、訓練修了
者は３人増の６人、再就職先企業も３
事業所増の６事業所とすることとし承
認を得た。

43 熊本 ＜意見等＞
労働局が独自に実施している地域ニーズ調査につ
いて、昨年度の地域協議会の中で中小企業事業主
等のニーズに合致した調査対象となるようにとの
意見があり、事業主団体等の調査対象を26団体か
ら41団体に増やして調査を行った。

＜共有内容、意見等＞

特になし

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞

実施方針の「最低限のビジネスマナー」という表現
については、計画に盛り込む文言としては少々表現
が強い感は否めず、また、「現状に合ったカリキュ
ラム」という表現については、具体性に欠ける印象
であるため、委員の指摘のとおり「企業ニーズに
合ったカリキュラムのアップデートの推奨」と表現
を変更し、再提案のうえ承認を得た。
また、実施方針の「基礎的能力を付与する基礎コー
スの開講数確保の強化」については、企業の人材
ニーズは基礎的能力だけでなく応用的能力も当然に
必要としているが、多くの産業で人手不足感があ
り、未就職者や就労経験の乏しい方においては基礎
的能力が不足している人材も多く見受けられること
から、人材確保対策として実施方針に記載している
旨を説明し理解を得た。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
県内企業においてもＤＸが進められている
中、デジタル分野の訓練が企業ニーズに則し
た訓練になっていないのではないか。
また、企業ニーズに則した訓練が出来ないの
であれば縮小する方がよいとの意見があっ
た。

＜意見等＞
事務局からの説明に対して、特段の
意見は無かった。

＜意見等＞
令和５年度についてはＷＧにおい
て「デジタル分野」を検証。
訓練修了生を採用した企業から
は、現状設定されている訓練期間
では求めている人材（能力）との
乖離が見られるため、訓練期間や
内容の改善を図っていく必要があ
ることの報告があった。

＜意見等＞
デジタル分野の訓練において、企業ニーズ
に則した訓練の実施が厳しいのであれば、
たとえ人気が高く応募が多いコースであっ
ても、当該分野の訓練は縮小する方がよい
との意見があった。

＜意見等＞
構成員から特段の意見等はなく、令和６年度大分県
地域職業訓練実施計画（案）について、協議会構成
員の了承を得た。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由＞

【選定分野】
　営業・販売・事務分野

【選定理由】
・大分県において実施できる訓練分野には限
りがある中、一番多くの訓練コースが設定さ
れている分野。
・検証の効果を高めるため「事務分野」の中
から、ITリテラシーの習得を目標とする
Word、Excelを主なカリキュラムとするコー
スを検証の対象とする。
・充足率、就職率ともに高い。
・あらゆる産業でデジタル化が進む中、どの
ようなITリテラシー人材が求められているの
かを検証し、訓練カリキュラムの改善を行
う。

＜対応方針＞
訓練コースのレベルを差別化し、令和６年度
の地域職業訓練実施計画に反映する方針。
また、企業の求める人材に近づけるようにビ
ジネスマナーやコミュニケーションを中心と
した訓練カリキュラムの強化を訓練実施機関
へ依頼する。

＜対応方針＞
次年度の効果検証ＷＧの対象分野の
選定については、関係機関で近日中
に協議予定。

＜対応方針＞
報告を受けて令和６年度に開始す
る訓練から訓練コースのレベルを
差別化し、求職者支援訓練は基礎
的な内容を中心に、委託訓練は５
か月から12か月の応用・実践ま
で学べるコースを中心に実施する
こととし、訓練計画に反映する方
針。

＜対応方針＞
今回の効果検証により企業の求める人材と
訓練修了者のレベルに乖離があることを認
識できたことが大きな成果。
その乖離幅を少しでも近づけられるよう委
員の意見も踏まえ、訓練計画に反映する方
針。

＜意見等＞
・今後あらゆる産業でデジタル化が進
んでいく中、それぞれの企業が違うシ
ステムを導入することで、求職者も在
職者も新しいシステムに追いついてい
くのが大変だと思われるが、それらの
システムに関する内容が訓練に反映さ
れているか検証するのか、との意見が
あった。

＜計画案への反映状況＞
・人手不足分野等求人ニーズを踏まえた効果
的な訓練の設定、および地域ニーズに対応し
た訓練の推進にも努めることとした。

＜計画案への反映状況＞
・大分労働局・大分県・機構大分支
部が公共職業訓練と求職者支援訓練
の訓練規模、分野、時期等について
一体的に調整を行うことで、訓練実
施者を確保し、適切な職業訓練機会
の提供と受講生の確保に努めること
とした。

＜計画案への反映状況＞
・個別の訓練コースについて、訓
練修了者等へのヒアリング等を通
じて、訓練効果を把握・検証する
ことで、訓練カリキュラム等の改
善を図ることとした。

＜計画案への反映状況＞
・公的職業訓練に加え、デジタルや半導体、農林
水産業等成長分野に関するリスキリングの推進を
図り、地域に必要な人材の確保に取り組むことと
した。

＜計画案への反映状況＞
・離職者を対象とする公的職業訓練の分野
について、デジタル分野等、成長が見込ま
れる分野における人材育成に重点を置きつ
つ実施することとした。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞

【最終的な訓練分野】
　営業・販売・事務分野

【検証方針】
・上記意見については、WGの中で、企
業側のニーズとしてその部分について訓
練に反映する必要があるのかを検証し、
そうしたニーズが高ければ翌年度以降の
募集仕様において項目を追加するか検
討。
・訓練実施機関3社、訓練修了者3人以
上、訓練修了者を採用いただいた企業3
社以上にヒアリングを実施。

44 大分 ＜意見等＞
県外への労働力の流出を問題と捉えており、若年
者を中心とした優秀な人材の県外流出について、
色々なニーズをしっかり把握しながら、その部分
の対策も検討していただきたいとの意見があっ
た。

＜共有内容、意見等＞
特段意見なし。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・訓練コースのレベルの差別化、効果的な周知広報
等、受講者数増加のための取組を行い、特に、デジ
タル分野については、求職者支援訓練は基礎的な内
容を中心に実施、また、委託訓練は5か月から12か
月の応用、実践まで学べるコースを中心に実施する
こととした。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
【デジタル分野】
・webデザイン系を筆頭に求職者ニーズは高
いが、求人については少なく、経験者を求め
る傾向が強い。（ニーズ調査より）
【共通】
・求職者・企業共にビジネスマナーやパソコ
ンの基礎知識が重視されている。（ニーズ調
査より）

＜意見等＞
・デジタル分野に力を入れることは必
要であるが、定員充足率は低いもの
の、介護・福祉分野・モノづくり分野
等での人手不足は地域の課題となって
おり、人材育成の観点から、単に人気
がないとの理由で減ずるという方向で
はなく、同分野での職業訓練の一定定
員数・受講者の確保が重要。（構成
員）
・一部、同分野（医療事務）での訓練
コースの募集時期がバッティングして
いるケースが見受けられた。効率や幅
広い受講機会の確保という観点より、
開催時期についての調整をお願いした
い。（構成員）

県内のデジタル分野において効果検証
ヒアリングを実施。
＜意見等＞
【訓練実施機関】
・ニーズに対応するコース設定等に関
して、講師の確保や近年の物価高騰に
対応するためには、委託費の改善が必
要。また、定員充足対策として、広報
の自由度を上げてほしい。
【訓練修了生】
・就職後、実務レベルでの知識不足を
痛感。より高度なスキルを身に着ける
訓練設定を希望。
【採用企業】
・実践レベルに対応する人材育成が可
能な訓練コースの設置を希望。また、
訓練修了生の人材活用という意味で、
事業主側への職業訓練のPRも必要。

＜意見等＞
・職業訓練の周知と同時に、受け皿となる
求人確保も重要であることから、企業への
職業訓練の周知・理解促進が必要。（構成
員）

＜意見等＞
・半導体の工場が新設されることから、半導体分野
や関連分野で仕事をできる人材育成に向けた取り組
みや企業のニーズの調査を行うこと必要ではない
か。
・IT分野やWebデザイン分野について、求職者ニー
ズが高いが就職率が低い傾向があるため、要因の分
析が必要。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
【ワーキンググループ内での意見】
・「営業販売事務分野」と「介護分野」
の２分野の選定案を作成し、協議会にて
委員に諮る形にて決定。
・「営業販売事務分野」多くの訓練コー
スが設定されており、実習付きのコース
等も存在することから、今後のカリキュ
ラムの改善に向けて有用であると考えら
れるため。
・「介護分野」地域の課題として重点的
に対応する必要がある分野である。しか
しながら、カリキュラムが固定されてい
るものが多く、就職率も高いため、訓練
の改善を行うにあたって有用な意見が聴
取できるかが不透明な部分がある。

＜対応方針＞
・訓練修了生歓迎求人の確保等、就職支援の
強化、ニーズに合わせた訓練内容見直しの検
討。

＜対応方針＞
・介護等人手不足分野に関連する訓
練コースの適正定員確保の検討。
・計画時点での実施地域および開催
時期についての調整を適切に実施。

＜対応方針＞
①実務レベルに対応した訓練コー
ス設定の検討。
②委託費の拡充について継続的に
要望。
③訓練受講メリットの明確化につ
いて検討。
④求職者・求人者に対する訓練施
設説明会等の強化。

＜対応方針＞
・訓練実施機関の企業向け見学会・意見交
換会等の実施について検討。

＜意見等＞
【協議会委員の意見】
・営業販売事務分野において、IT分野だけで
なく事務分野の中でデジタルリテラシーを向
上させることにより、企業全体のDX化が進
むことも考えられるため、その部分も含め
コース設定や検証を行うことに意義があると
考えている。
・介護分野については、定員に満たず中止と
なるケースも多く、それらを踏まえ検証の必
要性があるものと思量されるが、かたや、賃
金や人手不足、職場環境等根本的な業界の改
善が必要であろうと考えられるため、注目し
てほしい分野ではあるが、訓練に限った検証
としては営業販売事務分野が適しているので
はないか。
・可能であれば、２分野とも実施する意義が
あるのではないか。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
【協議会を経て結論】
・主として営業販売事務分野を行い、簡易的
な検証として、１・２コース介護分野につい
ても効果検証を行う。

45 宮崎 ＜意見等＞
・様々な分野でDX人材の必要性が認知されている
一方、必要な業務、スキルを具体的に把握するに
は至っていない企業もあるのが現状。
・人手不足分野を転職希望で離職したアルムナイ
（現役世代退職者）については、一定数が元の経
験職種で復職している傾向も見受けられる。職業
訓練後の就職活動の中でも、離職前職種への復帰
も選択肢となるように、業界でも工夫や検討が必
要。（構成員）

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
・半導体製造及び関連事業所に対して、必要となる
技能や人材のニーズについて聞き取りを行い、職業
訓練に反映することの可能性について検討が必要で
あり、企業ニーズの把握及び職業訓練コースへの反
映について計画案に盛り込む。
・数か月の訓練で訓練生が身に付けられるスキルレ
ベルと企業が求めているスキルレベルとの乖離が一
つの要因。デジタル分野も人手不足感があり、企業
開拓を行えば受け皿はあるため、訓練実施施設に
は、訓練生のスキルを活かせる就職先の開拓を求め
る。

＜共有内容、意見等＞
　特段意見なし。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
　県内では求人数が求職者数を上回る状況が
長く続いており、特に介護サービスの職業は
有効求人倍率が高い水準で推移している旨の
説明があった。
　また、DXの推進等を図るためには、在職
労働者への訓練が有用と考えられ、機構の生
産性向上支援訓練において、サブスクリプ
ション型訓練が今年度から新たに設定されて
いることが報告された。

＜意見等＞
　ポリテクセンターの施設内訓練
（離職者訓練）については、定員充
足率が令和４年度と比較して減少
し、求職者支援訓練が雇用保険の訓
練延長給付の対象となったことによ
る影響がある旨の説明があった。
　また、２年課程のポリテクカレッ
ジについても、令和５年度入校生の
定員充足率が前年から減少している
ことが報告された。

＜意見等＞
　令和５年度については、WGに
おいて営業・販売・事務分野を検
証。一般的なITリテラシーは業
種・職種を問わず必要とされ、訓
練受講によるスキルが仕事をする
上で大きく役立っていることが確
認された。加えて、訓練修了者・
採用企業ともに、ビジネスマ
ナー、コミュニケーション力の習
得を重視していることが報告され
た。

＜意見等＞
　デジタル人材は質・量とも不足してお
り、都市圏偏在が課題であることが説明さ
れた。
　また、委託訓練においては、定員充足率
を考慮の上、適切なコース設定を図るべき
との意見が構成員からあった。

＜意見等＞
　構成員から特段の意見・質問はなく、令和６年度
鹿児島県地域職業訓練実施計画（案）について、承
認された。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理
由＞
　昨年度の選定分野である「営業・販
売・事務分野」以外を選定いただくよ
う提示した。

＜対応方針＞
　事業縮小のために離職を余儀なくされ人手
不足分野への職種転換を検討する者等に対
し、介護分野の訓練コースへの積極的かつ適
切な受講あっせんを図ることにより、同分野
における人材確保に取り組む。
　また、サブスクリプション型生産性向上支
援訓練については、人材開発支援助成金の活
用メリットを踏まえた周知・広報に各構成団
体が連携して取り組む。

＜対応方針＞
　機構とハローワークかごしまが連
携し、11月から雇用保険受給者の
初回説明会をポリテクセンターで開
催しており、その際に施設や訓練
コースの概要を案内することで、受
講者の確保を図っている。
　また、ポリテクカレッジに関して
は、今年度から推薦入試の回数を３
回から６回に増やし、受験者の確保
を図っている。

＜対応方針＞
　当該分野は重要なセーフティ
ネットの一つに位置付けられてい
ることからも、引き続き、関係機
関の連携によって効果的な周知・
広報に努め、制度活用の促進に取
り組む。
　また、ビジネスマナー、コミュ
ニケーションについては、訓練カ
リキュラムに盛り込むことを基本
とする方針。

＜対応方針＞
　地域性や現状を考慮の上、IT分野や営
業・販売・事務分野等を活用した人材育成
も図りつつ、求職者・求人者ニーズを踏ま
えた職業訓練の段階的なデジタル分野への
重点化を検討していく。
　また、定員充足率が低い傾向にある介
護・医療・福祉分野などは、就職率が高
く、人手不足分野における人材確保の面で
も効果が大きいことから、引き続き、事前
説明会・見学会の機会確保を図るなど、受
講勧奨の強化に取り組む。

＜意見等＞
・高齢化が進んでいる鹿児島県の実情、
介護分野における人材の育成・確保は重
要な課題であることからすると「介護・
医療・福祉分野」を検討する必要がある
と考える。
　一方で、人材育成に関する国の施策を
踏まえると、「デジタル分野」の検証を
行う意義も少なからずあると考える。
・検証を行うためには、それなりの数も
必要だと考える。そのため、「営業・販
売・事務分野」の次にコース数の多い
「介護・医療・福祉分野」を検証するこ
ととしてはいかがか。
　また、「介護・医療・福祉分野」は、
就職率は高いけれど応募率が低い状況と
いう課題も抱えており、検証に適してい
ると考える。

＜計画案への反映状況＞

➀「介護・医療・福祉分野」については、引

き続き、事前説明会・見学会の機会を確保す
るなど、訓練コースの内容や効果を踏まえた
受講勧奨の強化を図るとともに、応募・受講
しやすい募集・訓練日程等の検討を行うこと
を盛り込んだ。
②生産性向上支援訓練については、サブスク
リプション型生産性向上支援訓練の目標計画
数25名を盛り込み、同訓練の目標計画数を
昨年度より50人増加させた。
　昨年同様、各構成団体が連携して周知・広
報に取り組んでいる。

＜計画案への反映状況＞
①本年度においても雇用保険受給者
の初回説明会をポリテクセンターで
開催予定であり、その際に施設や訓
練コースの概要を案内することで、
受講者の確保を図る予定。
②ポリテックカレッジに関しては、
推薦入試の回数を３回から６回に増
やしたことにより、受験者が３１名
増加した。
　今後も同様の取り組みを行ってい
く。

＜計画案への反映状況＞
　「営業・販売・事務分野」につ
いては、引き続き、関係機関の連
携によって効果的な周知・広報に
努め、制度活用の促進に取り組ん
でいる。
　また、ビジネスマナー、コミュ
ニケーション力の習得が業種・職
種を問わず重視されているため、
訓練カリキュラムに盛り込むこと
を基本方針とした。
　さらに、ワーキンググループの
ヒヤリング結果を踏まえ、ジョ
ブ・カードの活用の促進に取り組
むこと及び積極的に連続受講を勧
奨することを盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
①インスタグラムのフォロワー数については、フ
リーペーパーを活用して広報を行う際にインスタ
グラムのQRコードを掲載する等、取り組みを強化
した。
②地域リスキリング推進事業については、地域に
必要な人材確保（中小企業、農林水産、介護等）
のため、デジタル・グリーン等の成長分野や人手
不足分野におけるリスキリングの推進に資する事
業を実施する旨盛り込んだ。

＜計画案への反映状況＞
①「デジタル分野」については、地域性を
考慮し、IT分野、営業・販売・事務分野で
の人材育成を図りつつ、求職者・求人者
ニーズを踏まえた段階的な職業訓練のデジ
タル分野への重点化に向けた検討を行うこ
とを盛り込んだ。

②「介護・医療・福祉分野」については、
引き続き、事前説明会・見学会の機会を確
保するなど、訓練コースの内容や効果を踏
まえた受講勧奨の強化を図るとともに、応
募・受講しやすい募集・訓練日程等の検討
を行うことを盛り込んだ。

＜最終的な訓練分野、検証方針＞
「介護・医療・福祉分野」を選定し、
令和５年度と同様に、ワーキンググ
ループにおいて訓練効果を把握・検証
し、訓練カリキュラム等の改善を図
る。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
　第１回協議会で承認された策定方針とワーキング
グループによる検証結果を反映した計画書が承認さ
れた。

46 鹿児島 ＜意見等＞
　ハロトレの周知・広報においては、さまざまな
工夫がされているが、スマートフォンで必要な情
報を届けることが欠かせないため、インスタグラ
ムのフォロワー数を増やすなどの取組を進めるべ
きとの意見が構成員からあった。
　これに対し事務局からは、鹿児島所開設のLINE
は登録者数が約7,000人で一定の効果があるこ
と、インスタグラムのフォロワー数については今
後の課題として取り組む旨を説明。このほか、ハ
ロトレを受講するきっかけとして、友人・知人等
に勧められたとの回答も少なくないことから、新
聞やフリーペーパー等を活用した広報にも継続的
に取り組む旨の説明があった。
　また、地域リスキリング推進事業については、
県の16事業、鹿児島市など７市町の８事業を地域
職業訓練実施計画に位置付け、中小企業、農林水
産、介護等の地域に必要な人材確保に資する職業
能力の開発・向上に取り組む旨の説明があった。

＜共有内容、意見等＞
構成員から特段の意見はな
かった。
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労働局
番号

労働局
名

Ⅰ令和５年度第１回協議会での議論の令和６年度計画案への反映状況 Ⅱ令和５年度第２回協議会での議論

（a）地域の人材ニーズの把握
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回協
議会の転記

（b）公的職業訓練の実施状況の検
証
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則
第１回協議会の転記

（c）訓練効果の把握・検証等
（ワーキンググループ（ＷＧ）の
効果検証等）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原
則第１回協議会の転記

(d)その他の職業能力開発促進のための取組
※＜意見等＞は原則第１回協議会の転記

（e）地域職業訓練実施計画の策定方針
（次年度計画に関すること）
※＜意見等＞、＜対応方針＞は原則第１回
協議会の転記

令和６年度計画案の審議（f） 令和６年度のワーキンググループ（Ｗ
Ｇ）の方針（G）

その他の職業能力開発促進
のための取組（h）

＜意見等＞
・「医療事務」「介護・医療・福祉」分野
は、定員枠に対する応募率が低いため、もっ
と積極的にPRをする必要がある。
・観光は人手不足感が強いため、今後の訓練
認定については配慮してほしい。

＜意見等＞
・「医療事務」分野、「介護・医
療・福祉」分野は求人ニーズは高い
が実施する機関がない、そのことに
対する対策はあるか。

＜意見等＞
・令和５年度については、WGに
てデジタル分野（デザイン分野２
コース、IT分野２コース）を検
証。
・訓練期間、カリキュラム、就職
支援、経費に対する対応が必要で
あることを報告。

＜意見等＞
・「営業・販売」については年齢により訓
練を受けてたとしても採用に至るかが疑
問、デジタル分野に関しては、訓練を受け
ある程度の言語がわかるだけでも採用に至
ると考えられるため、訓練をもっと増やし
てはどうか。

＜意見等＞
特になし。

＜事務局の訓練分野の選定案、選定理由
＞
【選提案】
「理容・美容分野」

【選定理由】
委託訓練（公共職業訓練）、求職者支援
訓練ともに応募倍率は高い分野であり、
受講者のニーズは高い。しかし、就職率
においては求職者支援訓練が低い状況に
ある。同じ分野で委託訓練と求職者支援
訓練の就職率が異なる要因を分析するこ
とにより、委託訓練の良い点を活かし、
求職者支援訓練がより効果的な内容にな
るよう検証する。

＜対応方針＞
・観光分野については、実施機関が限られて
おり、就職率も低いため、求人・求職双方の
ニーズに対応できる訓練メニューの設定が必
要。

＜対応方針＞
・「医療事務」、「介護・医療・福
祉」分野については、実施機関の開
拓を強化する。

＜対応方針＞
・改善促進策として、訓練期間や
カリキュラムについては、沖縄県
やJEEDから実施機関に対する周
知・提案を行い、就職支援につい
てはHW等での対応、経費に関し
ては厚生労働省への報告が必要で
あることを共有した。

＜対応方針＞
・デジタル分野は令和５年度より10％上
乗せするが、「営業・販売」については、
令和４年度と令和５年上期の平均割合を維
持する。

＜意見等＞
Ｑ． 理容・美容分野の訓練と併せて、観
光分野における求人ニーズを踏まえ、旅
行・観光分野も含めて、是非検討してほ
しい。
Ａ． 訓練の実施機関が少ないことから、
観光分野を対象外とした。観光分野にお
ける求人ニーズは喫緊の課題であること
を踏まえ、例えばハローワークでキャン
ペーンを実施する等の取組を、訓練以外
の枠組みからもアプローチをしていく。
Ｑ． ワーキングループの対象分野で就職
率と応募倍率というのが基礎になってい
るが、就職後の離職率も気になる。離職
率の部分も検討してほしい。
Ａ． 統計の関係から、離職率を基礎とし
て含められるかをはっきりとは申し上げ
られないが、ヒアリング事項をワーキン
ググループで検討する。

＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜計画案への反映状況＞ ＜最終的な訓練分野、検証方針＞
事務局提案のとおり、「理容・美容分
野」について、選定理由を踏まえた効
果検証を実施することとし、承認を得
た。

＜対応方針、最終的な計画への反映状況＞
各構成員から計画案について特段の意見等はなく、
承認を得た。

47 沖縄 ＜意見等＞
特になし

＜共有内容、意見等＞
沖縄県から令和６年度の取
組として、地域リスキリン
グ推進事業（仮称）の説明
があった。

49


